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M E S S A G E

「25%」の力

2013年９月、日本の高齢者人口（65歳以上）
が25%を超えたとの発表があった。日本がこれ
だけの高齢者をかかえるのは初めてで、これか
らしばらく、その比率はますます増えるとのこ
とである。ということは、この「25%」の高齢
者の生き方が日本の未来を大きく左右するわけ
である。まさにこの「25%の力」は、日本にと
って極めて重要なものである。
実際に、高齢者の持つ金融資産は、日本の金
融資産の50%にものぼると見られており、この
お金がどう使われるかが、日本経済の行方に大
きな影響を与える。2013年に祖父母などからの
「教育資金贈与税非課税制度」が始まり大きな
関心を呼んでいるが、これは、「25%の力」を
活用する動きの一例である。
そして高齢者は、選挙における有権者として
も強い影響力を持つ。2012年末の衆議院議員総
選挙では、高齢者で実際に投票した人は投票者
全体の３分の１にのぼるとされ、ここでも
「25%の力」を見せつけられる。
　
さて、われわれの身の周りの他の場面におい
ても、「25%の力」を探ってみたい。
「時間」に焦点を当てると、日本人や米国人の
成人（25～55歳）の平均睡眠時間は６時間強
で、１日のほぼ25%に当たる。この「25%の
力」は言うまでもないだろう。睡眠は人間の脳
や身体の疲れをとり、心身の機能を回復してく
れる。質の良い睡眠の重要性は明らかである。
次に「空間（大きさ）」に目を向けると、ア
ジアの面積は3188万km2で、世界の陸地面積の
23.4%と、25%に近い値である。この「25%の
力」が大きいことも、言わずもがなである。つ
まり、アジアはすでに世界の人口の60%を擁

代表取締役社長

嶋本  正
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し、世界のGDP（国内総生産）の３分の１を
生み出している。この先も成長が見込めること
から、その力はますます高まっていくであろう。
３つ目は「お金（GDP）」に注目し、日本に
おける産業別の名目GDPを見てみよう。製造
業を中心とする第二次産業の比率が、ここ数
年、25%前後となっている。就業者数もほぼ同
じような比率である。この「25%の力」はどう
だろう。2008年のリーマン・ショック後、いわ
ゆる「６重苦」で厳しい時期が続いたが、2013
年からの「アベノミクス」効果や企業の構造改
革の効果により、徐々に息を吹き返してきてい
る。日本を長らく支えてきたこの「25%の力」
にも期待を込めて、さらなる発展を願いたい。

ところで、これらの「25%の力」は、それ自
身の力もさることながら、「残りの（75%の）
力」との関係性においてその力の真価が引き出
されるのではないだろうか。
それは春夏秋冬の日本の四季になぞらえるこ
ともできる。各季節とも１年のほぼ25%の期間
を数えるが、たとえば夏から冬へと一足飛びに
変化するのではなく、秋と春がその仲立ちをし
ている。そのことで、四季織りなす素晴らしい
日本の１年を成り立たせるわけである。
25%の睡眠時間は、起きている時間が十分に
有意義に過ごせてこそ価値が出てくる。日中の
仕事や学習、家事、余暇、移動などの75％の行
動の結果が、また、睡眠時間を左右する。その
バランスが人生を豊かにすることになる。
25%の面積のアジアは成長著しいが、その力
に依存しすぎるのは、世界全体にとって必ずし
も望ましいことではない。アジアがここまで成
長したのは、欧米先進各国の働きかけという面

もあるし、アフリカなど次の新興世界への貢献
も欠かせない。交易を通じ、あるいは文化交流
を通じ、世界のなかでのアジアの役割がますま
す重要となる時代に入っている。
25%の日本の製造業は、これからもイノベー
ション（技術革新）を通じて、その力を磨いて
いくものと期待される。これからは、企業が
個々に力をつけつつも、国内あるいは海外との
連携が、従来にも増して重要になってくる。そ
して、残りの75%の産業との連携も追求してい
くことになるだろう。農業の視点から「６次産
業」という言葉が話題になっているが、それ
は、製造業側からも言えることであろう。いわ
ゆるオープンイノベーションの時代の本格化が
始まろうとしている。

以上のように見てくると、冒頭に述べた日本
の「25%の力」である高齢者の生き方につなが
るヒントが浮かび上がってくる。
すなわち、この「25%の力」を独立した力と
見るのではなく、他の力、つまり各世代との関
係性の強化という方向で考えるべきということ
である。高齢者の多くは、「日常生活に影響の
ある病気などの症状はない」「暮らし向きに心
配はない」状況である。他の世代とのコミュニ
ケーションやミューチュアル・レスペクト（相
互尊重）を通じて、地域社会での活躍、子育て
への参加、若者の指導などを積極的に行ってい
くことが、「25%の力」の真骨頂と言えるので
はないだろうか。
ますます高まる「25%の力」がその本領を発
揮していくことで、日本の明るい未来が開かれ
ることを期待したいものである。
	 （しまもとただし）
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2020年の日本
再び活力を取り戻すために
2020年、東京でオリンピックが開催される。
その時果たして日本はどういう状況にあるのだろうか。アベノミクスに
よって経済は再生できているのか。アジアの国々との関係はどうなって
いるのか。日本の再生のためには今、どういう問題に向き合い、何を解
決すべきなのか。
『知的資産創造』通巻200号を記念し、野村総合研究所（NRI）顧問で
ある増田寛也、薮中三十二、寺﨑明が日本の針路について語り合った。

増田寛也
（ますだひろや）

株式会社野村総合研究所顧問、
東京大学公共政策大学院客員
教授
1995年岩手県知事に当選。そ
の後３期12年務める。2007年
総務大臣・内閣府特命担当大
臣、08年退任。09年４月より
現職

薮中三十二
（やぶなかみとじ）

株式会社野村総合研究所顧問、
立命館大学教授、大阪大学教
授
2008年より外務事務次官。10
年外務省退官後、現職

寺㟢  明
（てらさきあきら） 

株式会社野村総合研究所顧問、
東京工業大学客員教授
2008年より総務省総務審議官。
10年総務省退官後、株式会社
野村総合研究所理事。11年７
月より現職

コーディネーター

谷川史郎
（たにかわしろう）

株式会社野村総合研究所取締役
専務執行役員コンサルティング
関連管掌 兼 未来創発センター長
1980年株式会社野村総合研究所
入社、以来一貫してコンサルティ
ング関連業務に携わる。2013年
より現職

写真撮影／今井康一
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谷川 この座談会については、社内でも２つ
の面で関心を持っている人がいます。１つ
は、どのような話題が出てくるのかという面
で。もう１つは、果たして限られた時間内で
きちんと着地できるのだろうかという面での
関心です。どのような化学反応が起こるのか
大変楽しみにしております。では最初にお一
人ずつ、それぞれの問題意識を簡単にお話し
ください。
増田 『中央公論』2013年12月号で、「2040
年、地方消滅。『極点社会が到来する』」とい

う巻頭論文を書きました。長期にわたる人口
の減少が地方を消滅させ、ひいては日本全体
が消滅するのではないかというのが全体のト
ーンです。

2012年の合計特殊出生率は、前年の1.26か
ら1.41に上がりました。しかし人口はずっと
減り続けています。子供を産む女性の数が減
ってきているから、出生率を上げても人口は
増えないのです。国立社会保障・人口問題研
究所の「将来推計人口」では、日本の人口は
2110年には5000万人を切っています。こうし

2012年推計─2110年まで
［中位推計─合計特殊出生率1.35］

将来推計人口

注）合計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。2010年は「平成22年国勢調査」による実績値
出所）国立社会保障・人口問題研究所推計より増田寛也作成

（単位：万人）

高齢人口：65歳以上
（高齢化率）

総人口

生産年齢人口（15～64歳）

年少人口（0～14歳）

2090年
2110年

516

2,854

1,770
（41.3％）

2,126

391

2,357
（41.2％）

2060年

4,418

3,464
（39.9％）

791

2040年

3,868
（36.1％）

5,787

1,073

2010年

2,948
（23.0％）

8,174

1,684

12,806
10,728

8,674

5,727
4,286

人口減で日本は消滅する!?
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年に今の1.41から2.1に上がっても（そんなこ
とはありえませんが）、人口の減少が止まる
のは60年後の2090年からです。それほど人口
減少問題とは難しい問題なのです。

さらに、日本の場合にはもう一つ、東京へ
の若者の人口移動が日本の人口減少にダブル
で効いてくるのです。というのは、彼らが東
京に来ると、地方でも東京でも出生率は上が
りません。東京都の現在の出生率は、何と
1.09と低いのです。

一方、医療・介護サービスに目を向ける
と、地方ではやがて医師や介護人材などが余
るようになります。逆に首都圏では、医療・
介護サービスが不足するようになります。そ
うすると、地方で余った介護人材が東京など
に集まる可能性が高い。とにかく東京はずっ
と人を集め続けます。しかし東京は住宅事情
が悪いし、子育てのコストも高いので、東京
に若者が集まると子供は生まれない。このま
までは、日本は消滅します。　

ではどうすればよいのか。多極分散で東京
の機能を地方に移そうといっても、過去に
散々失敗してきましたし、おそらく今後も難
しいでしょう。むしろ地方が努力して、特に
若い女性の東京への人口移動を食い止めると
いった発想でことを考えなければなりませ
ん。そのためには、地方の中核都市、仙台、
広島、福岡あたりにいわば「防衛・反転線」
を構築して、岩手から若い女性が出て行って
も仙台で食い止め、それをやがては盛岡でも
食い止められるように順次していくなど、そ
ういうことをしないといけないでしょう。国
土政策をもう一度、きちんとやり直す必要が
ある。これが私の問題提起です。

た日本の人口減少は、３つの段階を経ていく
と考えられます。第１段階では、東京などの
大都市で高齢者が増えて年少人口は減り、
トータルで考えると少しずつ減っていきます
が、東京はまだ勢いがあります。第２段階で
は、地方の中核都市で高齢者が横ばいから
少し減り、年少人口はかなり減る。そして
第３段階では、全国各都市で高齢者が減っ
ていき、年少人口も大幅に減る。実はこの
段階でも、東京都区部はまだ高齢者が増え
ていきます。ところが、介護などの態勢は
全く整えられていません。この問題をどう
解決するかが大問題です。人口20〜30万の
地方の中核都市は、まだ何とか維持できる
でしょうが、人口５万人以下の市町村、特
に過疎の市町村には消滅の危機が生じます。

人口移動を見ると、高度成長期には東京
をはじめとする大都市に地方から人口が流

れてきました。その後のバブル期も
同様です。これは、東京に人を引き

寄せる誘因があったからです。し
かし2000年以降になると、東京に
誘因はなかったのですが、地方で
は食べていけなくて、自然と若者
が東京に流れて来ていました。

国立社会保障・人口問題研究所
の人口推計は、この若者の東京へ
の人口移動がやがて収束するとい
う前提に立っています。しかし、
私はそうは見ていません。したが

って、実際は推計以上
に深刻な状況だと思う
のです。成熟国家はど
こも出生率がそれほど
上がりません。もし2030

寄せる誘因があったからです。し

誘因はなかったのですが、地方で

が東京に流れて来ていました。

私はそうは見ていません。したが
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寺㟢 先進国はだいたい人口減少と言ってい
ますが、アメリカはむしろ増えていますね。
2050年でもまだ人口が増えると予測されてい
ます。
増田 日本などとは逆に、高齢化率も下がっ
ています。出生率も高い。これは移民が入っ
てきた影響が大きいと思います。
薮中 アメリカは1990年代から意図的に２種
類の移民を受け入れてきました。一方はメキ
シコや中南米からの不法就労者。カリフォル
ニアやアリゾナ、テキサスなどの農業はこの
人たちのような働き手がいないとやっていけ
ません。もう一方はIT産業のために意識的
に受け入れた技術者などで、中国やインドか
ら年間数十万から100万人くらい。結果とし
て両方から入ってくることになりました。
寺㟢 アメリカは人口が減らないから、個人
消費も減りませんね。
薮中 期せずして私も日本の抱える最大の問
題は、デモグラフィ（人口統計）だと言って
きました。今、増田さんが言われたのと同じ
ですが、昔はピラミッド型だったのが今は完
全に逆になってきている。それによって生産
年齢人口がどんどん減っていく。それが本当
の危機です。

もう一つ、もっと大変な危機は、それを日
本人が危機と感じていないことです。少子高
齢化が問題だと言ってはいますが、ほとんど

「お経」のように唱えているだけというのが
実情でしょう。

福祉を受けるほう、介護されるほうがどん
どん増えていって、サポートするほうの人が

少なくなれば福祉を維持できなくなること
はわかり切っています。しかし日本は今、そ
うは言っても暮らしやすい。だから頭で考
えて2020年だとか、ましてや2050年といっ
たところで、自分たちが抱える問題としては
考えられない。深刻には考えないで、お茶
を濁している。そして、いざどうしたらよ
いのかという時、「無理でしょう」「仕方な
いじゃないか」となる。諦めの良さ、忍耐
強さは日本人の美徳ですが、それが危機を
より大きくしているという面もあるのです。

この問題に容易に出せる答えはありませ
んが、医療・介護については、外国人労働
者を受け入れるということが考えられます。
日本－フィリピン、日本－インドネシア経
済連携で、介護福祉士を受け入
れましたが、基本として単純労
働者は入れないということを守
ってしまったがゆえに、ミスマ
ッチが生じました。フィリピン
やインドネシアの大卒がプロフ
ェッショナルとして介護をする
のですが、それは本当のニ
ーズとマッチしていない
の で す。 そ こ で2020年
を、日本－ASEAN（東
南アジア諸国連合）の経
済特別連携の年に
してはいかがでしょ
う。それによって人
の移動を自由にす
る。 今、ASEANの

外国人労働者の拡大は避けられない
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中で、とりわけベトナム、ミャンマーは有望
です。国民の平均年齢が20代と若い。経済も
発展していますから、2020年には国内需要も
相当拡大しているでしょうが、日本に来よう
というニーズはまだあるでしょう。
谷川 ASEAN全域と経済連携するのですか。
薮中 現実には、シンガポールやマレーシア
などから人はほとんど来ないでしょう。だか
ら、ベトナムやミャンマーが中心になりま
す。国同士で特別協定をつくり、平均で年間
200万人来るようにする。５年間滞在できる
スキームだと、５年で1000万人になります。
谷川 1000万人となるとインパクトが大きい

ですね。
薮中 それでも日本の総人口の１割以下で
す。シンガポールは400万人の人口で外国人
労働者が200万人います。総人口の50％。ス
イスは人口の28％の外国人労働者がいます。
増田 私が先ほど言ったことの一つの解決策
も、移民です。フランスでは、移民と婚姻制
度の改革と、莫大な予算による少子化対策を
実行しています。移民という言葉を使うかど
うかは別にして、日本もこの３つに踏み込ま
ないと、この問題を解決できないでしょう。
谷川　外国人がそれだけ入ってくると、国柄
が変わってくるかもしれませんね。

外貨を稼げる農業に
寺㟢 私も増田さんと基本的に同じで、日

本の今後を考える時、一番大切な指
標は人口だと考えています。それと

高齢化問題ですね。
日本の歴史を見てみると、明

治維新の時に人口が急激に増え
ています。あれがもしなかった
ら、日本の人口は今5000万人く

らいかもしれません。韓国より少し多
いくらいの感じですね。だから人
口減少というより、本当は明治維
新の時の政策の影響が今出てきて
いるという見方もできます。

重要なのは、人口によって個人
消費が決まってくるということで

す。世界の人口は2100年で
もまだまだ増え続け
るのは確実と言われ

ています。
国内的に見ると、食料自給率には人口減少

がプラスに働きます。人が生きていく条件は
何かを考えてみると、やはりエネルギーと食
べ物がないと死んでしまう。日本で使われて
いるエネルギーの約96％は輸入です。カロリ
ーベースの食料自給率は約40％。つまり日本
はエネルギーと食料の両方を外国に頼ってい
るわけです。これからも当面、エネルギーと
食料は海外から買わざるをえません。そうす
るとやはり外貨をどう稼いでいくかという問
題が出てきます。今は海外投資や、技術、知
的生産物などで稼いでいるわけですが、農業
もうまくやると外貨を稼げるのではないでし
ょうか。日本の農業は安全性などの面で海外
での評価が高いので、輸出できる可能性は十
分にあると思います。

ただ日本には資源がないため、外貨を稼ぐ

新の時の政策の影響が今出てきて

消費が決まってくるということで
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にしても、いかに知恵のある人材を国内に配
置できるかにかかってきます。そういった面
で見ると、インドは1947年に独立して、1951
年に国立インド工科大学（IIT）という有名
な大学をつくっています。インドは意外に資
源の少ない国なので、独立当時の政府が人材
を育てるしかないと決意してIITをつくった
のです。今やIITの卒業生は世界で有名なビ
ッグカンパニーのCEOに何人もなっている
し、幹部クラスで見ると相当多い。人材が必
要だと考えて集中投資した結果が今、きちん
と出ているのではないかと思います。

もう一つ、外資獲得となると産業のグロー
バル化というところもポイントになってきま
す。世界の国々ともっと協働することが必要

日本がよって立つ基盤はアジア
谷川 お三方の話を聞いて、共通の問題意識
としてまず人口問題がある。それからもう一
つは日本が何で食べていくのかという議論。
海外のマーケットという観点ではアジアなの
か、ロシア、中南米かという議論もあります
ね。

日中、日韓の問題があるなかで、ロシアと
は「２＋２（外務・防衛担当閣僚会議）」が
ありました。北海道の対岸のハバロフスクや
ウラジオストクといったあたりは北海道の10
倍ほどの農地がありますが、人はほとんどい
ません。ここに今、現代などの韓国企業が入
ってきています。

北海道の農業は日本で一番所得が高く、年
収で2000万円くらいあります。だからハバロ
フスクに通って農業をしても十分成り立つ可

能性があります。１時間で行けますか
ら。

あの地域は日照時間が長く、もとも
とはハウス栽培で野菜をつくっていた
ようです。ソ連が崩壊して全部つぶれ
てしまったようですが、日本からハウ
ス栽培の設備を輸出しても面白そうな
場所です。そういう意
味で、極東のなかでの
日本のポジションとい
う問題はいかがですか。
薮中 ロシアとは平和
条約をきちんと締結し
てから、本格的協力と
いうことだと思いま
す。そこは基本を押さ

だと思います。ただ、アジアにはそれほど豊
富に資源があるとは思えません。ロシアや南
米、アフリカあたりには相当の資源がある。
そちらももう少し大事にしたほうがよいので
はないでしょうか。

人材については、教育の問題もあります。
たとえば日本の学校教育では、日本史と世界
史を分けて教えています。だから世界の歴史
の中で日本がどうだったかと考える時、いっ
たん別の引き出しを開けないといけない。

「日本史」と「世界史」に分けないで「歴
史」として一本化し、低学年から全体を比較
しながら、日本がガラパゴス化しないよう
に、グローバルな見方もあわせて教えたらよ
いのではないでしょうか。
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ージーランドの会社がいろいろとやろうとし
ているのですが、北海道が拒んでいる。もっ
たいないですね。地球温暖化ということもあ
り、北海道でもおいしいコメをつくり始めて
います。素材＋加工、さまざまな工夫のしよ
うでもっともっと伸びるから、ロシアとも農
業協力をしたらどうでしょうか。極端に言う
と、日本の農業でこれから海外のどの国とで
も戦えるのは北海道くらいだと思います。本
州の場合は野菜工場的なものと合わせない
と、単に畑作とか水田では難しいでしょう。
北海道の農業はすごく可能性がある。そうし
たことからも、ロシアとさまざまな面で緊密
にやっていくべきです。ただ、にわかにロシ
アと組むというと、投資家は不安を持ちます
よ。平和条約を結んでいない国とどうするの
かと。将来的な希望観測としては、条約締結
のうえで産業の可能性を追求すべきですが、
その点の環境整備をきちんとすることが大前
提ですね。
寺㟢 先ほどロシアと言ったのも、もちろん
条約締結が前提のことです。日本の位置づけ
を考えると、さまざまな国との関係が出てく
る。ロシアとの関係もそろそろきちんと考え
直して築いていったほうが、パワーバランス
からもよいのではないでしょうか。
薮中 農業では、北海道に非常に大きなチャ
ンスがありますよ。それを阻害しているのは
昔の仕組みです。北海道はコメに適していな
いとかつて言われていました。われわれが学
校で習った時は、米作の北限は津軽海峡だ
と。しかし今は、北海道でとてもいいコメが
取れている。技術の進歩と気候の変化に制度
が合っていないところがあります。北海道は
なぜいつまでも小麦をつくっているのでしょ

えておかないとおかしな話になります。北方
領土問題の解決です。

2020年には日露のその問題は解決している
でしょう。むしろこの１、２年が勝負です
ね。安倍、プーチン体制のもとで解決するの
ではないですか。そのうえで新しいパートナ
ーとしてロシアとの連携を考えるということ
だと思います。

でも、そうはいっても基本はアジアです
よ。ロシアとの可能性を広げてもよいし、資
源もありますから、極東シベリア開発にはそ
れなりのチャンスもあるでしょう。しかしそ
れが主な舞台かといったらそうではない。極
東は人口も少ないし、やはり日本がよって立
つ基盤はアジアだと思います。とりわけ
ASEANを大事にすべきです。
増田 シェールガス・オイルの革命で、ロシ
アは日本に接近したがっています。それから
今、話のあった農業も有望でしょう。北海道
の農業は素材が良いのでそれだけで結構戦え
てしまう。だから所得は2000万円ですが、本
当はもっと開拓の余地がある。北海道の農業
は、付加価値のつけ方が全国で一番低いので
はないですか。日本全体だと農業は５倍くら
いの付加価値をつけています。欧州はチーズ
やワインなどで20〜30倍の付加価値をつけて
いる。北海道は確か２倍もいっていないはず
です。
薮中 北海道の品目は、今は手厚く保護され
ていますが、そのために結果的に潜在能力を
活かし切れていない。やればもっとできるの
に。その意味でTPP（環太平洋戦略的経済連
携協定）はよいチャンスだと思います。
増田 そう思いますね。北海道の生乳は多
分、中国にどんどん持って行けますよ。ニュ
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うね。
増田 減反による転作です。
薮中 土地が肥えていないからコメを毎年つ
くってはいけないとされ、コメの減反の関係
で農水省は小麦を奨励してきました。でも小
麦は９割が輸入です。もっと積極的に考えた
らいい。北海道はとても魅力のある農産地域

だし、アジアでは日本の食は大きなブランド
力がある。安心だし、おいしいということ
で。ポテンシャルはすごくある。少し企業化
しないといけない、仕組みを変えないといけ
ない、などという部分はありますが。

取りあえず、人手が足りないのなら、外国
人労働者を入れるという方法もあります。

大学は地方に移転すべき
増田 そのようにして地域のニーズを掘り起
こすと、労働力の問題などがまた出てきます
ね。

国土政策でいうと、今までは日本地図の中
だけで国土政策を考えていたということ。先
ほど薮中さんがおっしゃったように、これか
らはASEANを見た国づくりをしないとだめ
ですよ。特に生産年齢人口は、そうしないと
確保できない。それを一方で解決しつつ、経
済は都市単位で成長していくので、この点で
２つやり方があります。

１つは、東京からいろいろな機能を地方都
市に移して、そこを盛り上げていく。ただし
これは過去の歴史で失敗していて、難しい。
だからもう１つの方法として、「防衛・反転
線」として仙台や広島あたりに資源を投入す
る。出生率を上げることもできますし、さま
ざまな問題もまた解決できるでしょう。そこ
を拠点にして、政策を組み立てるべきではな
いかと思います。
薮中 東北楽天ゴールデンイーグルス（以下、
楽天）のプロ野球日本シリーズ優勝で、地方
の中核都市がクローズアップされましたね。
薮中 先日、大分にあるAPU（Asia Pacifi c 

「防衛・反転線」
構築モデル

©増田寛也

三大都市圏

東京

集落（地区）

町村中心部（町村）

市中心部（郡・二次医療圏）

県庁所在地（県）

山間地居住地
地方中核都市に
有機的に結びつ
き、互いに支え
合う地域構造

（広域ブロック）
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University）という立命館アジア太平洋大学
に行ってきました。ここは学生の半分くらい
が外国人です。そこで何が起きているかとい
うと、１年目はみな山の上にあるキャンパス
に隣接する寮で生活をします。そして２年目
から街に降りる。そうするとその街では、担
ぎ手がいなくて途絶えていた祭りが再生した
りしています。街おこしができているのです
ね。
増田 東京から地方に唯一、移せるとしたら
大学ではないでしょうか。八王子に移して苦
労した大学もありましたが、八王子では中途
半端です。アメリカの大学はほとんどが相当
な田舎にありますよ。自然環境の良いところ
に移し、都会と完全に離せば、学生もきちん
と勉強するようになりますよ。
寺㟢 八王子からまたキャンパスを戻してい
る理由は、学生がアルバイトするところがな
いということがあるようです。それで結局都
心に戻していますね。

以前、海外の大学との研究協定にかかわっ
た時、IITの学生と話して驚いたことがあり
ます。寝ている時間と食べている時間以外は
勉強しているというのです。単位試験も、具
体的、社会的な課題を与えられて、３、４時
間で問題を分析し解答を書くそうです。日本
の大学は、レポートを１、２枚書けばよかっ
たり、出席点などで成績をつけたりする。か
えって途上国の大学に留学させたほうがレベ
ルが高くなるのではないかと思いましたよ。
増田 大学はもっと地方に置けばいい。１回
やってみる価値はありますよ。

寺㟢 アメリカでは大学発で新しい産業が出
ていますが、日本ではなぜあまり出てこない
のか。技術のことを考えると理工系が重要な
のですが、日本は科学と技術を一緒にして議
論してしまうところがあります。でも、本来
は違うものですよ。科学というのは知識の探
究だから、その成果は論文で評価されます。
工学部もそれと似たような感じになってしま
っている。有名大学ほどそうで、教授も論文
で評価します。しかし企業の研究所に入る
と、基礎研究以外の大部分の研究について
は、一切口外するなと言われる。企業として
は、論文をすぐ書かれては研究内容がオープ
ンになってしまうから困ると。大学と企業で
は評価が違うのです。だから産学連携するに
しても企業は、オープンになってもよいよう
なテーマで、自分のリソースではできない研
究を大学に依頼するというように、おかしな
ことになっているのです。
薮中 大学で言えば、これからは本当の意味
でのグローバル化が求められると思います。
日本においては、今初めて本当のグローバル
化が起きている。「超ドメスティック」とい
う言葉があって、霞が関でも「私は超ドメだ
から」と言ったりしました。でもそれを言う
人は、誇りを持っていたのです。
増田 確かに霞が関にはそういう風潮があり
ましたね。
薮中 海外にかかわることは「英語屋」にや
らせておけばよい、自分はもっと本質的な仕
事をしているんだ、という誇りです。企業で
もつい最近までそういうところがありまし
た。
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企業が一極集中を加速させている
増田 企業にも言っておきたいことがありま
す。地価の高い丸の内とか大手町になぜ本社
を置くのかと。アメリカを調べたら、マンハ
ッタンに本社機能を持っている大企業はほと
んどありませんでした。みな地方都市。欧州
もそうです。情報だったら今、どこにいても
取れます。ステータスのために都心に本社を
構える。それがまた一極集中を加速させて、
大学の地方展開を難しくさせる。もちろん、
女性の優秀な人材が採用できるから、地方で
やると言っている企業もあるのですがね。
寺㟢 地方にある会社のほうが、むしろグロ
ーバル化していたりしますね。
増田 トヨタ自動車はまさにそうですね。
谷川 アメリカにはプロのプログラマーがい
て、高収入を得ています。しかし日本のプロ
グラマーは、どちらかというと所得が低い。
なかなかプロが育ってこない。調べていて一
番びっくりしたのは、インドのITサービス
企業の上位４社では、2005年の社員数は12万
人だったのですが、今は70万人くらいいるこ
とです。ほとんどが、欧米金融機関のIT関
係の仕事でここまで伸びてきたのです。そし
てこれから伸びようとしているのが、自動車
や航空機の設計です。新薬の開発も、今はコ
ンピューター上で行います。

日本は言語の壁があったので、インドの
IT企業をあまり活用してきませんでした。
ですが、自動車や航空機では日本からもイン
ドに仕事が出始めています。
増田 インド人はそもそも頭が良いうえにル

ピーが安く、どんどん外に出ていける状況に
あります。それに対して日本はやっと為替が
本来の水準に戻ってきて、でも依然として不
安定で、勇気を持って国内にとどまるという
選択はしづらいでしょう。
薮中 インドの企業は日本企業と付き合う
時、日本人が英語を覚えるのに時間がかかる
から自分たちの従業員に日本語を学ばせたり
しています。ただインドの決定的な問題は、
インフラをどうしても整備できないことで
す。時間がかかります。
谷川 インフラが整っていないので、製造業
がしっかりしていない。その分、優秀な学生
がどんどんIT関連に集まるので、なおさら
競争力が強くなります。
寺㟢 ちょっと面白い事例があります。食べ
るラー油をつくった会社が、クチコミを分析
して、それに基づいて生産ラインを整えたと
いうのです。その結果、人気が一気に盛り上
がった時に、大量の在庫を用意しておいて、
売り切っているのです。

ビッグデータの時代には、情報を解析して
それを予測に使って新しいビジネスに結びつ
けるというようなことが大事になってくると
思います。数学に強いインドは今後、こうい
うところも狙ってくるでしょう。統計データ
の処理などの領域については、日本の教育は
十分ではないところがあります。だから日本
が手をこまねいていると、国内のデータとと
もにこういう業務もすべて外国に行ってしま
うのではないかという点が心配です。
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ん違和感がなくなってきています。
また、介護分野ではロボットもあります。

寝たきりの人は重くて介護が大変ですが、お
風呂に入れたりする時に使う良い介護ロボッ
トが出てきています。ロボットのアシスト
で、女性でも簡単に寝たきりの人を動かすこ
とができるのです。まだ価格が高いという問
題はありますが、ロボットと外国の介護人材
を組み合わせれば、東京でも在宅系の介護人
材をかなりカバーできるでしょう。
寺㟢　ロボットも国内向けだけだと売れる数
が少ないので、価格が高くなってしまう。だ
からアメリカなど海外に広げればよいのです
よ。

介護で期待される外国人労働者とロボット
谷川 今後の国内の雇用については、一番吸
収力が大きいのは介護の分野。もう一つ期待
されているのはビッグデータのサイエンティ
ストでしょう。しかし今のお話だと、意外に
海外に出て行ってしまうかもしれませんね。
薮中 少子高齢化については、介護と育児で
きちんと対応できるかが課題ですね。たとえ
ば高齢者の介護センターに外国人労働者がい
るという仕組みはどこでもできる。外国人で
は不安だなどとイメージだけで抵抗感を持つ
人もいますが、実際にはそんなことはないと
みんなわかってきている。東北あたりでもさ
まざまな形で外国人が入ってきています。
増田 インドネシアの人は親切ですよ。
薮中 介護のほうはそれで対応できます。少
子化のほうは、一番良いのは朝７時から夜７
時まで無料で子供を預けられるような公的な
保育施設でしょう。大都市ではそういう施設
を駅につくればよいと思いますよ。もちろん
監督する日本人はいますから、そこに外国人
の保育士に入ってもらう。フィリピン人のベ
ビーシッターはとても良いと聞いています。
まず特区でやればよいのです。
増田 近い将来の東京における介護人材の不
足は、もう想像を絶する状態です。だから東
京では富裕層の高齢者しか暮らせません。
２、３年前、火事で大勢の方が亡くなって注
目されましたが、都内の高齢者が地方の施設
に入っています。これからはそういうケース
が増えていくでしょう。一方で、インドネシ
アやフィリピンからホスピタリティのある人
たちが介護の分野に入ってきていて、だんだ
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増田 中国も急速に高齢化してきています。
日本でうまくいけば、それをアジアでも売れ
るようになります。日本だけでなく、広い観
点で考えていかないといけません。
寺㟢 介護関係で少し別な話をしてもよいで
すか。高齢者が入院したら、急速に体力が弱
り、認知症も進んだということがよくあるそ
うです。口を開けて食べさせることも難しい
ので、点滴で栄養を入れる。その結果、ます
ます口からは食べられなくなってしまうと。
会話もできない状態で、本人の認識がどこま
であるのかもよくわからない。ですが、これ
からもかなり長期に生きていく可能性が高い
とのことです。この話を聞いて、治療とは何
なのかと考えてしまいました。

国によっても違うでしょうが、欧州のある
国では高齢者施設で食事を出して患者が食べ

ないと、そのまま下げてしまうそうです。医
療財政も厳しいし、これから団塊の世代が介
護の対象になっていくと、保険料がいくらあ
っても足りなくなってしまうのは明らかで
す。保険でどこまで補助すべきなのか、対象
にできないところはできないとはっきり線を
引かないと、垂れ流しのように金が出ていっ
てしまいます。これからはタブー視しない
で、そういう議論もしないといけないと思い
ます。
増田 これからは急性期の病院を大幅に減ら
し、亜急性期（慢性期）の病院を増やす。そ
れで医療や介護財政の負担を減らすという方
向に進みつつあります。慢性期疾患にはそれ
に適した対応をし、急性期の医療はさらに高
度化することも必要です。

治療行為というのは、倫理的な意味でもど
こまでやらなければいけないのか、家族が

「ノー」といったらチューブを外していいの
かなど、多くの難しい問題があります。た
だ、長生きすれば必ず介護が必要になるわけ
で、これからは施設介護から地域包括ケアへ
と移行させることが必要でしょう。
寺㟢 家族が延命治療しないでよいと言って
も、入院した時点で治療を希望したと解釈さ
れ、実際には延命治療になってしまうような
ところもあるようです。
増田 急性期の病院で治療行為をやめたら犯
罪になりかねません。それに病院も経営を考
えたら、濃厚な治療をしたほうが儲かるわけ
ですよ。文句も言えない患者にそういうこと
をするのが一番楽だという悲しい現実があり
ます。
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薮中 世界の中の日本、ということを話して
きましたが、どのような世界の中で日本はこ
れから生きていくのかということは押さえて
おかないといけません。アメリカがリーダー
シップを失いつつあり、今はリーダーレスワ
ールドになっています。どこがアメリカに取
って代わるのかということはまだ見えてきま
せん。

一方でアジアの存在感はどんどん大きくな
ってきています。日本はそこを基盤に成長を
考えないといけない。地域としてのアジアの
重要性をわれわれはもっと考えないといけな
いのです。それが世界の流れでもあります。
ドイツのメルケル首相が過去１年間に一番よ
く会った外国の首脳が誰かというと、EU

（欧州連合）を別にすると、中国です。
日本は好き嫌いで外国との付き合いを変え

てはいけません。ASEANにとって一番困る
質問は、「日本と中国のどちらを取るんだ」
という質問です。彼らにとって心は日本だ、
しかし、中国は最大の貿易相手国だし、軍事
的にも脅威だし、という話になってしまうの
です。一番望ましいのは、日本が中国と協力
関係を築きながら、同時に日本とASEAN、
それにアメリカも入って、中国が一方的な行
動をしないようなチェック機能を果たすこと
です。それで全体としての東アジアの協力体
制を築いていくというのがASEAN諸国の願
いなのです。日本はそれに応えないといけな
い。

好むと好まざるとにかかわらず隣国・中国
との関係、あるいは韓国との関係もきちんと

構築しないとASEANも困る。2020年にはそ
ういう関係が構築できていてほしいもので
す。
増田 韓国との関係も大変ですが、経済の面
では圧倒的に中国との関係が大きい。今は中
国の親日派も苦しい立場ですが、こういう時
が大事なのです。「井戸を掘った人」を大切
にすると公言している民族と隣同士の関係を
これからずっと維持していくうえで、こうい
う時にきちんとした振る舞いをすることが日
本として必要なのではないでしょうか。

最近、例のヘイトスピーチなど、ナショナ
リズムを抉り出すような動きが出てきていま
す。しかし日本人は世界でもまれなほど温和
で寛容な民族です。そういう寛容さを近隣の
国にこそ発揮していく度量が必要だと思いま
すね。
薮中 その通りだと思います。日本の７、８世
紀はもっと国際的だったんです。新羅とも高
句麗とも交流があり、唐ともあった。それも
うわべだけの交流ではなくて、時には激しい
利害関係の争いもありました。奈良時代は非
常に国際的だったのですよ。当時の人が今の
日本を見た時、「お前たち、何をしているん
だ」と言われないようにしないといけない。
寺㟢 先日、上野の東京国立博物館で京都の
洛中洛外図を眺めながらふと思ったことがあ
ります。京都御所は天皇の住まいですが、そ
こに、当初のものは失われ現存するのは後代
のものですが、32人の中国の賢人の絵が描か
れているのです。７〜９世紀の絵を見ると、
どうも描かれているのは基本的に中国人のよ

近隣の国にこそ寛容さを
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うです。江戸時代の少し前くらいから、それ
が風景画と動物の絵になっている感じがしま
す。歴史的に見ると、中国と日本の関係は相

当な深さがあります。もう少し歴史をきちん
と見つめたほうがよいかもしれませんね。

薮中 今、京都の大学で教えていますが、都
市のブランド力ではやはり京都が高いです
ね。京都が持っているものは文化や歴史で
す。過去1000年は日本が自分でつくり上げた
文化だと思います。今、その日本の伝統文化
や伝統工芸が存続の危機に瀕しています。型
友禅などに使う糊をつくっているところは、
もう京都に２軒しかありません。そのうちの
１軒も一時は非常に危機的な状態になりまし
た。でもこの糊がなくなると、型友禅や型染
めもなくなってしまいます。日本中から反響
があり、沖縄の紅型も維持できなくなると聞
きました。そして、ようやく存続することに
なりましたが、もう少し足元から強くするに
はどうするか、考えないといけませんね。
谷川 日本は100年以上の歴史を持つ企業の
数が多分、世界一です。東京と大阪に多いの
ですが、それでもそれぞれ10％程度で、かな
り全国的に散らばっています。業種としては
伝統工芸だったり温泉だったり味噌蔵だった
りとさまざまですが、そういう地方の100年
企業を上手に復活させる仕組みがあるとずい
ぶん変わるのでしょう。
増田 味噌、醤油などは、歴史が味をつくっ
てきたわけです。しかし一方で、それらも原
材料は中国など外から持ってきているのが実
情です。だから円安、円高で悲喜こもごも。
そういうグローバル化の波に洗われるところ

からどこを守って、どこを競争にさらすか、
その見極めが大事です。需要がなくなったか
ら消えていくしかないと割り切ってはいけな
い部分が絶対にあって、どれが日本の伝統、
文化を支えている部分か見極めることが重要
なのではないでしょうか。
谷川 百貨店の物産展で、仙台の箪笥屋さん
が木のバッグを出していました。木のバッグ
は欧州にもありますが、デザインもテイスト
も全然違います。日本で木のバッグを買う人
はあまりいないかもしれませんが、海外から
来た人は面白がるかもしれません。地方の歴
史ある企業が新しいところに乗り出すきっか
けのようなものは必要ですね。
増田 昔のままを続けているだけではだめ
で、企業側も努力が必要です。南部鉄器もカ
ラフルにしたり、電磁調理器向けの底が平た
いものをつくったり、そういう工夫はあって
しかるべきでしょう。だけど鋳鉄でやるとい
う根っこのところは絶対に残しておくという
ことです。
寺㟢 そういう意味では、イタリアの革製品
など伝統的なものはしっかり生き残ってい
て、国際的にも評価されています。そういう
ノウハウは、日本の企業が学ぶべきところが
あるかもしれません。
谷川　冒頭の増田さんの問題提起のなかで、
若い女性の東京への人口移動を食い止めると

どこを守って、どこを競争にさらすか
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いうことがありましたが、これには何か方法
があるのですか。
増田 若い女性が地方で働いていくために
は、社会的な地位が必要でしょう。おじいち
ゃんおばあちゃんの手前、外に出にくいとい
うようなところも変えないといけない。積極
的にいろいろなところで登用することも必要
でしょう。女性の働く場として今のところ一
番可能性が高いのは、医療介護の担い手です
が、これについては今後、地方の高齢者の数
が減ってきますから、需要も減っていかざる
をえません。ですから第一次産業中心の地方

なら、第一次産業の加工の現場で新しい役割
を見出していくなどということが重要になり
ます。サービス産業だと、若い女性の感性な
ども大切ですから、そこをより活用していく
とよい。そういうことを全部つなぎ合わせて
いかないとだめでしょうね。えこひいきでも
よいから、地元で暮らしてもらうにはどうす
るか、若い女性の声を聞いて、その通りにや
っていったらよいのではないですか。総花的
にばらまくのではなく、20代、30代の女性だ
けをターゲットにする勇気を持てるかどうか
です。

谷川 原子力発電についてはここまで触れて
きませんでしたが、いかがですか。
増田 安倍総理も依存度は減らすとおっしゃ
っています。けれど直ちに今、全部やめると
いう選択は難しいのではないでしょうか。も
ちろん、将来的に原発不要とするならそれで
もいいですが、高レベル放射性廃棄物は残り
ます。原発をやめてもその処分場は必ずつく
らないといけないわけですし、そのための努
力はずっとやっていく必要があります。

小泉元総理の言っていることも一つの考え
方ではあるでしょうが、再処理やプルトニウ
ムなどの問題が全部絡んでくるので、いきな
り全部やめると国際的には問題になるでしょ
う。

いずれにしても減らす方向で、どれを廃炉
にするかもきちんと決めながら、国民的合意
を図ることが必要でしょう。
谷川　ここまでずいぶん面白い議論ができた

と思います。最後にこれだけは言っておきた
いということがあればお願いします。
寺㟢 選挙制度のことで一言。衆議院の小選
挙区制は当選者が一人で、マルかバツかはっ
きりするので、目立つことを言わないと当選
できないような制度です。そのため国会議員
の資質が広く薄くなり、目立つことが第一と
いう形になっているように見えます。選挙制
度を見直す必要があるのではないでしょう
か。個人的には中選挙区制に戻したほうがよ
いと思っています。
薮中 世界の動きをきちんと見ながら日本の
ことを考えるのが大事だというのが一つ。も
う一つは今、大学で教えていることもあり若
者に期待しているのですが、世界で戦ってい
こうという本当の意味での人材をつくりたい
ですね。若い人にどう「活」を入れたらよい
のかと、毎日考えています。
増田 こういう議論をしていると、最後は教

やる気の方程式
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育の問題になると思います。日本は過去にさ
まざまな困難を乗り越えてきたわけですか
ら、教育の方向性さえ間違えなければ、次の
世代も解決に向けて努力していくでしょう。
気になるのは、ハングリー精神のようなもの
が若い人たちにあるのかということです。豊
かさや幸福を１回経験してしまうと、それが
難しい。そこは考えないといけない問題です
ね。
薮中　 立命館のAPUなどでは外国人留学生
と競争しないといけないので、ハングリー精
神はなくても頑張る学生が多い。現実の経験
が人を変えるということです。
寺㟢　楽天と巨人の日本シリーズを見ていた
時にも思いました。今のテレビはデジタルで
画質が良いから、選手一人ひとりの目つきま
で見えます。そうすると、今回は勝ちたいと
いう意欲、熱意が客観的に見て楽天のほうが
強かったのではないかという気がしました。
増田 最近、「やる気の方程式」を唱えてい
ます。基本は能力×やる気プラス他とのネッ

トワークだと思うのです。能力は０から100
の範囲の中で、できるだけ０でない能力を見
出していかないといけない。しかし、いくら
能力があってもやる気が０なら、０でしょ
う。ですが最近、やる気は０から100ではな
いことに気がつきました。足を引っ張るマイ
ナス100の人間もいるんですよ。だからやる
気はマイナス100からプラス100までの幅があ
る。マイナス100の人に能力があると、逆方
向に行ってしまうこともあります。そういう
人のやる気をいかに引き出すか、これは難し
い問題です。
寺㟢 おだてるという方法はどうでしょう。
増田 称揚することはとても大切です。
寺㟢 最近、役人に対する批判が多いです
が、真面目にやっている人も多くいますの
で、良い仕事の結果が出るように少しおだて
ることも考えたらどうかと思いますね。
谷川 話は尽きませんが、時間の都合もあり
ますので、このあたりで。どうもありがとう
ございました。
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「量的緩和の罠」と日本の針路

Ⅰ　日米英を悩ますことになる量的緩和の解除問題
Ⅱ　大胆さが求められる日本の経済政策

リチャード・クー

C O N T E N T S

1	 日米英の中央銀行は長期債の購入による量的緩和政策を実施してきたが、今後はそれを
どのように解除していくかが大きな課題となる。その中で、2013年５月以降に米国で始
まった量的緩和縮小の議論は長期金利の急騰をもたらし、同政策の縮小を先送りする大
きな要因となった。

2	 長期債の購入で量的緩和政策を実施した中央銀行は、今後、金融政策を正常化させてい
く過程で、こうした長期金利の上昇と、それがもたらす景気減速とのジレンマに悩まさ
れ続けることになる可能性が出てくる。これが「量的緩和の罠」である。

3	 こうした米国の経験を踏まえると、日本銀行が行っている「量的・質的金融緩和」もま
た、その解除の過程で「量的緩和の罠」に陥る可能性がある。それを避けるためにも、
日本銀行は現行の金融政策を一刻も早く見直すべきである。

4	 そのうえで、日本は財政再建を進めるためにも、今後どのような国を目指すべきかを明
確に定め、その方向性に沿った形で大胆な経済改革を進めていくべきである。具体的に
は、日本の住居コストを引き下げるための土地の有効活用や、人々のやる気を引き出す
税制改革の実施などが挙げられる。

要　約

特集  日本の針路を探る
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Ⅰ 日米英を悩ますことになる
 量的緩和の解除問題

2014年の経済や金融を考えるうえで避けて
通れないのが、日米英の中央銀行が実施して
きた量的緩和政策の解除問題だろう。米国は
すでにこの問題に2013年６月から直面してお
り、同様の政策を取ってきた日本や英国も
2014年にはこの問題に直面することになると
思われる。

1	 金融市場に衝撃をもたらした
	 FOMCの2013年９月の決定

2013年９月17日、18日に開催されたFOMC
（連邦公開市場委員会）で、米国の中央銀行
に当たるFRB（連邦準備制度理事会）が資
産購入額の縮小を見送ったことは、世界の金
融市場に大きな衝撃をもたらした。

FRBのベン・バーナンキ議長は、同年６
月の時点で、「一定の条件が満たされれば、
９月にも量的緩和政策（いわゆる『QE3』）
に伴う月850億ドルの長期債購入額注1を減ら
し始める」と述べていた。それまでの間、失

業率も住宅市場も緩やかな改善が続いてお
り、市場は、FRBが９月から資産購入額を
減らすことをほぼ確実視していたからであ
る。

FRBは、同時点で購入額縮小を見送る決
定に至った理由として、以下の２点を挙げて
いる。１つは、当時、米国では与野党の対立
が激しさを増し、連邦政府予算の成立や政府
債務の上限引き上げが極めて大きな政治問題
となっていたため、これらが景気に与える悪
影響を見極めたいというものであった。そし
てもう１つは、FRBが量的緩和解除に向け
た議論を開始した2013年５月から、米国の長
期金利が急騰してしまったことである。

このうち前者は米国議会の問題であるが、
後者の金利上昇はFRB自身が引き金を引い
たものだと言える。FRBがこれまで３度に
わたって実施してきた量的緩和は膨大な規模
となっており、しかもそれは長期債市場を介
して実施されてきたからである。

つまり、FRBが市場から長期債を買う形
で資金を供給してきたため、これを解除する
となると、当然、FRBは長期債を市場で売

図1　米国の住宅ローン金利と10年国債利回りの推移（2013年）

注）米国国債の利回りは週平均
出所）Freddie Mac,“Weekly Primary Mortgage Market Survey®,”and Board of Governors of the Federal Reserve System 
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ることになり、同国の長期金利には大きな上
昇圧力がかかることになる。

実際、FRBが資産購入額を減らす可能性
に触れてから、米国の長期金利の代表的な指
標である10年国債の利回りは、一時0.7％も
上昇した。その結果、フレディマック（連邦
住宅金融抵当公庫）によると、2013年５月２
日調査時点では3.35％だった米国の住宅ロー
ン金利（30年固定）は、８月下旬から９月に
かけては4.5％台にまで上昇してしまったの
である（前ページの図１）。

しかも、長期金利が急騰した３カ月間に、
米国の経済指標は、雇用統計も含めて特に顕
著に改善したわけでもない。ということは、
この金利上昇は景気回復に起因する「良い金
利上昇」ではなく、量的緩和の解除という債
券市場の需給悪化を懸念した「悪い金利上
昇」であると言える。

このように、FRBが「長期債の購入額を
減らすかもしれない」と言い出しただけでこ
れだけ大きな金利上昇が起きたということ
は、仮にFRBが保有している巨額の長期債
を売るとなったら、金利の上昇幅はもっと大
きなものになりかねないことになる。

2	 量的緩和の「功罪」
（1）	 金利上昇と景気減速の堂々巡りが	
	 起きる危険性

この長期金利の急騰は、短期的には、人々
に住宅購入を急がせる効果はあったものの、
中期的には米国経済に悪影響を与えることが
懸念されている。

前述の2013年９月のFOMC後の記者会見
で、バーナンキ議長はこの点について「昨今
の（金利上昇から来る）金融環境の引き締め

で景気は減速しかねず、（中略）この金融引
き締めがさらに進めば景気の状況はもっとひ
どいものになりかねない」と述べている。こ
れは、FOMCがこうした事態をかなり深刻
に捉え、しかもその状況はさらに悪化しかね
ないと懸念していたことを示している。

つまりFRBは、自分たちがまだ何もして
いないのにこれだけ金利が上がったというこ
とは、そのまま予定どおりに長期債の購入額
を減らしたら金利はもっと上昇して、さらに
ひどい事態になりかねないことを心配したの
である。

また、９月に長期債購入の縮小を延期した
ことで、10年国債の利回りが以前のような
２％以下の水準に戻るならともかく、本稿執
筆時点（2013年11月）の同利回りは2.5％前
後と、そこまでは低下していない。このこと
から、仮に今後、量的緩和縮小の議論が再び
出てきた時には、長期金利がラチェット式
に、2013年９月までにつけた水準を超えてい
くことも十分にありうる。

そのような形で金利が段階的に上昇してい
くと、これまで米国経済を牽引してきた住宅
や自動車のような金利感応度の高いセクター
は一気に冷え込みかねない。そうなると、
FRBは再び量的緩和の解除に及び腰となり、
解除のさらなる一時休止や延期を言い出す可
能性がある。

そこで、2013年９月のように金利が少し下
がれば人々は一息つくが、それによって経済
指標の一部が改善すると、数カ月後は再び量
的緩和解除の話が出てきて金利が上昇し、そ
れが景気の回復にブレーキをかけることで再
びFRBが解除の中止や延期を強いられる──
といったことが今後延々と続く可能性が、今
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回の延期劇から示唆されるのである。

（2）	 日米英が直面する「量的緩和の罠」

この問題は、中央銀行が量的緩和さえやっ
ていなかったら一切発生することはなかった
と考えると、われわれはようやくここにき
て、量的緩和の真のコストに直面していると
言えよう。もしもFRBが量的緩和をやって

いなかったら、米国が今回直面したように、
景気回復の初期段階で長期金利がこれほど上
昇することはありえないからである。

また、このような金利の急上昇がなけれ
ば、米国経済はよりスムーズな景気回復過程
に乗っていたはずである。ところが、FRB
が量的緩和をやってしまった結果、解除の話
が出るたびに長期金利が上昇して今回のよう

図2　日米英は「量的緩和の罠」に陥る可能性（1）

量的緩和を実施した場合と実施しなかった場合の長期金利のイメージ
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図3　日米英は「量的緩和の罠」に陥る可能性（2）

量的緩和を実施した場合と実施しなかった場合のGDPのイメージ
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に景気に水を差し、その結果、解除自体が難
しくなってしまう可能性がある。

しかも米国の解除が難しいとなると、同国
と同じように長期債を購入して量的緩和を実
施してしまった日本や英国にも、これから５
年も10年もこのような「量的緩和の罠（QE 

『Trap』）」に入ったまま出られなくなるリス
クがあることになる。

こうした「量的緩和の罠」によって生まれ
るコストは、中央銀行が量的緩和を実施しな
かった国と比べるとより鮮明に見えてくる。
そのイメージを、長期金利との関係で示した
ものが前ページの図２であり、GDPとの関
係で示したものが同図３である。

これらの図にあるように、量的緩和政策を
長期債の購入で実施した国は、当初は、量的
緩和政策を採用しなかった国よりも長期金利
が低下し、その分だけ景気回復のタイミング

（t1）もいくらか前倒しになる。しかし景気
が回復に向かうと、その国の債券市場は、同
国の中央銀行が長期債の購入で供給した巨額
の過剰準備の回収に向かうことを恐れて、長
期金利が急上昇してしまう。

すると、住宅や自動車など金利感応度の高
い分野の需要が落ち込んで景気が減速してし
まい、今度は景気減速を恐れた中央銀行が金
融引き締めに対する姿勢を緩める。その結
果、景気は再び回復するが、そうなると、再
び過剰準備の回収に焦点が集まり、再度長期
金利が上昇する……。

量的緩和を実施してしまった国は、こうし
て「量的緩和の罠」にはまり、上述のような
状況を延々と繰り返す可能性があるのであ
る。

その一方で、量的緩和を採用しなかった国

は長期金利の低下も緩やかなものになり、景
気回復が始まる時期（t2）もその分遅れる。
しかしこれらの国々は、景気が回復に向かっ
ても中央銀行が巨額の資金回収に動く必要が
ないため市場は緊張せず、長期金利の上昇は
量的緩和実施国よりもはるかに穏やかなもの
にとどまるであろう。ということは、景気反
転後は量的緩和を実施しなかった国のほう
が、長期金利が低い分だけ景気回復のペース
も速くなると考えられる。

こうして見ると、量的緩和政策を実施した
国は、その当初こそ、同政策を実施しなかっ
た国よりも（わずかな）ベネフィットを享受
できるものの、景気が回復して、当局が金融
政策を正常な状態に戻そうとした途端、同国
は量的緩和政策の大きなコストに直面するこ
とになるのである。そしてそのコストは、量
的緩和政策のベネフィットを大きく上回って
しまう可能性が高い。

3	 今後何年間も経済を圧迫
	 しかねない「量的緩和の罠」が
	 もたらすコスト
（1）	 中央銀行が抱える巨額損失のリスク

また、金利が現在のゼロからFRBが「正
常な水準」とする４％まで上昇すると、量的
緩和政策を実施した結果としてFRBが保有
している長期債には巨大なキャピタルロス

（含み損）が発生することになる。
IMF（国際通貨基金）は、2013年４月18日

付の報告書のなかで、量的緩和政策を行った
日米英の中央銀行が金利上昇局面で被る潜在
的な損失は、最悪の場合、その国のGDPの
7.5％にまで上るとしている（図４）注2。同
報告書では、米国の最も蓋然性の高い金利正
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常化のシナリオ（シナリオⅡ）下でFRBの
被るダメージは、GDP比で３％程度になる
としており、そうだとすればこれだけで5000
億ドルの損失になる。

このキャピタルロスは一回限りで、しか
も、各国の中央銀行がこれらの債券を償還ま
で持ち続ければ元本は戻ってくるため、実際
の損失にはならない。しかしその間、これら
の中央銀行は実質的な債務超過であると市場
で騒がれた時に、内外の市場関係者がこうし
た国々の通貨や国債市場に対してどのような
反応を見せるかは、過去に事例がなく、全く
の未知数である。

また、FRBが量的緩和政策の解除に実際
に成功し、これらの債券を市場に売却できた
としたら、この5000億ドルは、FRBの実現
損として計上しなければならない。このよう
な損失が出ても、FRBに対する市場や市民
の信認が失われないようにするには、政府が
FRBに「資本投入」する必要が出てくると

思われ、この場合、それらはすべて政府の財
政赤字の拡大要因となる。

（2）	「量的緩和の罠」のコストを引き下げる	
	 中央銀行の「自己否定」

この「量的緩和の罠」が生み出すコストを
減らすにはどうすればよいかだが、１つの対
応策は、自らの政策の「自己否定」であろ
う。量的緩和政策を実施してしまった中央銀
行にとって、これは大変難しい決断である
が、同銀行が自ら「量的緩和政策は思ったほ
ど効果はなかった」と発表してしまえば、そ
の解除においても、もともと効いていない政
策が解除されるだけなので、市場の緊張感も
その分和らぎ、景気への悪影響もその分減少
する。

実際に、サンフランシスコ連邦準備銀行の
ジョン・ウィリアムズ総裁は最近の論文で、
量的緩和には大きな効果がなかったというこ
とを実証分析で証明している。

図4　量的緩和政策で中央銀行が抱える潜在的な損失規模の試算

注）上記シナリオⅠ、Ⅱ、Ⅲの試算の際にIMFが仮定した前提条件については稿末注2参照
出所）International Monetary Fund “Unconventional Monetary Policies-Recent Experience and Prospects”2013
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逆に、これまでのFRBのように、量的緩
和政策には大きな効果があったと自己宣伝し
てしまうと、その解除に当たっては市場もそ
の分だけ構えて慎重になるので、経済への悪
影響はそれだけ大きくなりかねない。

もちろんこの「自己否定」の手法は、民間
の資金需要が回復する前にしか効果は期待で
きない。民間の資金需要が実際に回復してし
まったら、中央銀行は、民間がお金を借りよ
うとしているところで資金回収に走らざるを
えなくなり、それに起因する金利の高騰は避
けられないからである。

その一方で、一部の市場関係者からは、
FRBは長期債を売らなくても、過剰準備に
十分な金利をつければよいとか、リバースレ
ポで資金を吸収すればよいという意見があ
る。しかし、これらの手法は、市中の過剰準
備が法定準備を少し上回っている程度の通常

の世界なら十分使えるが、図５にあるよう
に、前者が後者の19.5倍もあるなかで十分に
機能するかと言えば、それは大きな疑問だろ
う。

本稿執筆時点で、市中の過剰準備は２兆
2000億ドルにもなり、これにFRBが、たと
えば２％の金利をつけると、それだけで年間
440億ドルの財政赤字の拡大要因になる。し
かも、こうした金利コストは、量的緩和で供
給した資金の回収が進まないかぎり、半永久
的に発生することになり、これらも、量的緩
和を実施していなかった国の中央銀行には全
く発生しないコストである。

これらのコストを高いと見るか低いと見る
かであるが、今のFRBはこれくらいのコス
トなら支払ってもよいと判断していることに
なる。しかしこれは、最終的にはすべて財政
赤字の拡大要因であり、どこかで政治問題化

図5　法定準備額を大きく上回る日米英の銀行準備

注）2014年末までの日本の準備預金倍率の試算では、直近のデータをもとに、14年末までの所要準備預金が年率3%で拡大し、準備預
金額が日銀当座預金の88.8%の残高で推移すると仮定している。また、英国中央銀行の法定準備制度は2009年3月に量的緩和政策
が導入されて以降、中断しているが、この試算では現在でも、リーマン・ショック直前の時と同じように準備制度が運営されてい
るという前提で法定準備額を仮定している

出所）日本銀行、FRB、ECB、英国中央銀行のデータをもとに試算・作成
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するリスクがある。
これに対し、一部の学者や市場関係者から

は、「中央銀行の損失など意味がないから気
にしなくてもよい」という声がある。しかし
人類がその長い歴史のなかで金や銀といった
貴金属との関係を完全に絶った通貨を受け入
れるようになったのは、1971年のニクソン・
ショック以降であり、それほど昔の話ではな
い。しかもニクソン・ショック後の10年間
は、米国はとんでもないインフレとなり、当
時のポール・ボルカーFRB議長が短期金利
を22％まで引き上げてようやくインフレが鎮
静化した。

4	 そう簡単には終わらない
	 「量的緩和の罠」がもたらす混乱

こうして見ると、量的緩和政策を導入して
から解除に至るまでの一連のプロセスには、
実は極めて長い時間がかかることがわかる。

金融当局が金利をゼロにまで下げても景気
が回復しないことで導入される量的緩和政策
は、あくまでそのプロセスの「第一章」にす
ぎないのである。

ゼロ金利でも景気が回復しないのは、バブ
ルの崩壊を受けて債務超過か、それに近い状
態に置かれた民間が債務の最小化に走り、お
金を借りなくなってしまったからである。し
かし、民間全体がお金を借りなくなっている
局面では、貨幣乗数が限界的にマイナスにな
っているので注3、中央銀行がいくら量的緩
和をやっても何も起きない。だが、この時点
では量的緩和の実害も特にないので、金融当
局は景気が反応するまでついつい安易に流動
性供給を増やしてしまう。

ところが、どこかの時点で民間のバランス

シート修復が終わり、彼らがお金を借りるよ
うになると、限界的な貨幣乗数はプラスにな
り、そこから市中に放出された巨額な流動性
の回収が必要になる「第二章」が始まる。つ
まりここから、これまで述べてきた「量的緩
和の罠」が表面化するのである。

今はまだ、FRBが量的緩和縮小の打診を
始めたばかりであり、これは出口に向かう気
の遠くなるようなプロセスの第一歩が始まっ
たにすぎない。しかしこの段階から、中央銀
行が量的緩和を解除しようとすると長期金利
が急騰して景気にブレーキがかかり、しかも
そのことが解除自体を困難にするという「量
的緩和の罠」に入ることになる。

そのうち、民間部門のバランスシート修復
が終わり、彼らがお金を借りるようになると
事態は切迫し、ここから新たな段階として、
金融の引き締めが必要になってくる。だがそ
うなると、中央銀行は過剰準備に高い金利を
払わなければならなくなる一方で、その時点
で保有している長期債に発生する巨額なキャ
ピタルロスに対しても、何らかの手当てが必
要になる。これが「第三章」であり、この騒
ぎのなかでは、中央銀行が自分自身に莫大な
損失が発生する金融引き締めなどできるはず
がないという思惑が市場に働き、量的緩和導
入国の通貨暴落論やハイパーインフレ論が勢
いづく可能性がある。

しかも、ここで引き締めに失敗すると、過
剰準備が法定準備の19.5倍もある米国では、
マネーサプライが急増しかねない。しかしそ
うなると人々はハイパーインフレを心配し、
同国の長期金利はさらに暴騰しかねない。

理想的には、この時点で政府が中央銀行の
資本投入に素早く動き、｢中央銀行が金融引



当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2013 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

28 知的資産創造／2014年1月号

き締めをしても、中央銀行は絶対に債務超過
にならない｣ と宣言して危機を乗り越えるこ
とが望ましい。しかし現実には、このような
事態をもたらした中央銀行に対する責任追及
が議会で始まり、話はそう簡単に進まない可
能性がある。特に、これまで量的緩和に反対
してきた多くの政治家たちは、「そら見たこ
とか」と中央銀行叩きに走り、そこでは中央
銀行の独立性さえ問われるような状態になり
かねない。

こうした重大な危機を乗り越えることがで
きた暁には、問題の多いこの過剰準備をとに
かく早急に回収しろということで、プロセス
はようやく最終段階の「第四章」へと向か
う。この時は、一つの可能性として中央銀行
が財務省と話をつけ、後者に長期債の発行を
極力抑えてもらう一方で、中央銀行がオペレ
ーションツイスト注4の逆をすることが考え
られる。そうして保有債券のデュレーション

（平均残存年数）を短くし、そこで手にした
短期債を2006年に日本銀行がやったように過
剰準備の回収に使って、量的緩和を解消すれ
ば、長期金利への影響はある程度抑えること
ができるだろう。

この時も金利は上がるが、第三章で存続の
危機に直面した金融当局者たちは、とにかく
量的緩和の解消を最優先するのではないかと
思われる。ここに至るまでにはこれから何年
もかかると思われるが、そこでわれわれは初
めて、量的緩和のトータルコストを計算でき
るようになる。

おそらくそこから出てくる結論は23ページ
の図２・３にあるように、「量的緩和政策の
導入当初は景気の回復を早めることができて
も、そのメリットは、その後の危機と混乱で

完全に打ち消されるばかりか、景気回復も、
量的緩和をしなかった国に比べて大幅な後れ
を取る」というものになるだろう。

そして最終的には、「バブルの崩壊を受け
て民間が債務の最小化に走ることで発生する

『バランスシート不況』という極めてまれな
不況には財政出動で対応すべきで、これを無
理やり金融政策で対応しようとしたからこ
そ、大きな副作用に悩まされることになっ
た」という評価になるだろう。

Ⅱ 大胆さが求められる
 日本の経済政策

1	 早急に見直されるべき金融政策
量的緩和先進国である米英で、もしも、同

政策に対する最終的な評価が前章で述べたよ
うなものになれば、今の日本はどのような対
応をすべきであろうか。

日本では、日本銀行が2013年４月４日に
「量的・質的金融緩和」を導入し、長期債購
入による金融緩和を大幅に強化した。その政
策は、消費者物価の前年比上昇率２％の実現
を目標としており、そのためには、マネタリ
ーベースの残高を２年で２倍にする一方で、
日本銀行が保有する長期国債の残高を年間お
よそ50兆円のペースで増やすととともに、買
い入れのデュレーションも７年程度に大きく
延ばすとしている。

だが、2013年５月以降の米国債券市場の推
移を見ればわかるように、長期債の購入で量
的緩和政策を拡大していけばいくほど、その
解除の時に直面する「量的緩和の罠」は大き
なものとなる。ただ現時点の日本は、２年と
いう時間を意識した「量的・質的金融緩和」
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の実施途中の段階であり、米国ほど問題は大
きくなってはいない。

ということは、前述の第Ⅰ章２節から４節
で述べたことが正しいとすれば、日本銀行は
量的緩和政策を早急に見直し、その罠に陥る
前にこれを解除することを考えるべきだろ
う。大胆な金融政策である「量的・質的金融
緩和」を、導入から２年を待たずに止めるこ
ともまた大胆な決断が必要だが、少なくと
も、この種の資金供給は、回収が容易な短期
市場で実施すべきであり、後に長期金利の急
騰をもたらすような現行の手法は控えるべき
と思われる。

しかも今の日本の民間部門はゼロ金利で
も、2013年第２四半期の時点で、GDP比で
8.2％も貯蓄に回っている。それでもバブル
崩壊以降、日本のマネーサプライやGDPが
バブルのピークを一度も下回らなかったの
は、政府がお金を借りて使ってくれたからで
ある。だからこそ、限界的な民間の貨幣乗数
はマイナスでも、政府を加えた全体の貨幣乗
数は限界的にプラスを維持してきたのであ
る。

そのようななかで、消費税を上げて政府も
借り入れ（＝財政赤字）を減らそうとすれ
ば、全体の貨幣乗数が限界的にマイナスにな
ってしまい、日本のマネーサプライもGDP
も減少に向かいかねず、またそれを金融政策
でオフセットすることも不可能になってしま
う。

ところが、日本銀行の黒田東彦総裁は、
2013年９月５日の記者会見のなかで、「消費
税の税率アップで景気が悪化するようであれ
ば、それにはさらなる金融緩和で対応する」
という主旨の発言をしている。これは、民間

の貨幣乗数が限界的にマイナスになるバラン
スシート不況下では、緊縮財政の悪影響を金
融緩和では相殺できないという事実を黒田総
裁が認識していないことを示している。バー
ナンキ議長はこのメカニズムを理解して、バ
ランスシート不況下における緊縮財政の悪影
響と、その悪影響は金融緩和で相殺できない
という事実を「財政の絶壁（fiscal cliff）」と
いう表現で警告してきた。ところが、このメ
カニズムの存在を最初に証明した日本の中央
銀行の総裁が相殺できると言い出しているの
は不可解なことである。

今回の消費税引き上げに関しては、当面は
政府が新たな財政出動で景気を下支えするこ
とになっているが、もしも日本も、昨今の米
国のように「量的緩和の罠」により国債の利
回りが上昇したら、財政出動もできなくなる
リスクがあるのである。

2	 財政再建のために経済成長率を
	 高める大胆な政策を
（1）	 従来の財政再建手法の限界

量的緩和のトータルコストを考えれば、日
本はこれ以上、金融緩和に頼るべきではない
だろう。となれば、今後、日本はどうやって
経済成長率を高め、GDP比で240％にまで積
み上がった政府債務を削減するのかという問
題になる。

特に政府債務については、問題がここまで
大きくなってしまっては、通常の増税や歳出
カットだけでこれを解消するには、それこそ
気が遠くなるような時間が必要になろう。実
際に、一部の人たちは、「日本はもう何をや
っても手遅れだ」と言い始めており、通常の
手法では確かに大変だろう。
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しかも足元では、企業がゼロ金利でもお金
を借りないどころか、前述のように民間全体
でGDP比で８％も貯蓄に回っているという
20年来の問題が残っており、これを投資減税
や一括償却で解消するには少なくとも数年は
必要だろう。

そうやって民間の未借貯蓄（unborrowed 
savings）が解消されてから初めて財政再建
が可能になってくるが、その時の政府債務が
GDP比でどのくらいになっているかを考え
るだけで、多くの人たちは萎縮してしまう。
しかも、ここで人々が萎縮してしまうと、政
府は必要な財政投入を控えるという悪循環に
つながってしまうのである。

しかし、問題をここまで大きくしたのは政
府が過去20年間、財政再建と景気回復という
二兎を追い続けてしまったからであり、また
そうだとすれば、この問題の解消には全く違
う発想が求められる。そしてそれには、増税
や歳出カットという経済を萎縮させる従来の
手法だけではなく、日本経済の成長率を上げ
る大胆な政策が必要だということである。

（2）	 日本をどのような国にすべきか

ただその前に、日本を今後どのような国に
すべきか、または日本はどのような国になれ
るのかという議論が必要になってくる。すで
に多くの産業が中国を含むアジアの新興国に
移転していくなかで、将来の選択肢がそう多
くあるわけではないからだ。

たとえば、安倍晋三自由民主党総裁が2012
年末の衆議院議員選挙時に掲げたスローガン
は「日本を、取り戻す。」であるが、これは
当然ながら、昔の日本を取り戻すことではな
いだろう。当時の産業の多くは日本よりも賃

金がずっと安い新興国に移ってしまったから
だ。

ということは、上述のスローガンの本当の
意味は「日本の活気を取り戻す」ことだと思
われるが、それには人々にやる気を与える政
策が必要になり、そのために日本として何が
できるかを真剣に考える必要があろう。いく
らやる気があっても、その分野で日本が成功
する「条件」が揃っていなければ、そのビジ
ョンが成功する可能性は低いからである。

ここでいう「条件」とは、「中国や新興国
が逆立ちしても追いつけないものがいくつあ
るか」ということになり、これはよく知られ
る日本の高度な技術や品質管理などに加え
て、町の治安が良く、水道水もそのまま飲
め、人々が親切で礼儀正しいといった文化的
条件も当然含まれよう。四季のある豊かな自
然もそのなかの一つだろう。

これだけの「条件」が揃っている日本は、
たとえばアジアにおけるスイスという位置づ
けで、高度な技術を持った製造業、洗練され
たサービス産業、それに豊かな自然をベース
とした観光産業などが、世界的に見て競争力
を有すると思われる。

特にアジアで急増中の中産階級や富裕層か
ら見れば、日本は自分たちが持っていないも
のをたくさん持った地理的にも近い存在とし
て、注目度は今後さらに高まるだろう。しか
も彼らは豊かになればなるほど、日本の治安
の良さや礼儀正しく親切な国民性などを評価
すると思われる。

（3）	 土地の有効活用を成長の起爆剤に

ただその一方で、日本の弱点としては税金
と住居コストの高さが挙げられよう。
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このうち住居コストの高さは、不当に低い
容積率や建ぺい率の制限によって床面積の供
給が抑えられていることで、土地の有効利用
が極めて低水準であることに起因している。
国民の生活水準を上げるためにも、この問題
は、アベノミクスの第三の矢である構造改革
でぜひともメスを入れてもらいたいところで
ある。

日本の都市居住者のなかで、もう少し広
く・近く・安いところに住みたいと思ってい
る人々は千万人単位でいると思われ、もしも
この住居コストにメスを入れて経済を伸ばす
ことができれば、日本のGDPにとっても財
政問題にとっても大きなプラスとなろう。こ
の土地の有効利用問題は、1991年の日米構造
協議から挙げられてきたが、その後ほとんど
進展を見ないまま立ち消えになってしまった
案件でもある。

（4）	 大胆な税制改革の導入

もう１つの高過ぎる税金を下げることは、
巨額の政府債務の解消と、一見、矛盾するよ
うに見える。だが、ここでは日本を今後どの
ような国にするのかという判断が先で、それ
をベースにどの税金を上げ、どの税金を下げ
るのかを考えるべきだろう。

前述のように、もしも日本をアジアにおけ
るスイスのような位置づけで、アジアのマネ
ーを引きつけて発展させるのであれば、消費
税率は今より高くても所得税率は今より低く
するべきだからである。

そして、それを先進国で実践したのが、ロ
ナルド・レーガン元米国大統領の「サプライ
サイド改革」であった。当時の米国も、1970
年代に台頭してきた日本に多くの産業を奪わ

れ、一時はそれこそ真っ青になったが、その
後のサプライサイド改革で税制を大幅に変更
し、人々のやる気を引き出して復活した。

当時のレーガン政権も巨額の財政赤字を出
して物議を醸したが、その赤字は今の日本と
比べれば解消がはるかに容易な水準であっ
た。

また、今の日本には、当時の米国にはなか
った高齢化やバランスシート不況に起因する
問題がある。ということは、今の日本は、当
時の米国よりもっと大胆に動かなければなら
ず、そうであるとすれば、日本は、世界で最
もサプライサイド的だと言われる香港の税制
などを、一つの例として参考にすべきだろ
う。

香港の所得税は最高税率が17％であり、実
質的には純所得の15％である。また香港には
キャピタルゲイン課税も配当に対する課税も
相続税もない。

あの小さな香港が、これまで多くの試練を
乗り越えてここまで成長してこられたのも、
税制が人々のやる気を最大限に引き出してき
たからである。しかも香港は、土地の有効利
用がおそらく世界一上手であり、高い人口密
度のわりにはすべてがそれなりに回っている。

実際にレーガン時代の米国でも香港の税制
を参考にすべきだという声があったし、米国
も海外からの資金を呼び込もうと、外国人か
ら米国人への贈与には税金が一切かからない
制度になっている。

また、日本と同じように多くの産業を中国
に奪われた台湾は、数年前に相続税と贈与税
の両方を大胆に10％に引き下げた。その結
果、これまで流出する一方だった資金が大挙
して台湾に戻ってきたと言われている。
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（5）	 日本に対する内外の見方が	
	 一変する政策を

ここで安倍政権が、たとえば「所得税も法
人税も相続税も贈与税も消費税もすべて（最
高税率を）20％とする」と発表したら、おそ
らく国内および全世界の、日本に対する見方
は根底から変わるだろう。

まず国内では、多くの個人がやる気になっ
て赤字企業が激減し、「どうせ税金に取られ
るくらいなら」と使われている不本意で非効
率な支出も激減するだろう。また、金融資産
の大半を保有している高齢者から若い世代へ
の資産の移転も加速しよう。

これらは、日本経済の効率性・生産性をあ
らゆる側面で上げるだけでなく、外国人によ
る対内投資や、日本人富裕層の外へ出て行く
カネが国内に戻るよう推進することにもな
る。
「日本ほど大胆な改革を嫌う国はない」と言
われるなかで、最高税率をすべて20％にする
というのは夢のまた夢だと思われるが、日本
の財政の惨状に鑑みると、今後その種の議論
がもっと出てくる必要があると思われる。

注

1 厳密には、住宅ローン担保証券（MBS）の購入
額が月400億ドル、米国国債の購入額が月450億
ドルである

2 IMFが行った推計では、３つのシナリオについ
て以下のような前提条件を置いている。基準と
なる金利は、2013年２月６日時点のものである。

● シナリオⅠ：イールドカーブ全体が1.00％
だけ上方に平行移動する

● シナリオⅡ：米英は短期金利が4.00％上昇
し、長期金利が2.25％上昇する。日本は短
期金利が2.00％、長期金利が1.25％上昇す
る

● シナリオⅢ：米英は短期金利が6.00％上昇
し、長期金利が3.75％上昇する。日本は短
期金利が4.00％、長期金利が1.67％上昇す
る

 　また、「バランスシートの拡大なし」シナリオ
では、2013年２月６日時点の中央銀行のバラン
スシートの規模のまま推移するケースを想定し
ている。一方、「バランスシートの拡大あり」シ
ナリオでは、日米英で以下の状況を想定してい
る。

● 日本：2014年までに日本国債を100兆円購
入し、平均残存期間を３年から７年に拡張
する。つまり日本銀行が2013年４月４日に
導入した「量的・質的金融緩和」の遂行を
想定している

● 米国：米国債とMBSを合わせて毎月850億
ドル購入する状況、つまり「QE3」が2013
年末まで継続する

● 英国：750億ポンドの資産（７年物以上）
の追加購入を実施する。なお、本稿執筆時
点での英国中央銀行の資産購入上限は3750
億ポンドとなっている

3 中央銀行が供給した流動性（マネタリーベー
ス）と市中にある現預金（マネーサプライ）と
の比率。

　 　通常の経済下では、中央銀行が銀行に流動性
を供給すると、銀行がそれを貸し出しに回すこ
とで市中の銀行預金が増え、それがまた新たな
銀行貸し出しに回る──という形で、マネーサ
プライが当初供給された流動性の何倍にも増加
する。貨幣乗数とはその倍数のことである。

 　ところが、バランスシート不況下では、民間
部門がバランスシートの修復のために借金の返
済を優先している。このような時には、中央銀
行が供給する流動性が銀行貸し出しに回るとい
う関係性が壊れるだけでなく、借金の返済原資
となる銀行預金には減少圧力がかかる。この場
合の民間の貨幣乗数は、流動性を増やしても銀
行預金はそれに反応せずに減少するため、変化
の方向（＝経済学でいう限界の概念）はマイナ
スになる
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4  オペレーションツイストとは、中央銀行が保有
する短期債を売ると同時に、長期債を買うこと
で長期金利を引き下げようとする公開市場操作
のことである。最近では、FRBが2011年９月に
導入しており、この時には、FRBが2012年６月
までに、償還までの年数が６年から30年までの
米国債を4000億ドル購入する一方で、償還年数
が３年以下の米国債を同額売却するとした。そ
の後、FRBは2012年６月にオペレーションツイ
ストを同年末まで延長した
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金融・資本市場制度の
現状と展望

Ⅰ　統制されたかつての市場
Ⅱ　制度改革の20年
Ⅲ　変わらない金融構造
Ⅳ　制度改革の課題

大崎貞和

C O N T E N T S

1	 1980年代までの日本の金融・資本市場は、厳格な規制でがんじがらめにされた統制的な
市場だったが、90年代以降、今日に至るまで20年に及ぶ不断の制度改革が行われた結
果、先進市場である欧米諸国と比べて明らかに異質であるといったような制度は、ほぼ
姿を消した。

2	 20年間の改革は、基本的にはより自由度が高く、資金調達や資産運用の機能が発達して
いる欧米市場をお手本として進められた。同時に情報開示や市場監督の充実も図られた
が、基本的な方向性は規制の緩和であった。

3	 こうした改革の目的は、単に市場の自由化を進めるだけでなく、間接金融に偏した日本
の金融構造を改めることにあった。しかし、制度改革にもかかわらず、金融構造に大き
な変化は生じていない。

4	 金融構造を抜本的に改めるためにも、金融サービス業の活性化を図るためにも、今後も
制度改革を継続することが求められる。そのうえでは、①アジア各国の金融センターと
の競争を意識すること、②欧米市場が必ずしもお手本とはならないこと、③「意図せざ
る結果」を生むことがないよう制度変更が当事者に与えるインセンティブを十分に考え
ること──の３つを念頭に置くことが求められるだろう。

要　約

特集  日本の針路を探る
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Ⅰ 統制されたかつての市場

1980年代までの日本の金融・資本市場は、
厳格な規制でがんじがらめにされた統制的な
市場であった。
株式発行市場については、厳しい上場基準
のもとで、証券取引所への株式上場は一部の
大企業の特権のように捉えられ、事業に新規
性や成長性があったとしても、ベンチャー企
業の早期の株式公開は困難であった。上場後
も、株式公募による資金調達には経常利益や
配当に関する数値基準を満たすことが要件と
されたほか、増資後の配当性向の維持などを
一律に求められた。また、自己株式の取得が
厳しく規制されたため、株式発行を機動的な
財務戦略の手段として位置づけることは難し
かった。
一方、株式流通市場については、取引所外
での上場株式の取引を禁じる取引所集中原則
がとられる一方、各取引所の管轄地域が定め
られ、取引所間の競争は存在しなかった。証
券会社が取引所の定める手数料を徴収する固
定手数料制度がとられ、証券会社間の競争も
抑制された。
社債の発行市場においても、商法上の社債
発行限度額規制があったうえ、原則として公
募社債は物上担保付きとする有担原則がとら
れた。無担保社債の発行も可能とされたが、
その際には、受託銀行や引受証券会社で構成
される起債会の定める適債基準を満たすこと
が求められた。適債基準の内容は、主に企業
規模に着目したものであり、大企業でなけれ
ば有利な条件での資金調達は難しかった。
また、公募社債の市場を育成する観点から
上場企業などによる国内私募債の発行は認め

られず、短期社債（CP：コマーシャルペー
パー）の市場も存在しなかった。
銀行などの金融機関による証券業務は国債
関連を除けば厳しく禁じられた。証券会社
は、免許制のもとで、大蔵省（当時）の厳し
い監督に服したが、他方で新規参入の抑制と
固定手数料制度によって保護・育成された。
1980年代に入ると、東京証券取引所（東証）
の会員権開放問題が持ち上がるなど、外資系
証券会社の新規参入を求める声が高まった
が、国内証券会社の経営への影響を抑えるた
めに、参入は段階的に進められた。

Ⅱ 制度改革の20年

1	 欧米を手本とした改革
こうした制約の大きい統制的な規制は、
1990年代以降、徐々に姿を消していった。バ
ブル崩壊から今日に至るまでは、しばしば日
本経済にとっての「失われた10年」「失われ
た20年」だったと言われる。しかし、こと金
融・資本市場に関しては、この期間は、「失わ
れた」ものであるどころか、不断の制度改革
の20年となったのである（次ページの表１）。
法令上の諸制度が改められただけでなく、取
引所などの市場インフラ、業者に対する規
制・監督も、すっかり様変わりした。
この間の制度改革は、基本的には、日本の
市場に比べて自由度が高く、資金調達や資産
運用の機能が発達していると考えられていた
欧米の市場、とりわけ米国や英国の制度をお
手本にしながら進められた。欧米市場ででき
ることは日本市場でもできるようにするとい
う改革であったと言い換えてもよいだろう。
もちろん、規制の緩和だけを一方的に進め
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れば、さまざまな不正行為が行われたり、市
場の秩序が攪乱されたりする恐れもある。そ
こで、規制緩和と並行して、市場における投
資家保護を強化すべく、情報開示制度や市場
監督の充実も図られた。
「日本版ビッグバン」と同時に進められ、
「会計ビッグバン」とも称された会計基準の
国際的調和を目指す改正や、金融商品取引法
（金商法）制定時の内部統制報告・監査制度
の導入、証券取引等監視委員会の設置とその
陣容の強化などは、その代表的な例である。

また、企業経営の自由度を高める方向で進め
られた商法・会社法改正と並行して行われた
コーポレートガバナンスの強化や企業買収を
めぐるルール整備などにも、同じような狙い
があったと言えるだろう。

2	 金融構造変革という狙い
1990年代以降の制度改革が、金融・資本市
場の自由度を高め、その機能を強化すること
を目標としたのは、単に欧米市場にキャッチ
アップするためだけではない。より内発的な

表1　制度改革の20年

暦年 主な出来事

1992 銀行と証券会社の相互参入を認める金融制度改革法成立。証券取引等監視委員会発足

93 社債発行限度額規制を撤廃する商法改正

94 自己株式取得規制を緩和する商法改正（以後、数次にわたって規制緩和）

95 ベンチャー企業の株式公開促進を図る店頭特則市場開設

96 適債基準が撤廃され社債発行自由化

97 個別株オプション市場創設。北海道拓殖銀行、山一證券が経営破綻

98 「日本版ビッグバン」を実施する金融システム改革法成立。金融監督庁発足

99 株式売買委託手数料の完全自由化。新興企業向けの東京証券取引所（東証）マザーズ市場開設

2000
証券取引所の株式会社化を可能にする証券取引法（証取法）改正。不動産投資信託（J-REIT）の導入を可能にす
る投資信託法改正。金融庁発足

01
電子CP（コマーシャルペーパー：短期社債）を導入する短期社債振替法制定（発行は03年～）。東証が株式会社
化

02 預金全額保護を上限1,000万円とするペイオフ解禁。委員会等設置会社制度を導入する商法改正

03 株式投資優遇税制と特定口座制度の導入。証券仲介業を創設する証取法改正

04 課徴金制度を導入する証取法改正。株式店頭市場がジャスダック証券取引所に改組

05 ライブドアによるニッポン放送株式の大量取得。会社法制定

06 ライブドア・ショック。名称を金融商品取引法（金商法）と改める証取法改正

07 ブルドックソース事件で買収防衛策の発動を認める最高裁決定

08
プロ向け市場開設を認める金商法改正。空売り規制強化などリーマン・ショックを受けた緊急市場対策実施。大
阪証券取引所（大証）がジャスダック証券取引所を子会社化

09 上場会社の株券が一斉にペーパーレス化される。格付会社規制を導入する金商法改正

10 東証の新株式取引システム稼働。金融ADR（裁判外紛争解決手続）制度始動

11 無登録業者による未公開株販売への取引無効ルールを導入する金商法改正。東証と大証が経営統合で合意

12 総合取引所を金融庁が一元的に監督する金商法改正

13 日本取引所グループ（JPX）発足。インサイダー取引規制を強化する金商法改正
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背景として、従来の日本の金融構造を変革す
るという目的があったことを見逃してはなら
ないだろう。
日本の金融構造は、第二次世界大戦後、一
貫して、銀行などの金融機関を介する、いわ
ゆる間接金融に大きく偏ってきた。個人の金
融資産の過半が銀行預金にとどまる一方、企
業など資金調達者は、金融機関からの借り入
れに依存し、株式や社債の発行といった直接
金融の資金調達手段は、補完的な役割を担う
のみにとどまってきたのである。
こうした金融構造は、政府や政府系金融機
関の主導のもとで、戦争で破壊された生産能
力を回復し、日本経済を早期に高度成長路線
に乗せるうえでは、大いに役立った。企業部
門が恒常的な資金不足に悩まされる中、間接
金融に依存する金融構造のもとで、事実上、
金融機関を通じた指令経済型の信用割り当て
が行われていたのである。
しかし、同時にこうした金融構造が、1990
年代後半の金融システム危機を引き起こした
とも言える。つまり、金融機関に集中した社
会・経済のリスクが一斉に顕在化したとき、
それは深刻な不良債権問題という形で発現せ
ざるをえなかったのである。
こうした事態の再発を防ぐには、金融・資
本市場の機能を強化して企業などの資金調達
手段を多様化するとともに、個人の金融資産
の「貯蓄から投資へ」の移行を促し、従来型
の金融構造を変革することが求められる。過
去20年の制度改革は、単に金融・資本市場の
自由度を高め、使い勝手を良くするだけでは
なく、日本の金融構造の転換を実現するとい
う歴史的使命を帯びた改革でもあったのであ
る。　

Ⅲ 変わらない金融構造

20年間にわたる不断の改革によって、日本
の金融・資本市場制度は、大きな変貌を遂げ
た。もはやかつて存在したような、誰の目に
も明らかな形で欧米の制度とは質を異にする
統制的な制度は、ほぼ一掃されたと言ってよ
い。
しかしながら、そうした制度改革にもかか
わらず、今日に至るまで、間接金融に偏った
金融構造は、大きく変化したとは言えない。
日本銀行の資金循環統計によれば、2013年３
月末の個人金融資産残高1570兆円のうち、現
金・預金の占める割合は54.0％であり、12年
11月以降の株価上昇にもかかわらず、投資信
託・株式の割合は12.4％にすぎない。
制度改革が金融構造、とりわけ個人金融資
産の構造に大きな影響を与えなかった理由の
一つは、この間の経済動向や人口動態に求め
られる。すなわち、デフレ傾向が持続する一
方で株価の持続的な上昇が見られないという
市場環境下では、株式をはじめとするリスク
性商品は、必ずしも預貯金よりも有利な投資
対象とはならなかった。しかも、人口構成の
高齢化が進み、金融資産の多くの部分が65歳
以上の高齢者によって保有されるという状況
のもと、投資家がリスク選好を高めることは
合理的な選択とは言えなかったのである。
企業金融についても、間接金融主体という
構造は変化していない。この20年間で、10数
行あった長期信用銀行、都市銀行は、事実上
３つのメガバンクに集約されたが、それによ
って銀行の貸出能力そのものが縮小したわけ
ではない。しかも、高度成長期までは構造的
な資金不足主体であった企業は、資金余剰に
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転じ、金融機関に対する交渉力はむしろ強ま
っており、有利な条件で貸し出しを受けるこ
とが可能である。加えて、低金利が定着して
いるなかで、企業が、あえてリスクプレミア
ムの上乗せを求められる直接金融での調達を
大きく増やすインセンティブは、ほとんど働
かなかったのである。
　
Ⅳ 制度改革の課題

1	 市場活性化という課題
とはいえ、市場機能の活用による金融手段
の効率性向上やリスク分散の観点から直接金
融機能の強化が求められるという構造的な問
題が解決されたわけでは全くない。また、日
本の産業構造が変化するなかで、高い付加価
値を提供できる第三次産業である金融サービ
ス業の拡大への期待は大きい。金融・資本市
場の活性化と機能強化は、今後とも重要な政
策課題として位置づけられるべきである。
実際、2013年６月に取りまとめられた政府
の経済成長戦略「日本再興戦略」において
も、「アジアの成長も取り込みつつ、証券市
場の活性化や資産運用マーケットの強化を図
ること等により、アジアNo. １の金融・資本
市場の構築を目指す」ことが、「日本産業再
興プラン」の一項目として掲げられている。
それでは、ここで言う「アジアNo. １の金
融・資本市場」を構築するうえでの制度面の
課題はどのようなものだろうか。本稿は、あ
くまで日本の金融・資本市場制度の現状を大
づかみに捉え、中長期的な課題を考えること
を狙いとする。そこで、具体的な個別検討課
題を並べることは避け、やや抽象的な記述と
なってしまうが、大きな方向性について論じ

てみたい。

2	 制度改革の方向性
第１に、「アジアNo. １の金融・資本市場」
という成長戦略のキーワードがいみじくも示
しているように、今後の制度改革において
は、アジア域内における競争を強く意識する
ことが求められる。
かつては、アジア諸国は「発展途上国」と
され、「先進国」経済の枠内では、ニューヨ
ーク、ロンドン、東京が世界の「三大金融市
場」などと形容されていた。しかし、今日で
は、アジア諸国の多くは、「新興国」ではあ
っても、「先進国」にただ追いつくことを課
題とする「発展途上国」ではない。
とりわけ、金融機能に着目すれば、香港、
シンガポールは、世界の主要金融センターの
一角を確実に占め、そこで営まれるビジネス
の国際性や多様性、柔軟性といった観点から
は、東京をしのぐとも評価されるようになっ
ている。とりわけ、英語が日常的に使用され
ているという点での香港、シンガポールの優
位性は大きい。
日本市場は、小さいとは言えない人口や金
融資産残高だけに頼るローカルマーケットに
堕することのないよう、アジア市場の動向を
見極めながら制度改革を進めることが求めら
れているのである。
第２に、かつて一般的であった、欧米市場
でできることを日本でも可能にするというこ
とだけを念頭に置いた制度改革は、もはや実
効的ではなくなっている。
20年の不断の改革を経て、少なくとも制度
の表面上は日本市場の自由度は飛躍的に向上
し、一見して不合理と思われるような点はほ
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とんど解消された。しかも、これまで自由度
の点でお手本とされてきた欧米市場は、2007
年から08年にかけての金融危機の経験を踏ま
え、むしろ市場の規制を強化する方向へ大き
く舵を切っている。
もちろん、規制強化が一切否定されるべき
だというわけではないが、近年の欧米におけ
る制度改革のなかには、金融危機への過剰反
応とも言えるような、いたずらに取引コスト
を高めるだけとも思える内容も含まれてい
る。取引コストの上昇は取引量の減少と流動
性の低下を招き、市場の価格発見機能を低下
させかねない。いずれにしても、日本にとっ
て、常に尊重すべき「お手本」は、もはや存
在しないという認識は重要である。
第３に、資金調達者、仲介業者、投資家と
いった市場参加者の属性ごとに、制度の変化
がどのような行動変化を引き起こすインセン
ティブを与えるのかを常に考えながら制度設
計を進めることが重要である。
金融・資本市場をめぐる制度改革は、常に
理想的な市場のあり方を想定しながら進めら
れるものだが、法制度として理想の姿を描い
ただけでそれが直ちに実現されるわけではな
く、むしろ一部の当事者に理想とは逆の行動
をとるインセンティブを与えてしまうことす
らある注1。米国の証券法を輸入した日本の
法制が、実態面において米国と大きく異なる

面が少なくないという事実を想起するだけで
も、この点の重要性は理解できるだろう。
現在欧米で進められている規制を強化する
方向での制度改革をめぐっても、金融システ
ムの安定性強化を図るための措置が、かえっ
て市場を不安定化させたり、リスクヘッジを
困難にしたりするという「意図せざる結果」
につながるのではないかという指摘が、実務
家を中心になされている。
金融・資本市場の制度改革は、社会的な批
判を浴びるような不祥事・スキャンダルをき
っかけとして進むことも少なくない。2007年
以降の世界金融危機をきっかけとした現在進
められている改革もその一つの典型例であ
る。しかし、そうした場合でも、目先の問題
の再発防止だけにとらわれることなく、中長
期的な市場への影響を十分に考えながら制度
設計を行うことが重要なのである。

注

1	 宍戸善一「企業における動機付け交渉と法制度
の役割」同編著『「企業法」改革の論理──イン
センティブ・システムの制度設計』（日本経済新
聞出版社、2011年）参照

著 者

大崎貞和（おおさきさだかず）
未来創発センター主席研究員
専門は証券市場論、資本市場法
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日本の製造業再生への
課題と対応

Ⅰ　アベノミクスと日本の製造業の復活
Ⅱ　ドイツの構造改革に学ぶ
Ⅲ　米国が目指す再工業化戦略
Ⅳ　中国市場のラストフロンティアに賭ける
Ⅴ　インドの強みを活かす戦略
Ⅵ　日本の製造業再生への課題と対応

此本臣吾

C O N T E N T S

1	 日本のみならず米国やドイツでも、経済のグローバル化やイノベーション、国内の雇用
増や所得向上、他産業への経済波及等から製造業の重要性は再認識されている。

2	 ドイツ企業は新興国の限られた開発リソースでも現地ニーズに対応する設計開発が可能
なビジネスモデルをつくり上げ、同市場で躍進を続けている。一方、米国ではITと製
造業との融合によるサービスなど次世代製造業への取り組みが官民双方で進んでいる。
両国の動きは日本の製造業にとって大変示唆に富む。

3	 新興国の中でも中国の存在は他を圧倒している。すでに進出している日本企業は現地企
業との激しい競争で苦戦を強いられているが、しかし中国市場は奥が深い。これから成
長が開花する内陸部では先行者利得を狙える成長エリアがまだ広範に存在する。悲観せ
ず積極的展開の可能性を探りたい。インドは潜在的な市場規模は大きいが、成長の速度
は中国ほどではない。むしろ当面は、市場としてだけでなく、この国が持つ豊富なエン
ジニアリング人材を活用した新興国向けの設計開発拠点として活用する道もある。

4	 先進国に加えて新興国まで含めた多様化するグローバル市場に対応するには、マーケテ
ィングから商品の企画、設計開発、生産までのビジネスプロセスを現地化する体制が求
められる。それを日本人幹部だけでやり切ることは不可能で、グローバルな規模で人材
を発掘、登用し経営者として育成していく人材マネジメントの仕組みが必要である。

要　約

特集  日本の針路を探る
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Ⅰ アベノミクスと
 日本の製造業の復活

野村證券による企業業績見通し（Russell/
Nomura Large Cap〈金融を除く〉、2013年
８月30日発表）によれば、13年度は前年度比
10.3％増収、同36.1％経常増益であり、この
増収率はバブル期の1989年度以来の久々の高
い数字となる。2014年度は、前年度比3.0％
増収、同12.0％経常増益と、増収率はさすが
に下がるが増益は続き、経常利益の前回ピー
クの07年度水準に達すると見込まれている。
2013年度の大幅増益見通しの背景には、「ア
ベノミクス」の緊急経済対策による効果、と
りわけ円安の恩恵がある。

しかし、まだ手放しには喜べない懸念もあ
る。製造業の業績を支える輸出を見ると、円
建てでは確かに前年同月比で２桁成長となっ
ているが、数量ベースでは減少、あるいは横
ばいを続けているからである。円建ての輸出
額は2013年３月以降、前年同月比でプラスに
転じ、７月は同12.2％増、８月は同14.7％増
となっている（図１）。ところが、財務省貿
易統計の品目別数量ベースで見ると、「自動
車」は、円建ての８月の輸出額は同23.4％増
と大躍進したが、数量（台数）ではわずか同
0.8％増、また「IC」（集積回路）も８月の円
建て輸出額で同15.8％増であったものの、数
量では3.9％のマイナス、「電算機類」も円建
ての15.9％増に対し数量では17.5％のマイナ
スである。

日本からの輸出額は円建てでは急回復して
いるように見えるが、数量で見るとそうでな
い品目もあり、日本の輸出競争力が復活した
とは言い切れない。「円安が輸出価格の競争

力を押し上げて輸出数量増につながるのはこ
れからである」との見方もあるが、筆者はそ
う簡単な図式とは思わない。すでに輸出企業
は海外生産移転を進めており、ビジネスを構
成するバリューチェーンの相当部分は海外に
流出しているからである。

日本で新たな技術が生まれ、それらが新製
品を生み出して海外市場へ向かうのであれば
別であるが、そうでなければ円安進行が止ま
れば同時に日本からの輸出の伸びも頭打ちに
なりかねない。既存の製品・サービスの販売
や生産は、時代とともに現地化が進み、さら
には企画や開発設計も今や海外で行う趨勢に
ある。特に新興国のように、コスト水準や、
求められる品質、仕様が日本と全く異なる場
合は、現地化を徹底しなければ現地での競争
に打ち勝てないため、むしろビジネスのバリ
ューチェーンが海外に移転することは必然で
ある。したがって、その海外流出分を補うに
は新しいイノベーションによる新製品や新サ
ービスが日本国内で生み出されることが必要
で、日本企業は現地化の徹底というグローバ
ル戦略と国内発の新たな技術やビジネスモデ
ルの開発という両面での成果を求められてい

図1　日本の輸出（円建て、数量）
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る。ただし、市場の長期的な趨勢を考えれ
ば、国内における技術開発やビジネスモデル
開発も海外市場を想定したものとすべきであ
り、国内発の新たな製品やサービス開発につ
いても、強力なグローバル化があってこそと
言えるだろう。

今回のアベノミクスによる円安を契機とし
て日本企業の収益力が回復したその果実を、
今後のグローバル市場での競争に向けた国内
外での投資にしっかりと振り向け、この千載
一遇の機会を成果に結びつけたい。本稿は、
ドイツ、米国、中国、インドにおける製造業
をめぐる事業環境、具体的には、各国の産業
政策や市場環境、産業界の動きなどを概観し

ながら、日本の製造業の再生をグローバル戦
略の観点から論じるものである。

Ⅱ ドイツの構造改革に学ぶ

1	「欧州の病人」からの劇的な復活
東西統一から1999年のユーロ導入に至る90

年代のドイツは、低経済成長と高失業率で「欧
州の病人」と言われるほど不況にあえいでい
たが、2000年代に入り官民双方による構造改
革の断行で、今では「欧州の優等生」と言わ
れるまでに見事な変身を遂げた。2005年まで
は欧州主要国のなかでGDP（国内総生産）
成長率は最も低かったが、08年にはトップに
躍り出ており、またリーマン・ショック後の
09年からの成長率の急回復は目覚ましいもの
がある（図２）。加えて、年間平均失業者数も
2005年をピークに12年までに200万人も減少
している（図３）。2013年７月時点のドイツ
の失業率は5.4％で、ユーロ圏平均の12.1％の
半分以下、フランスの11.0％と比較してもド
イツの失業率は極めて低く、企業では一部の
技術分野でむしろ人材が不足し、スペインや
ポルトガルなどからの人材獲得競争が繰り広
げられている。

2	「アゲンダ（Agenda）2010」
	 による経済構造改革
（1）	 痛みを伴う構造改革の断行

ドイツ復活の一つの原動力は、ゲアハル
ト・シュレーダー前連邦政府首相が2003年に
発表した「アゲンダ2010」と呼ばれる経済改
革である。この改革には、社会保障制度、雇
用と賃金、税制など多岐にわたる改革が含ま
れており、ドイツとしては第二次世界大戦後

図2　欧州主要国の実質GDP（国内総生産）成長率

出所）OECD（経済協力開発機構）
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最大の改革と言われている。シュレーダー氏
は労働組合を支持基盤とする社会民主党

（SPD）の党首であったが、あえて企業寄り
の政策を打ち出した。当然ながら、当時野党
であったキリスト教民主同盟（CDU）など
の保守政党はこの政策を歓迎し、法案は野党
の抵抗に遭うことなく法制化が進められた。
以下、アゲンダ2010の特徴を見ていきたい。

まず欧州各国の単位当たり労働コストの推
移を比較すると、2000年を100とした場合、
11年はドイツのみが１桁％台の増加で、残り
の欧州主要国はすべて20％を上回る数字とな
っている（図４）。特に、2000年から07年ま
でのドイツの単位当たり労働コストはむしろ
減少している。欧州他国の労働者の報酬が
年々増えるなかで、ドイツの労働者は報酬の
目減りにじっと耐えていたことになる。これ
こそがシュレーダー改革の第１の目標であっ
た。ドイツのアキレス腱であった労働コスト
の高騰に歯止めをかけ、雇用を確保して失業
者の増加を食い止める。前掲の失業者の減少
はこの労働コストの抑制の効果と言われてい
る。

シュレーダー氏は1998年の首相就任当初か
ら、労働コスト引き下げについて労働組合や
経営者団体との協議を重ねてきたが、2003年
の労使協議決裂を見て話し合いによる解決を
断念し、法制化による改革に舵を切った。解
雇や派遣労働についての規制緩和、失業給付
の大幅引き下げや受給期間の短縮、一定職種

（「ミニジョブ」と呼ばれる低賃金職種）の賃
金下限の実質撤廃など、労働者にとっては痛
みを伴うものとなったが、その後の経緯を見
ると結果的にはそれが雇用拡大へとつながっ
ている。

「アゲンダ2010」ではその他にも、公的年金
制度や健康保険制度の改革に踏み込み、国に
よる社会保障サービスレベルを引き下げ、企
業の負担も軽減して個人負担を高めるなどの
改革を行った。

シュレーダー氏の持論は、「社会保険や税
の企業への負担を減らさなければ企業は雇用
を増やさない」というものであり、政権交代
後のインタビューで、「ドイツの社会保障制
度はすでに限界に達している。価値を生む以
上に消費しており、このままではドイツはグ
ローバル経済から取り残される」と語ってい
る。

実際のところ、「アゲンダ2010」によって
低賃金層が増大し、所得格差が拡大したとい
う批判も根強くあるが、一方で、ドイツの経
済界では、「現在ドイツが欧州経済で独り勝
ちできているのは、『アゲンダ2010』で他国
に先駆けて構造改革が断行できたからであ
る」との見方が大勢を占めている。2013年夏
の連邦議会選挙において現保守政権のアンゲ
ラ・メルケル首相も、「われわれドイツ人は
ユーロ導入時の大量失業と戦うため、早い時
期に『アゲンダ2010』などの抜本的な構造改
革を断行した。しかしその結果、今日のドイ

図4　欧州各国の単位当たり労働コストの比較
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注）2005年＝100の指数を、2000年を100とした数値に再計算。2011年は予想値
出所）欧州連合統計局
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ツは欧州経済の成長の原動力、安定性の基盤
となることができている」と語っており、反
対政党の党首ですらシュレーダー改革を高く
評価している。

（2）	 ドイツ企業の構造改革とガバナンス

ドイツの経営ガバナンスは日米と大きく異
なっている。ドイツでは、労働組合の影響力
が日米に比べるとはるかに強い。ドイツの労
働組合は産業別に組織されると同時に、企業
にも事業所委員会（Betriebsrat）と呼ばれ
る組合組織があり、従業員５人以上の会社で
あれば必ず設置されている。たとえば、従業
員が不当な解雇等の通告を受けた時には、こ
の委員会に申し出れば同委員会の執行委員が
経営側との調整に当たる。あるいは業績が悪
化し大規模なリストラが行われる際も、経営
側は同委員会と交渉しなければならない。ま
た同委員会は、日本では考えられないが、経
営の監視役としての強力な機能を持ってい
る。ドイツの株式会社には監査役会（Auf-
sichtsrat）が設置され、従業員と株主の代表
が取締役会を監督しているが、そこには同委
員会の代表も加わっている。このように労働

組合の代表が取締役会を監督しているのは、
世界でもドイツとオーストリア以外にはない。

たとえば、工場の大規模な海外移転や組織
のリストラ等の重要な意思決定を行う際に
は、経営側は監査役会を通じて従業員の代表
に情報開示することが義務づけられており、
従業員を巻き込んだ合意形成が図られる。こ
のように、間接的ではあるが従業員が経営に
参加するというドイツ独特の経営ガバナンス
があったために、1990年代以降にドイツ企業
が大規模にリストラを行う際に最小限の摩擦
にとどめることができたと言われている。連
邦政府が断行したこの構造改革に呼応するよ
うに、多くのドイツ企業は2000年代に事業構
造改革を行っており、その後のグローバルで
の成長を実現することができたのである。

3	 輸出主導による力強い経済成長
政策だけではなく、企業による経営改革と

りわけグローバル化戦略の推進と、その結果
としての輸出の大幅拡大もまたドイツ復活の
原動力となった。図５のようにドイツからの
輸出は、リーマン・ショックの時期を除けば
一貫して増加を続けている。EU（欧州連
合）加盟国向け輸出が57％を占めているが

（2012年）、この比率はむしろ減少傾向にあ
り、米国や、中国・インド・中南米などの新
興国向けの輸出が急増している。

強いマルクが残っていればドイツの輸出競
争力がここまで強まっていたかどうかはわか
らない。ユーロ導入によってEU域内輸出に
おいて為替リスクがなくなったことは、当然
ながら輸出に好影響を及ぼしている。とりわ
け、企業体力の点で生産拠点が国内にとどま
る中小企業の輸出において、ユーロ導入がも

図5　ドイツの輸出額とGDP成長率の推移
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出所）ジェトロ国・地域別情報
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たらした恩恵は大きかった。
ところで、ドイツにおける中小企業（従業

員500人未満、あるいは売上高5000万ユーロ
未満）はドイツ経済の屋台骨と言われてい
る。ドイツ中小規模企業研究所（IfM）の調
べでは、2012年のドイツの全企業（370万
社）に占める中小企業の割合は99.5％で、全
雇用者数の８割を支えている。日本の中小企
業（たとえば製造業の場合、従業員数300人
以下、または資本金３億円以下）が全社数に
占める割合は99.3％、全雇用者に占める割合
も７割を超える水準となっており、ドイツと
ほぼ同等であるが、大きく異なるのは輸出の
割合である。

輸出上位10％の企業が輸出総額に占める割
合は日本が92％、米国が96％に対して、ドイ
ツは69％である（経済産業省「通商白書
2012」）。つまりドイツは、輸出の大手企業の
寡占度が日米に比べてかなり低い。言い換え
れば、大企業以外にも多くの中小企業が輸出
を積極展開していることの裏返しである。実
際のところ、ドイツの中小企業は経営者自ら
が海外顧客との直接取引に取り組み、異文化
への対応能力を高める研修を社員全員が繰り
返すなど、海外志向が際立って高い。生産財
の国際見本市に行くと名もないドイツ企業の
出展ブースを多数見かけることがあるが、日
本の中小企業は見かけない。日本もドイツも
中小企業の中には優れた技術を持つ企業が多
くあるが、国際的なマーケティング力につい
ては日独で大きな格差がある。

輸出増の要因はユーロだけではない。そこ
にはドイツ企業による経営努力もある。ドイ
ツ企業がグローバル化の必要性を強く認識し
た契機は、1990年のドイツ統一、その後の東

欧・中欧で起こった劇的な政治体制の崩壊に
ある。旧西ドイツ企業にとっては、東欧・中
欧の旧社会主義国という新しい消費市場・生
産地域が忽然と現れた。旧東ドイツは統一後
に賃金水準が引き上げられたため魅力的な生
産地域とはならなかったが、ポーランド、チ
ェコ、スロバキア、ハンガリーなどの国々の
人件費は2000年代の初頭においても、当時の
ドイツの６分の１から７分の１であった。高
賃金でコスト競争力に苦しんでいたドイツ企
業は、生産拠点のみならず、労働集約的な事
務管理業務も旧東欧・中欧地域へ一気に移転
させた。ドイツの大手企業の経営者たちはす
でに1990年代に、事業拠点をドイツ国外に広
げることの重要性を強く認識していたと言わ
れている。

4	 グローバル戦略に邁進する
	 VWグループ

ドイツ企業の中でも目覚ましいグローバル
化を遂げているフォルクスワーゲン・グルー
プ（以下、VW）の事例を取り上げたい。2012
年のVWの中国での生産台数は262万台で、
同社における世界生産台数の約３分の１を占
め、母国ドイツでの生産台数をすでに上回っ
ている。VWは、2018年までに98億ユーロ

（約１兆2700億円）を投下して中国での生産台
数を400万台にまで引き上げると発表してい
る。また、VW本社へのインタビューによれ
ば、中国の車１台当たりの業務利益は約3000
ユーロで、中国以外の1800ユーロに比べると
はるかに大きい。VWにとって中国は収益面
で見ても重要な位置づけにあることがわかる。

中国での躍進の原動力は、2008年に中国専
用車として現地開発された「ラヴィーダ」で
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ある。2012年の中国でのVW総販売台数の約
１割がラヴィーダで占められている。車台

（プラットフォーム）は「ゴルフ」の既存モ
デルを転用し、アッパーボディの内外装はす
べて中国側で設計開発され、フロントグリル
などの外装に高級感を強調したデザインで、
中国の消費者から高い評価を得ている。VW
が中国専用車で口火を切ってからは、GM

（ゼネラルモーターズ「ビュイック」ブラン
ド）、フィアットやルノー、日産、ホンダな
どの現地合弁会社から中国専用車が相次いで
本格発売されるようになったが、中国現地で
の設計開発という点で、VWはGMとともに
他社を圧倒している。

中国での現地開発には「標準アーキテクチ
ャー（設計思想）」と呼ばれる開発手法が導
入されている。前述のように、開発が難しい
車台の基本設計はドイツ国内で行い、その上
に載るアッパーボディの開発に関しては、品
質基準を柔軟に変更しつつ、中国の開発陣が
中心になって設計する。一方、車台は、基本
形を最小限に絞り、部品も車種を超えてでき
るだけ共通化する。このように車台とアッパ
ーボディを「上下分離」させ、かつ徹底して

標準化するという設計思想の改革により、開
発リソース（資源）が発展段階の中国であっ
ても現地開発が可能となった。母国以外の現
地開発をやりやすくすることと同時に、安い
現地部品を活用し、開発期間を短縮するとい
うメリットも生んでいる。

現地側からすれば、消費者の好みがはっき
り出る外装デザインや内装はあくまで現地ニ
ーズを理解している現地エンジニアに設計さ
せたい。一方、VW本社からすると車の走行
性能を決める技術の粋が詰まった重要な車台
については品質を落とさず、かつ標準化によ
ってブラックボックス化して技術流出を避け
たい──という両者の思惑がうまく両立でき
ている。

実際には、図６に示すように、グローバル
で販売する車種と中国専用に販売される車種
では開発手法が異なっており、前者であれば
アッパーボディもドイツ本社ですべて開発さ
れ、後者の場合、ドイツ本社はサポート役に
徹し、ボディ開発は、意思決定も実際の設計
業務も中国内で行われる。一方、車台やパワ
ートレイン（エンジンや駆動方式）について
は、中国専用車種であっても開発の決定権は

図6　フォルクスワーゲン・グループ（VW）の現地開発スキーム
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ドイツ本社が握っている。また、ドイツと中
国現地で開発が分離して行われる際、VWの
中国統括会社（北京）が両者の調整役として
機能し、両者の意思疎通の齟齬を防いでいる。

さらにVWは2013年に入り、標準アーキテ
クチャーの進化形となる「MQB（Modularen 
Quer Baukasten）」と呼ばれる設計思想を発
表した。従来の車台の共通化にとどまらず、
車台周辺のユニット部品の共通化・標準化を
進めるモジュール化戦略である。中国では
2013年９月から、MQBに対応した生産ライ
ンがすでに稼働しており、13年内にはブラジ
ルでも、VWとアウディに共通のMQBによ
る生産ラインが稼働する。VWは、車台から
モジュール（MQB）へ、その先には組立キ
ットへと、標準化の範囲をさらに拡大すると
発表している。このように共通部分を増やす
ことで、グローバルで車種が多様化しても開
発費を抑えられるだけでなく、部品調達の規
模を拡大することでコスト削減を図るなど、
効率的なビジネスモデルを構築しようとして
いる。

Ｇ８からＧ20へと、グローバル市場は先進
国だけではなく新興国が加わり一気に多様化
が進んでいる。従来の設計開発思想のまま個
別市場に対応していては、車種数が膨大に増
えて開発リソースがいくらあっても足りなく
なる。また、現地のニーズにきめ細かく対応
するには、市場から遠いドイツ本国で開発を
行うのではなく、現地拠点で現地のエンジニ
アが設計開発する必要があるが、新興国の拠
点では技術力が不足して本国並みの開発はで
きない。さらに、開発の現地化は進めるもの
の、一方で本国からの技術流出は防ぎたい。
標準アーキテクチャーの戦略はまさに、こう

した課題に対応する最適な手立てなのである。
ドイツ経済の復活は、政府による構造改革

に加えて、ドイツ企業によるグローバル化へ
の努力という両輪が相まって成し遂げられて
いる。日本は、アベノミクスによってまずは
行き過ぎた円高の是正は成就したが、それに
引き続く構造改革、さらには、グローバル戦
略での企業側の努力と、日本の復活にはまだ
課題が多く残されている。日本が官民一体と
なってその課題に取り組む際、目指すべき構
造改革の原型としてドイツは大変参考になる
のではないかと思う。

Ⅲ 米国が目指す再工業化戦略

1	 米国でのリショアリング現象
米国においても、オバマ第二期政権では

「再工業化（re-industrialization）」すなわち
製造業の再強化が重点政策となっている。環
境やエネルギー、バイオや医療機器、航空宇
宙などの先端製造業だけではなく、量的緩和
によるドル安でのオフショアに対するコスト
競争力の回復、さらにTPP（環太平洋戦略的
経済連携協定）などの新たな貿易協定の締結
によって、米国は輸出製造業の強化に本格的
に乗り出している。製造業は幅広い中間層の
所得向上に寄与するとの考えがあり、「再工
業化」は雇用政策との結びつきが強い。実際
に米国の製造業の労働者の週当たり平均賃金
は約600ドル、非製造業では550ドル程度と両
者には約50ドルの開きがあると言われる。

また、米国のシンクタンクであるThe Man-
ufacturing Instituteの分析によれば、米国製
造業の乗数効果（１単位の需要が生まれる
と、他産業と合わせて合計でどれだけ需要が
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生まれるかを表す数値）は2.34である。米国
製造業のGDP産業別構成比に占める比率は
１割程度ではあるが、乗数効果を考えると製
造業は貴重な存在である。

この米国製造業復活の象徴がシェールガス
革命である。シェールガスの産出によって、
製造業における米国の天然ガス価格は日本の
７分の１から８分の１近くとなっている。シ
ェールガスによる米国製造業の毎年の費用削
減効果は１兆円に及ぶとの試算結果も出てい
る。シェールガスは米国石油化学産業の競争
力に大きな影響を与え、関連産業までを含め

ると2020年までに100万人以上の雇用創造効
果があるとの予測もある。

加えて、再工業化の中で強調されているの
が「リショアリング（海外へ生産移転された
ものが米国内に回帰する動き）」である。か
つて、中国をはじめとする新興国の人件費の
安さに注目して海外へ移管されていた生産
が、最近の新興国の人件費高騰を受けてコス
トメリットがなくなってきたために、米国内
に再び生産機能を戻しているという動きであ
る。図７にあるように、確かに、2009年を底
に米国での製造業労働者数は着実に回復を見
せている。

しかし、米国企業の海外拠点はそもそも米
国向けの逆輸出ではなく現地市場開拓を目的
としており（図８）、米国に生産を戻す製品
自体が少ないという見方もある。また、中国
などの新興国企業への生産委託分を米国に戻
そうとしても、部品や素材などの周辺産業の
基盤がすでに米国では喪失されていて（空洞
化）、委託生産分を米国での生産に切り替え
るには裾野産業まで含めた再生が必要とな
る。そのため、生産国とのコスト差が縮小し
たから米国に生産を戻すといっても、それは

図7　米国の製造業労働者数
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容易ではない。
ところで、2000年以降の中国の目覚ましい

経済発展には米国との緊密な関係が寄与して
きた面も大きい。中国は低価格製品を輸出し
て雇用を生み、貿易黒字を出して稼いだドル
で米国債を購入する。米国は中国産の安価な
製品を輸入してインフレを抑制しながら消費
を拡大し、かつ中国からドルが還流すること
で国際収支を均衡させる。米国と中国は、い
わば密接にWin-Winの関係を形づくってお
り、その現象は「チャイメリカ」と呼ばれて
きた。しかし、リーマン・ショック以降、米
国の対中貿易赤字は3000億ドルを突破し、一
方、米国の金融緩和に伴うドル安は中国が保
有する米国債の価値の毀損を招くなど、両者
の利害は微妙にすれ違うようになっている。
加えて、中国への安全保障上の警戒感も台頭
し、チャイメリカは見直され始めている。
2011年末に発表されたオバマ政権のリバラン
シング戦略（外交政策をアジア重視へ転換）
には中国を牽制する意図が含まれており、リ
ショアリングも中国への過度の依存を是正し
たいとする政治的な意図が含まれているとの
見方もある。

2	 オバマ政権が目指す
	 製造業再興戦略

バラク・オバマ大統領は2013年２月の一般
教書演説において「新しい雇用のために米国
を製造業の中心地として、製造業の革命を米
国で創る」と語っている。ここには、製造業
の中でもすでに競争力を失ったレガシー業種
を救済するのではなく、未来を切り拓く技術
やイノベーションに焦点を当てて、米国が世
界をリードする新たな製造業を生み出したい

という意図が込められている。
2012年７月に大統領科学技術諮問委員会内

に設置された先端製造業パートナーシップ運
営委員会（AMP：Advanced Manufacturing 
Partnership）は、「先端製造業における米国
の競争優位性の確保」という報告書を発表し
ている。この報告書では、イノベーション創
出、人材育成、ビジネス環境（税制等）につ
いて合計16の提言がなされているが、筆者は
その中で提起されている製造業イノベーショ
ン研究所（IMI : Institute of Manufacturing 
Innovation）に注目している。

IMIはすでに15カ所設立されており、これ
らのIMIが取り組む分野は、3Dプリンター技
術、マシンとIT（情報技術）を融合した「デ
ジタル製造業」、航空機やタービン向けの軽
量化金属材料、自動車とスマートグリッド

（次世代送電網）を連携させる次世代エレク
トロニクス技術など、今後10年程度で実用化
を目指す技術分野とされている。商務省は、
IMIの中心領域は、 ①情報、自動化、コンピ
ューティング、ソフトウエア、センシング、
ネットワークが融合する領域、 ②バイオ、ナ
ノテクノロジーなどを活用する先端材料と定
義している。

米国各地域に分散するこれらの個別研究所
は、国家製造業イノベーションネットワーク

（NNMI：National Network for Manufac-
turing Innovation）と呼ぶ仕組みで結ばれて
おり、この活動は商務省傘下の先進的製造業
国家プログラムオフィス（AMNPO：Ad-
vanced Manufacturing National Program 
Office）によって運営されている。AMNPO
が運営する研究所の年間運営予算は2012〜22
年の10年間で総額10億ドルが予定されている



50 知的資産創造／2014年1月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2013 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

（図９）。また、当初全米15カ所でスタートし
たNNMI傘下の研究所は、2013年にはさらに
３カ所の新設が発表され、今後は国防省、エ
ネルギー省、あるいはNASAなどが追加予算
を投入し、NNMIは米国の次世代製造業の重
要なイノベーション創出機能を担う可能性が
ある。

3	 次世代製造業のキーワードは
	 「融合とサービス」

オバマ大統領の2013年の一般教書演説では
3Dプリンター技術を例に挙げ、これからの
製造業のイノベーションとは、伝統的な製造
業とIT産業などの他産業との融合によって
実現される（Collaborative Manufacturing）
と述べている。実際、前掲のIMIも製造業と
ICT（情報通信技術）との融合を対象とした
ものが多い。米国では、2000年に20％程度
であった自動車の電装部品の割合（総原価に
占める電装部品比率）が、現在は35％、30年
には50％（ハイブリッド車では80％）に上昇
すると言われている。走行性、安全性、快適
性のいずれにおいても、センサーやIT、制
御という米国が強みとする技術が競争力の源
泉になってくる。

また、家電機器や携帯電話端末が、単体の
性能ではなく、その付加価値がネットワーク
やコンテンツなどのサービス提供にシフトし
ているように、今後は製造業が生み出す付加
価値全体に占めるサービス活動の比率が高ま
ることも指摘されている。もともとITやサ
ービス分野で強みのある米国企業は、自らの
強みをグローバル競争でフルに活用する動き
を見せている。

ここでは米国の大手製造業ゼネラル・エレ
クトリック（GE）の例を取り上げたい。

GEは、リーマン・ショック前までは金融
事業が最大の収益源となっていたが、現在は
エネルギーや航空機、医療機器などの産業分
野に事業構造を大転換しており、2015年には
利益目標の７割を同産業分野で達成しようと
している。その切り札となるのが2012年に発
表された「Industrial Internet」構想、すな
わちグローバルなGE製品すべてをネットワ
ークでつなぎ、収集されたデータを活用して
新たなサービスを生み出すという戦略である

（図10）。GEによれば、同社のハードウエア
を利用する航空、鉄道、電力、石油ガス、医
療機器のユーザーは、予期せぬマシントラブ
ルによってこれらの業界全体で年間1500億ド
ルもの無駄な出費を強いられているという。
こうした情報をマシンのセンサー群からイン
ターネット経由で収集・分析し、メンテナン
ス担当の作業スタッフと連携して、データに
基づく予防診断を実施すれば、マシントラブ
ルによるダウンタイムを大幅に削減でき、ユ
ーザーの生産性を大きく高めることができる
と指摘している。このようなデータに基づく
新たな顧客サービス事業を立ち上げるために
GEは、2015年までに総額10億ドルの開発予

図9　国家製造業イノベーションネットワーク（NNMI）予算
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出所）Executive Office of the President （April 2013）
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算を投入し、優れたハードウエアを武器に、
利益の大半は主にサービス事業から上げるビ
ジネスモデルをつくり上げようとしている。

GEの ジ ェ フ リ ー・ イ メ ル ト 会 長 は、
Industrial Internetの戦略を実現するには以
下の３つの要素が不可欠であると語っている。

①センサーでマシンの稼働状況を検知し、
ネットワークに接続され制御が可能な

「スマートマシン」
②ネットワークでつながっている10億以上

のマシンのセンサー群から収集される膨
大なデータを分析する高度な「アナリテ
ィクス」

③そのデータに基づいて実際にメンテナン
スを実施する「フィールドエンジニア

（モビリティ）群」
──である。ただし、特にアナリティクス

については、GEといえども１社では必要なリ
ソースを確保できず、アナリティクスの大手
アウトソーシング企業のカグル（Kaggle）、
アナリティクスに必要なシステム構築を行うピ
ボタル（Pivotal）、さらにはインターネット
のインフラはアマゾン・ドット・コム（Amazon. 
com）のクラウド基盤と連携、ハードウエア
からのエラーメッセージをリアルタイムでフ
ィールドエンジニアと情報共有する仕組みは
セールスフォース・ドットコム（Salesforce.
com）と提携するなど、多くの関連企業と連
合を組んで事業を立ち上げようとしている。

また、電力分野であればエレクトリック・
シ テ ィ ズ・ オ ブ・ ジ ョ ー ジ ア（Electric 
Cities of Georgia）、航空分野ではエアアジア

（AirAsia）、 エ ネ ル ギ ー 分 野 で は シ ェ ル
（Shell）などのローンチカスタマー（サービ
スを立ち上げる際のパートナー顧客）と共同

で、Industrial Internetによる新たなサービ
スの実証実験を開始している。2013年10月に
開催されたカスタマー向けの懇親会でイメル
ト会長は、「ラテンアメリカ最大のブラジル
のGOL航空は、航空機エンジンの効率化に
よってジェット燃料を年間20億ドル削減する
などの成果を上げた」と報告している。その
際、「われわれはこれまで顧客との関係に利
害相反があった（修理によるサービス収入を
増やすには製品は故障する必要がある）。し
かし、現在のサービスは全く異なる。アナリ
ティクスによるダウンタイムの削減は顧客の
業績向上に照準を合わせたものであり、顧客
とわれわれの利害は完全に合致している」と
語っている。

加えてGEは、「Industrial Internet Quests」
と称するキャンペーンを随時実施しており、
Industrial Internetを利用してコスト削減や
生産性向上を実現できる業界ごとの事業アイ
デアを全世界から募集し、ビジネスの対価
を、「モノの価値」から「モノを使ってオペ
レーションを最適化することによる価値」へ

図10　GEのIndustrial Internet概念図

出所）日本GEのWebサイトより引用
　　　（http://www.ge.com/jp/images/1355387813862_1.gif）

クラウドベースの
安全なネットワーク

計測機器を
搭載した産業機器

物理ネットワークと
人的ネットワーク

ビッグデータの
アナリティクス

遠隔データ／
中央集中データの可視化

機器の独自データ流の
採取と保存

機器への情報還流

機器ベースの
アルゴリズムと
データアナリ
ティクス

適切な人・機器
とのデータ共有

インダストリアル・
データシステム



52 知的資産創造／2014年1月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2013 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

と大胆にシフトさせようとしている。
再工業化を国家レベルで推進している米国

のこの戦略には、単なるコスト問題だけにと
どまらず、次世代の製造業に向けたイノベー
ションで世界をリードするという強い意志も
込められている。米国が目指す次世代製造業
とは、モノづくりと情報分野や先端材料との
融合であり、モノづくりを活かしたサービス
化である。GEのIndustrial Internetのように、
センシングデバイスを実装したハードウエア
により高度に差別化し、それを導入するユー
ザー向けのサービス事業で収益化を図るとい
うビジネスモデルは、米国らしい次世代製造
業の姿と言えるだろう。

Ⅳ 中国市場のラストフロンティア
 に賭ける

これからの日本の製造業の成長を考える
時、新興国戦略は極めて重要であり、とりわ
け、最大市場である中国とそれに次ぐインド
でのビジネスモデルをどう確立するかは喫緊
の課題である。中国には日中をめぐる政治リ
スクがあり、インドの潜在需要は巨大である
ものの、市場があまりにもローエンドで日本
企業では儲けが出せない。両国ともに日本企
業にとっては簡単な市場ではないが、だから
といって避けて通ることはできない。

1	 厳しさを増す中国の事業環境
中国の2012年の生産年齢人口（15歳以上59

歳未満）は前年比で345万人の減少となっ
た。これは建国以来初のことである。また、
現在２億3000万人の20代の人口は2015年ごろ
をピークに急激な減少が始まり、30年ごろに

は１億6000万人にまで落ち込むと見られてい
る。中国はすでに「ルイスの転換点」を超え
て、工業部門へ移動する余剰労働力が尽きた
段階にあると言われており、加えて生産年齢
人口も減少に向かうことで、豊富な労働力の
確保という魅力は薄れている。また、経済格
差是正の目的で政府は労働者への所得配分を
高める政策を推進していることから労賃の上
昇もしばらくは続き、反日感情もあって労務
管理も難しさを増している。日本企業にとっ
ての「生産基地としての中国」の位置づけは
急速に失われつつある。

一方、「市場としての中国」についても、
日本企業にとって競争環境は年々厳しくなっ
てきている。野村総研（上海）諮詢有限公司

（NRI上海）シニアコンサルタントの緒方卓
は、在中国の日本企業が直面する問題を「四
重苦」と指摘している。

第１の問題は、補助金で支援されている中
国企業との過当競争である。たとえば、研究
開発の支援金、上場企業への奨励金、人材育
成への助成金、さらには各地方政府が進出の
見返りに行う支援金や優遇税制など、中国企
業は民営企業であっても政府からの手厚い支
援を得ている。われわれが調査した中国の大
手機械メーカーは、年によっては年間100億
元に及ぶ補助金を政府から受けており、国が
支援するこうした企業が突如、急成長してく
る。このような企業との体力勝負に持ち込ま
れれば日本側に勝ち目はなく、製品力を向上
させてきている中国企業は外資企業のシェア
をじわじわと奪い続けている。

第２は、販売チャネルとの力関係の変化で
ある。かつてとは異なり製品力だけでの差別
化が難しくなるなか、販売チャネルにとっ
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て、メーカーへの依存度は低下し、逆にメー
カーは、良い販売チャネルがなければ競争に
生き残れないという状況に迫られている。日
本のメーカーはもともと経営の現地化が遅れ
気味で、販売チャネルに対する管理能力はそ
う高くない。力関係が変化して販売チャネル
がメーカーに対して優位に立つようになる前
に既存の代理店への出資、長期的な戦略提携
契約などの対応が必要となる。

第３の問題は、内陸部市場への進出の遅れ
である。中国市場の成長ゾーンは沿岸部から
内陸部へとシフトを続けている。しかし、内
陸部には沿岸部ほど「日本流」は通用しな
い。そのため、事業の現地人幹部の登用が遅
れている日本企業は、現地流のビジネスの要
領がわからないために内陸部への進出に関心
を持てない、あるいは進出したくてもできな
いというケースが見られる。

第４の問題は、反日の長期化に伴う政治リ
スクである。現下の中国の政治体制において
対日強硬姿勢は長期化が予想され、日本ブラ
ンドに対する親近感は低下してきており、自
社内の従業員管理面においても難しさが増し
ている。これらのハンディキャップを超えて
業績を上げるには一にも二にも経営の現地化
が必須である。

このような背景から緒方はここ数年間、日
本企業には中国事業の再点検が必要であり、
場合によっては思い切った戦略転換も必要で
あると主張している。　

2	 厳しさの中での事業の再構築
（1）		事業の選択と集中

言うまでもなく、競争環境が変わり優位性

がこれ以上維持できなければ、撤退の判断を
しなければならない。ただし単純な撤退は、
従業員の解雇に伴う紛争や、結果として莫大
な補償金の支払いを伴ったり、あるいは地元
の雇用や税収減懸念により政府機関から撤退
許可が得られなかったり──などの理由から
容易ではない。

従業員への補償については、当該事業を第
三者へ売却できれば雇用は維持できるため、
単純な撤退に比べれば対応は容易となる。報
道によれば、東芝は無錫の半導体工場を台湾
系企業に譲渡して雇用や福利厚生を維持する
ことで事実上撤退している。ペプシコも同様
に、台湾系飲料メーカーに事業を売却するこ
とで撤退している。

また、政府機関からの認可は撤退の大前提
となるが、日本企業の場合、日本本社からの
事実上の「ミルク補給」で中国現地事業の見
かけの収支が良好となっているなど、突然の
撤退に対して地元政府からの許可が得られな
いケースもある。従業員の補償等を手厚くす
るのは当然であるが、地元政府には時間をか
けて丁寧に説明する、あるいは工場跡地の利
用価値（商業地や住宅地利用）を説明して事
業継続よりも撤退のほうが地元にとってプラ
スであるとの主張をするなどの対策も必要と
なる。

あるいは、休眠会社として事実上の撤退を
図る方法もある。いずれにしても、事業の選
択と集中と言葉で言うのは簡単であるが、実
際にそれを実行するには入念に計画し時間を
十分にかける必要がある。

（2）		新たな提携による戦略転換

一方、最近では事業の再建や競争力強化を



54 知的資産創造／2014年1月号

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2013 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

中国企業との提携によって再構築しようとす
る動きも活発化している。2013年夏以降の報
道を見ても、６月に発表されたサントリーと
青島ビールとの合弁設立、９月に発表された
日清オイリオと中糧集団（中国最大の食品企
業）との合弁設立などはその好例である。

サントリーと青島ビールの例では、地域を
上海市と江蘇省に限定して、折半出資の生産
会社と、同じく折半出資の販売会社を設立す
る。サントリーはビール分野で一時期、上海
地区で４割のシェアを持っていたが、その後
の競争の激化でシェアが低下していた。ライ
バルの中国系企業とは物量面で劣勢に陥って
おり、生産面では原材料等の調達力、販売面
では自社の販売量だけでは販売促進費が必要
十分に投下できないなどの課題を抱えてい
た。一方、青島ビールは中国全体ではシェア
２位であるが、上海市、江蘇省地区では弱く
赤字に陥っていた。市場が飽和する中で単独
でのシェア拡大は難しいと判断していた。こ
のような両社の思惑が合致して合弁設立に至
ったわけである。生産合弁はサントリーが主
導し、青島ビールの調達力を活用して原材料
仕入れ価格の大幅改善を目論んでいる。販売
合弁は逆に、現地流の販売ノウハウに精通す
る青島ビール側が主導して運営が始まる見通
しである。両社の強みと弱みを補完し合い、
両社の課題を同時に解決する優れた戦略提携
の事例と言える。

日清オイリオと中糧集団の事情も類似して
いる。食用油は政府が事実上の価格統制を行
っており、また、政府から財政支援を受ける
中国企業大手との競争で、日清オイリオの中
国事業は厳しい状況下にあった。ただし、日
清オイリオはヘルシーオイルなどの中国メー

カーにはない高付加価値製品も持っており、
販売チャネルさえあれば製品力でまだまだ市
場で戦える能力があった。中糧集団との今回
の提携は、報道によると日清オイリオの中国
子会社の株式の51％を中糧集団に譲渡し、独
資から合弁会社に変更する。この提携により
中糧集団の強力な国内販売チャネルが活用可
能となり、日清オイリオの高付加価値製品の
販売を強化して事業の立て直しを図る。

ここで取り上げた２つの事例に共通するの
は、日本企業が持つ商品力・技術力を、中国
企業の調達や販売の圧倒的な物量の力に委ね
て、中国事業の再建を図っている点である。

日本企業ばかりではない。2013年10月の報
道によれば、香港上場の中国国有大手流通業
の華潤創業が英国流通大手のテスコと小売事
業を統合することになった。テスコは2004年
に中国に進出したものの、激烈な販売競争の
中で134カ所の店舗網を持ちながら、近年は
赤字に陥っていた。テスコはこれ以上の自社
単独での事業再建は難しいと判断し、華潤創
業が８割、テスコが２割を出資する合弁新会
社に中国事業のすべてを譲渡し、２割の株式
取得に当たって約43億香港ドルを支払うとい
う提携を行った。新会社の２割の持ち分につ
いては将来の株式上場益を期待しつつ、実質
的には中国事業からの撤退、華潤創業への事
業譲渡となる。

緒方によれば、これらの事例からわかるこ
とは、多くの外資企業にとって中国での単独
での競争はよほどの商品力やブランドを持た
ないかぎりは難しくなっており、遅かれ早か
れ、特に販売面の弱点を補うための中国企業
との提携が、中国での生き残りには必須とな
るだろうとのことである。



55日本の製造業再生への課題と対応

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2013 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

3	 中国市場のラストフロンティア
	 への参入

一方で、中国にはまだまだ未開拓の市場が
存在しており、成長のポテンシャルは、数あ
る新興国の中でも依然として群を抜いて大き
い。ASEAN（東南アジア諸国連合）をすべ
て合わせても６億人の規模であり、中国の１
つの都市圏の市場はアジア１国の市場より大
きいこともある。無理に中国全土で成功しよ
うとせずに重点化した地域に特化した戦略で
着実に成功を期する発想も有効である。

（1）		後発内陸部の市場ポテンシャル

野村総合研究所（NRI）は中国の経済発展
と国内市場との関係を、図11のように３つの
ステージに分けて考えている。ステージ１
は、改革開放から2000年代にかけて中国国内
市場を牽引したいわゆる沿岸部、さらにリー
マン・ショック後に成長が加速した先発内陸
部をステージ２、そしてこれからの成長が期
待される後発内陸部をステージ３として定義
している。ステージ１に相当する地域は、市

場の飽和に伴って、前節で述べたようにすで
に激しい競争にさらされており、日本企業も
事業の再構築を迫られている。ステージ２の
市場は現在も中国内需の牽引役であり、市場
拡大の中心である。ステージ３はこれから開
花する市場であり、ある意味で中国に残され
ている最後の市場、すなわち「ラストフロン
ティア」市場と言える。

NRIグローバル製造業コンサルティング部
の上級コンサルタント張翼らは、後発内陸部
を「地級」（省級の下の行政区分で、市・州・
地区がある）レベルに分解し、それぞれの地
級市（州・地区）の産業構造の特徴を「製造
業型」「資源型」「観光業型」「物流・交易
型」「産業基盤不在型」に分類して１人当た
りGDP、および世帯可処分所得を予測した

（詳細は、張翼・小川幸裕「中国ラストフロ
ンティアの成長ポテンシャル」『知的資産創
造』2013年６月号を参照されたい）。

分析の結果、経済発展スピードが最も速い
のは製造業型であり、その後に資源型、物
流・交易型、観光業型と続いていく。製造業

図11　中国の経済発展ステージ

ステージ1　沿岸部 ステージ2　先発内陸部 ステージ3　後発内陸部

●　沿岸部の三大経済圏の経済成長が
中国全体を牽引

●　1980年代から20年間の高度成長
を実現

●　経済成長のエンジンが沿岸部から
内陸部にシフト

●　2000年頃から離陸し始め、リーマ
ン・ショック後に本格化

●　まだ経済・産業が離陸していない
最後の「内陸9省」

●　今後、経済成長が本格化していく
見込み
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型は、すべての層にわたって世帯所得が均質
的に向上していくため、域内個人消費という
点では他の類型に比べると魅力がある。ま
た、資源型は域内での貧富の差が大きくな
り、富裕層の形成という点では最もスピード
が速いなどの特徴を持つ。

これらの分析結果から張らは、後発内陸部
の中でも製造業型の密集するエリアが市場
ポテンシャルとしては有望であると判断し、
図12に示す３つのエリアに注目している。た
とえば、われわれが「中間層以上」と呼ぶ年
間世帯所得５万元以上（自動車を初めて購入
するエントリー層に相当）の世帯数で見る
と、フフホト・太原エリアでは2020年に1140
万世帯に達する見通しである。われわれがか
つて推定した北京オリンピックの2008年時点
の上海、北京、広州３市の中間層以上世帯数

は約1100万世帯であったことから、フフホ
ト・太原エリアでは、あと６年もすれば北京
オリンピック当時の沿岸大都市３市と同規模
の市場が顕在化することになる。

（2）		ラストフロンティア市場への進出戦略

日本企業の中でも、1997年に四川省成都市
に進出したイトーヨーカ堂、および94年に湖
南省長沙市に進出した平和堂は、これらの地
域がまだフロンティアであった時代に他社に
先駆けて進出したことで、現地におけるブラ
ンド力では今でも圧倒的な優位性を築いてい
る。つまりラストフロンティア市場における
先行者利得は大きいのである。VWは、上海
市や長春市、成都市などの沿岸部、先発内陸
部の工場に続き、新疆ウイグル自治区のウル
ムチ市に工場を建設済み（2013年本格稼働）

図12　後発内陸部（ステージ3）の注目エリア

製造業型

資源型

観光業型

物流・交易型

産業基盤不在型

フフホト・太原エリア

貴陽・昆明エリア

南昌・九江エリア

2020年の中間層以上所得：1,140万世帯

2020年の中間層以上所得：815万世帯

2020年の中間層以上所得：813万世帯
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で、さらには内モンゴル自治区のフフホト市
にも工場建設を計画中と発表している。「Go 
West」戦略と称して後発内陸部への地歩固
めを着々と進めている。

筆者は2013年11月下旬にVWが入居するウ
ルムチ経済技術開発区を訪問した。開発区の
総面積は480km2、人口は27万人あまり、
2012年の開発区の固定資産投資は250億元

（約4100億円）、経済成長率は20％以上と目覚
ましい発展を遂げていた。進出企業数は約
600社でこのうち外資企業は40社あまりであ
るが、欧米系、韓国、台湾系が中心で残念な
がら日本企業は１社もない。VWの中国代表
はウルムチ工場竣工式において、「われわれ
が1985年に中国に進出したとき、中国市場に
関心を持つ自動車メーカーはVW以外に１社
もいなかった。そのとき誰が今の中国のモー
タリゼーションを予想できただろう。今、ウ
ルムチに立つ気持ちはそのときと全く同じで
ある。今回も奇跡が必ず起こると信じてい
る」と語ったという。新疆ウイグル自治区は
ロシア、カザフスタン、パキスタンなどの８
つの国と国境を接している。VWは同自治区
周辺の中国市場だけでなく、中央アジア周辺
国までを視野に入れた戦略を考えている。い
つの時代でも中国市場で勝利する早道は誰よ
りも早く参入することである。

一方、東風日産も後発内陸部へのディーラ
ー展開を加速しており、専用中型トラックを
移動型ショールームに改造しキャラバン隊を
組んで販売プロモーションを展開する、ある
いはディーラーも、通常のサービス工場が付
帯する1000m2クラスではなく、250m2程度
で他ブランドも併売できる小型ディーラーを
展開するなど、効率的な販売マーケティング

を行っている。
ところで、後発内陸部には、優秀な人材を

集めることが難しく生活環境も厳しい、ある
いは地元行政機関の手続きが非効率であるな
どのデメリットがある。他社に先駆けてでき
るだけ早く進出し、デメリットを克服しなが
ら事業をじっくりと育て、その地域で圧倒的
なブランドを構築する──このような中国事
業の今後の成長戦略もぜひ検討しておきたい。

以上のように中国は難しい市場であるが、
消費財やサービス分野であれば守りをしっか
りと固めつつ、攻めは地域の選択、重点化を
図れば成長の機会はまだまだある。また事業
の再構築に際しては中国企業との提携が重要
な手段となるだろう。一方、部品や素材など
の生産財分野では圧倒的な技術力で中国事業
を拡大させている日本企業もある。いずれに
おいても急速に変化する経営環境へのウォッ
チと継続的な競争力の点検が必要である。

Ⅴ インドの強みを活かす戦略

足元のインド経済はルピー通貨の下落が物
価高を招き、それへの対応策である政策金利
の引き上げが購買意欲を減退させるという悪
循環の中にある。2013年４〜６月期まで経済
成長率は３四半期連続で５％を切っており、
13年度の経済成長率について世界銀行は、従
来予想の6.1％から4.7％へと大幅に下方修正
した（2013年10月16日発表）。

しかし、人口から見たインドの消費市場の
潜在規模は膨大で、優秀なエンジニアも豊富
など他国にはない人的リソースという魅力が
ある。やはり今後の新興国戦略を考えるうえ
でインドは中国と並び重要性が高い。
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1	 勃興が始まった中間層市場
NRIではインドの都市を発展段階別に４つ

のグループ（Tier）に分けている（図13）。
この分類に沿ってNRIが実施したインド都市
部の中間層（年間世帯所得で25万ルピー以上

の世帯）の予測を図14に示す。25万ルピーと
いうと約40万円（１ルピー1.6円換算）であ
る。モータリゼーション初期の段階で初めて
の自動車の購入価格は年間世帯所得の２倍程
度とよく言われるが、おおむね25万ルピーと

図14　インド都市部の中間層の発生予測
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図13　インド都市部の分類
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いうのは、自動車が初めて買えるような段階
に達した世帯に相当する。グループ別に中間
層を予測すると、中間層はTier1・Tier2を中
心に急増し、インド都市部全体で、2012年に
1250万世帯だった同層は、24年までに3800万
世帯に拡大する見込みである。

また、図15のように中国との比較で見る
と、インドの2012年は中国の05年に類似して
いる。しかし詳しく見ると、インドは中国ほ
ど中間層から高所得層へのシフトが進まず、
貧困層から中間層へのシフトも中国に比べれ
ば鈍い。所得上昇のスピードは、総じて中国
よりも遅いという特徴が見られる。中間層が
拡大するのもTier1・Tier2の大都市圏がまだ
中心である。したがってインド市場は、中国
のように先進国仕様に近いハイエンドの製品
がすぐに売れるようになることはなく、市場
が地方へすぐに急拡大するわけでもない。価
格を十分に抑えた製品・サービスがなければ
インド市場では通用せず、事業拡大のスピー
ドに過度な期待をすべきではない。

　
2	「エンジニアリング・サービス・
	 アウトソーシング（ESO）」業界

インドの強みは何と言っても優秀なエンジ
ニアリング人材が豊富なことである。インド
の工学系の大学卒業生は2011年で年間108万
人、そのうち47万人がIT系の卒業生である。
一方、中国の工学系の大学卒業生は2011年で
208万人と言われている。中国はインドのほ
ぼ２倍であるが、インド人材はすべて英語で
オペレーションができ、こうした豊富な人材
を活用したアウトソーシングというビジネス
モデルが発展してきた。

著名なのはIT分野のアウトソーシングで

あるが、近年では機械設計やプラント設計な
どの設計開発のアウトソーシングビジネスも
急成長している。後者は「ESO（エンジニア
リング・サービス・アウトソーシング）」業
界と呼ばれ、当初は、コンピュータ上での

図15　中国を追うインドの中間層市場
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CADやCAEなどの設計の一部業務の請負に
とどまっていたが、最近では、部品レベルの
独自設計や試作品の評価・改良、さらには自
動車のアッパーボディ設計をフルターンキー
で請け負うなど、業務の一部切り出しではな
く、複雑なすり合わせが必要な設計プロセス
全体を受託するようになっている。こうした
ESO事業者には、自動車メーカーの設計開発
部門がそのままスピンアウトした企業や、ま
た、主にソフトウエア開発のアウトソーシン
グ企業がそのIT技術者を活用してCADや
CAEなどの機械設計業務を請け負うビジネ
スを立ち上げ、そこから発展した企業もある

（前ページ図16）。
自動車にかぎらず、インドのESOでは航空

機のCAE業務やエレクトロニクス機器の設
計・試作の請負、複写機の設計業務の一括請
負なども行っており、インドは、ITだけで
なく製造業の設計開発アウトソーシングの集
積地にもなろうとしている。

3	 フルーガル・エンジニアリング
	 への挑戦

インドには「ジュガード（Jugaad）」とい
う言葉がある。「何もなくてもあり合わせの
もので工夫して解決する」という意味で、な
ければないなりの対応策を創意工夫によって
考える精神がインドにはもともとある。

エンジニアリングにおいても同様で、最新
の設備がなくても、最新の部品や材料が手に
入らなくても、消費者が必要としているニー
ズを最低限満たすだけの安価な製品を生み出
すという考え方で設計開発を行う。これは

「フルーガル・エンジニアリング」と呼ばれ
ている。フルーガル（frugal）は「倹約」の

意味であるが、フルーガル・エンジニアリン
グとは日産自動車のカルロス・ゴーン会長兼
社長が2006年ごろにインドを視察した際の発
言に由来するとされる。「ジュガード・イノ
ベーション」とも言われ、インドでの設計開
発の魅力を表す言葉として使われている。ゴ
ーン氏は、「フランスや日本、米国が、基盤
技術もなく有力なサプライヤーもいないイン
ドのような状態であれば、みんな諦めてしま
うだろう。しかしインドでは諦めない」と語
っている。前掲のように、中間層といっても
インドの消費者の所得はまだ低く、そこでも
受け入れられる製品を開発するには、インド
式のフルーガル・エンジニアリングでなけれ
ば通用しない、というわけである。

たとえば、ホンダは2013年春に、「AMAZE
（アメイズ）」と命名された小型コンパクトセ
ダンをインドで発売し、その後販売が急成長
している。AMAZEの車台は、東南アジア専
用車としてタイで開発された「BRIO（ブリ
オ）」の仕様をそのまま使い、エンジンは欧
州で生産している1.6ℓのディーゼルエンジ
ンをラインアップに加えた。エンジンブロッ
クなどの基本的な部分は欧州仕様のエンジン
をそのまま持ち込み、ダウンサイジングの追
加設計はインド国内で行った。インド専用車
をゼロから開発するのではなく、車台はタイ
から、エンジンは欧州から持ち込み、それに
インド独自設計のアッパーボディをつないで
１台の車に仕上げている。なければないなり
に、欧州やタイから原型を持ち込んでインド
流の設計開発のみをインドで行った結果、
AMAZEの仕様はインドの消費者のニーズに
しっかり合致し、不要な機能を徹底して省
き、現地の部品をできるだけ活用することで
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コストを大幅に下げることも実現している。
日産自動車もフルーガル・エンジニアリン

グをインドで活用して「Datsun（ダットサ
ン）」ブランドを立ち上げている。チェンナ
イにルノー・日産テクノロジー＆ビジネスセ
ンターインディア（RNTBCI）を設置し、約
3000人体制で、間接的な事務業務のアウトソ
ーシングから、CADなどの定型業務の請負、
さらにはDatsunブランドの車両開発をプロ
ジェクトベースで行っている。ホンダと同様
に車台は既存のものを転用して開発期間とコ
ストを圧縮している。また、インドの特徴で
あるITを活かしたデジタルエンジニアリン
グを積極的に導入し、現地での開発リソース
の不足をESOで補完しながら、派生車種の開
発を進めている。2014年には、インドで開発
されたDatsunブランドが、インド国内だけ
ではなく、インドネシア、ロシア、南アフリ
カにも出荷される予定である。さらに2015年
以降には、新興国向け専用の車台までインド
で開発すると発表している。

日産自動車は、すでに「Nissan（ニッサ
ン）」と「Infiniti（インフィニティ）」という
２つのブランドを保有しているが、今回、イ
ンドを本拠地として開発されるDatsunにつ
いてゴーン氏は、「この３つのブランドには
少しの重複もない。ターゲットセグメントを
広げるためにブランドイメージを変更せず、
それぞれを強いブランドに育てる」と明言し
ている。

4	 グローバル戦略のなかでの
	 インドの位置づけ

NRIインドのグループマネージャー坂本遼
平によれば、「自動車を例に取ると、これか

らの５年間で世界市場は2000万台強の伸び代
（成長幅）があるが、その内訳は先進国が約
２割、新興国が約８割である。その新興国の
うち半分が中国、残りが中国以外、また中国
以外で最大の伸び代があるのはインド」であ
る（図17）。ひとくちに新興国と言っても、
圧倒的な市場の大きさを持つ中国の場合、現
地化した体制のもと、膨大な内需に対応した
中国専用車を開発していくことが可能である
が、中国以外の新興国では、開発から生産、
販売までの完結したバリューチェーンをつく
れるだけのボリュームはない。坂本は「生
産、販売は現地化で対応するとしても、効率
を考えると開発についてはどこかに集約すべ
きで、中でもインドは最も有力な候補地にな
る」と語っている。

たとえばGEが、グローバルR&Dセンター
を米国とインドにそれぞれ２カ所、その他の
国ではブラジル、中国、ドイツに１カ所ずつ
配置しているのを見ても、インドの存在感は

図17　世界の自動車市場の今後5年間の成長幅

出所）IHS Global Insightデータより作成
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大きい。インドの２つのR&Dセンターは合
計で5000人近い規模となっており、ヘルスケ
アや航空機、素材などを開発している。ユニ
リーバもムンバイとバンガロールにR&Dセ
ンターを持ち、それらはインド向けだけでな
く、たとえばメキシコやインドネシアなどの
新興国の低所得層向け浄水器を開発するな
ど、新興国向けの開発拠点としての役割を担
っている。

これらの事例に共通するのは、グローバル
な開発拠点を初めから一気に構築するのでは
なく、段階を踏んで育成していくという考え
方である。まずは評価や試験、あるいは熟練
度が低い設計業務をインドへ移管し、次はイ
ンド向け製品を設計開発させ、その次の段階
で新興国向けやグローバルな設計開発の拠点
化を図っている。ルノーと日産自動車との合
弁である前掲のRNTBCIは、給与計算などの
グローバルな間接業務をルノーがここに集
約・移管するところからスタートし、その後
にCADやCAMのエントリー業務、そしてこ
れからは新興国ブランドのDatsunの設計開

発拠点としての役割を担い、将来的にはESO
を活用し、車台も含めた開発までも視野に入
れているという。

いずれの事例においても、グローバルな戦
略の中でインド拠点の位置づけを明快に定義
している。すなわち、「初めはインド国内市
場からスタートするとしても、それだけの拠
点ではなく、その先には日本、欧米、中国に
次ぐグローバルな設計開発活動、とりわけ新
興国事業にとっての主要拠点に育成する」と
いう定義である。なぜそう定義づけられるの
かと言えば、第１に、設計開発のリソースを
投入してもそれらを回収できるだけの規模の
市場がインド国内に存在していること。第２
に、新興国の消費者が求める製品をつくるに
は開発・製造コストを徹底して削減する必要
があるが、インド国内にはそれを実現する豊
富なエンジニアリング人材、および開発を安
価にアウトソースできるESOの存在がある。

設計開発をインド国内で現地化すれば、部
品や素材も安価なインド国内品を活用でき、
製造コストを大幅に引き下げることができ

図18　日本とドイツの産業別GDP構成比

出所）National Accounts Main Aggregates Database, United Nations（http://unstats.un.org/unsd/snaama/dnllist.asp）より作成
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る。その結果、インド国内向けのみならず、
アフリカなどの新興国向け製品の開発も可能
になる。インドはその潜在的な市場という魅
力だけではなく、新興国のボリュームゾーン
を攻略するためのグローバルな本拠地として
の立地優位性を持っている。

Ⅵ 日本の製造業再生への
 課題と対応

1	 ビジネスモデルの改革への挑戦
（1）	 新興国で効率的に展開するための	
	 アーキテクチャー

再びドイツの議論に戻ってみたい。ドイツ
と日本には共通点が多い。2011年のGDPの
産業別構成比を見ると、製造業の比率がドイ
ツは22％、日本は21％である（図18）。輸出
主導型であり、産業の主力は製造業であり、
その中でも自動車のウエイトが高いという特
徴も似ている。

大学の世界ランキングで見ると、ドイツの
大学は日本以上に上位に入らない。2013−14

年のランキング（英国Times Higher Edu-
cation発表）では、日本は最高位の東京大学
でも23位、一方ドイツの最高位はミュンヘン
大学の55位である。だからといって両国のイ
ノベーションの地力が劣っているわけではな
い。製造業の領域ではいまだに日本・ドイツ
とも世界最高水準にある。

日本の製造業は、設計開発段階でのすり合
わせによる品質への強いこだわりと、生産現
場での不断の改善がものづくりの基盤を支え
てきた。ドイツも日本と同様にものづくりと
いう基盤があるが、第Ⅱ章で述べたように、
新興国向けのビジネスを先進国とは区別し、
アーキテクチャー（設計思想）を複線化する
取り組みに挑戦している。ドイツは原理原則
に頑ななこだわりを見せる一方で、合理的に
発想を切り替える大胆さがある。

シーメンスも「SMART戦略（新興国向け
の製品群の総称、Simple、Maintenance friend-
ly、Affordable、Reliable、Time to market
の頭文字を取ったもの）」と称して、先進国
向けのビジネスとは異なり、安価で機能を単

図19　日本およびドイツの製造業の分野別乗数効果

出所）GTAP8（Global Trade Analysis Project）2007年データに基づき作成
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純化してメンテナンスの手間がかからない製
品群のビジネスを新興国で立ち上げている。
たとえば同社のヘルスケア分野のSMART戦
略の拠点は上海にあり、市場のニーズにタイ
ムリーに対応するために、ドイツ本国の発想
の影響を受けないよう、新興国向けのビジネ
スは新興国に本社を構えて取り組んでいる。
ある意味では、母国の本社に対して新興国に
第二本社をつくるようなものである。

製造業の強みが類似している日独に、新興
国ビジネスでは大きな差が生まれてしまって
いる原因は、企業の戦略構築の大胆さとそれ
を可能にするグローバル人材の層の厚さであ
ろう。技術の蓄積は母国に残しながらも新興
国市場に対応するための設計開発は思い切っ
て現地に移管する──このような戦略の大胆
な組み換えは日本企業にも可能であると思う
が、それを新興国側で支える人材について
は、質、量ともに伴っていない。

前ページの図19は、野村マネジメント・ス
クール上級研究員の森健による、製造業の各
分野の乗数効果の日独比較で、これによれ
ば、「自動車および部品」「エレクトロニクス
製品」「一般機械」「金属製品」などの輸出の
主力分野では、日本のほうがドイツよりも乗
数効果が大きい。特に、意外なことに日独の
自動車分野の乗数効果の乖離が大きい。これ
はドイツで生産される自動車は日本に比べて
素材や部品の輸入が大きい（国内調達比率が
低い）ことを意味している。経済効果が海外
に流出しているとも見られるが、同時にグロ
ーバルな調達が日本よりも活発であるとも言
える。エレクトロニクスや一般機械も同様で、
ドイツに比べて日本は産業ピラミッド（調達
システム）が日本国内にまだ残っている。

これからの日本は、調達の現地化を含めて
事業のバリューチェーンを新興国側に構築し
つつ、ぎりぎり踏みとどまっている国内の産
業ピラミッドも活用する道を考えたい。その
ためには、グローバル化と同時に新興国とは
異なる、日本でしか実現できない技術やビジ
ネスモデルを国内で開発しなければならない。

（2）	 モノとサービスを融合したビジネス	
	 モデル

ICTを活用して製造業のサービス化で新た
な付加価値を見出すアプローチについては、
安倍政権が提言する「日本産業再興プラン」
でも触れられている。

ICTの進化は、ICTが企業の業務システム
の効率化にとどまらず、ビジネスそのものの
革新を起こさせる時代になっている。GEが
単なる機械システムの納入ではなく、データ
アナリティクスの活用とそれらのシステムの
運用で顧客に付加価値を提供するビジネスへ
シフトしている様を紹介した。国内企業の事
例ではコマツの「KOMTRAX」も同様で、
ICTによって製造業はモノとサービスを融合
したビジネスモデルへと急速に変化してきて
いる。

ドイツは2013年８月に「Industrie4.0」と
いう政策を発表している。連邦政府経済省が

「第四の産業革命」と標榜しているもので、
生産現場のさまざまなデータを収集して工場
全体の運営を統合的に監視し、さらに顧客や
取引業者のシステムともネットワークで結ぶ
ことで、生産プロセスの効率化や最適化、コ
ストの大幅削減を実現することを目指してい
る。次世代製造業の模索を続けている米国、
ドイツ両国とも、ICTが重要な鍵を握ってい
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る点に共通項がある。
日本の一般的な製造業では、制御系のICT

技術者は事業部の設計開発部署に多く所属
し、一方、業務システムの業務設計やIT調
達にかかわる情報システム部は本社機構に設
置されている。ただし、モノとサービスの融
合というビジネスモデルにICTをどう使うか
という検討になれば、既存のIT関連組織の
リソースだけではやりきれない。ハードウエ
アにどのようなICTを埋め込むか、自社だけ
でなく顧客や取引先を結んでどのようなサー
ビスのビジネスモデルをつくり上げるのか、
さらにそれらをすべて連係させる業務とそれ
を支えるITとをどう構築するか、ICTに精通
した技術者、ハードウエアの設計技術者、ビ
ジネスモデル企画に精通したスタッフが一体
となった全社横断的なIT組織の強化が必要
である。

2	 グローバル人材経営への
	 課題と対応

筆者は、グローバル化の進化という観点か
ら考えた場合、ビジネスモデルの議論も大切
だが、より重要なのはグローバル人材の育成
と活用という視点であると思っている。連結
売上高が２兆円を超え、売り上げの５割以上
を海外で上げる日本たばこ産業（JT）の小
泉光臣代表取締役社長兼執行役員は、『NRI
マネジメントレビュー』（25号、2011年、野
村総合研究所）において（当時、代表取締役
副社長たばこ事業本部長）、「業績を決定する
最大の要素は、目新しい仕組みではなく、ヒ
ューマンウエア（人財）によるところが大き
い」と語っている。

（1）	 ドイツに見るグローバル人材の	
	 育成の覚悟

前述のように、ドイツの製造業は日本が苦
戦する新興国であっても躍進を続けている。
その差の一つは人材にある。ドイツ企業は大
手から中小まで人材のグローバル化が日本よ
りもはるかに進んでいる。ドイツは９カ国と
国境を接しているため外国との人的交流が盛
んである。ドイツの人口の約１割は外国人で
あり、都会であればその比率はさらに高い。
たとえば、ドイツ大手企業の本社が多く立地
するミュンヘンでは、５人に１人が外国人で
ある。EU市民であればドイツ企業で働くた
めの労働許可は不要であり、そうでない外国
人でも１企業で８年間勤務するなどの条件を
クリアすれば容易に永住権を得ることができ
る。また、均等待遇法によって雇用等の経済
活動において、人種や国籍を理由とする差別
は禁止されており、外国人がドイツ企業の幹
部として勤務するための環境が整備されてい
る。ある意味で、日本が真にグローバル化を
成し遂げるためには、大量の海外移民の受け
入れは必然かもしれない。

大手企業の会議が英語で行われるのは日常
的であり、管理職にはある一定期間の海外勤
務を義務づけるなど、外国人社員の受け入れ
と同時に、ドイツ人社員のグローバル化にも
多大な努力をはらっている。人材のグローバ
ル化が進んでいるのは大企業に限らない。中
小企業の経営者もまた、自らが果敢に海外顧
客と直接取引に臨み、社員全体で異文化対応
能力を高める研修に取り組むなど、グローバ
ル化への覚悟が際立っている。

会社を人、モノ、カネでたとえることがあ
る。日本企業は確かに商品力（モノ）、財務
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力（カネ）はグローバルレベルにあるが、人
についてはどうであろうか。グローバルでも
トップレベルの人材が日本企業に集まってい
るだろうか。企業活動の中枢における海外人
材の活用は、現状では明らかに限定的である。

（2）	 リーダー育成とマネジメント機構の
	 刷新

最近では、日本本社で外国人社員を採用す
る、公用語を英語にする、外国人役員を登用
して取締役会や経営会議の公用語を英語にす
るという企業も増えてきている。しかし、こ
うした外国人社員や外国人経営者が真の戦力
として機能するかどうかは難しい問題である。

NRI経営コンサルティング部上級コンサル
タントの内藤琢磨によれば、強い組織となる
には、以下の「３つの結集力」が必要である

（図20）。まずは個人同士が結集すること（個
人の連携）。そのためには視座が高く視野の

広い組織リーダーが必要である。次にその組
織（チーム）同士が結集すること（組織間の
連携）。そのためには組織の壁をつくらず連携
しやすい風土や組織構造が必要である。そし
て第３はその組織（本部や部）が経営チーム
の下で結集すること（全社的連携）。そのた
めにはグローバルに存在する多国籍な組織群
を束ねる責任者として、経営者自身のリーダ
ーシップが必要になる。多国籍化した社員を
束ねる組織リーダーや多国籍化した社員から
なる組織が有効に連携できる風土や組織構造、
多国籍化した組織すべてを統率する経営者と
いう３つの要素が伴わなければ、外国人社員
をただ単純に多く採り入れたからといって事
業の国際競争力が強化できるわけではない。

経営リーダーが外国人である場合、あるい
は、海外赴任経験が豊富なリーダーがトップ
に就任した場合は、トップダウンでグローバ
ル人材を一気に登用し公用語を英語に大胆に

図20　強い組織づくりに必要な3つの結集力
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切り替えるなどの対策が打ち出されることが
ある。しかし、多国籍チームを束ねる現場の
リーダーが十分に育っているか、あるいは組
織KPI（重要業績評価指標）や管理会計上の
指標によってリーダーの評価が透明性のある
手続きで行われるようになっているかなど、
真のグローバル経営に向けては、外形的なグ
ローバル化にとどまらず、組織の管理や人の
育成まで含めた仕組みが必要である。ただ
し、これらは一朝一夕では構築できない。計
画性を持って取り組む必要がある。

本社や海外現地法人を含めた連結ベースの
人材の中からリーダー候補を発掘し、育成し
ていく仕組みについては、一部の大手企業で
は導入が始まっている。グローバル人材の登
用が進む日産自動車では、事業部門からはポ
スト情報が、人事部門からは人材プロファイ
ル情報が提供され、ポストと人材についての
マッチングの意思決定がグローバル規模で行
われている。味の素では海外現地法人の役員
の現地化比率５割を目標に、社長を委員長と
するグループ人材委員会において、約300の
グローバル基幹ポストを候補人材のデータベ
ースから選抜している。

欧米企業では、国籍を問わずリーダーを選
抜、育成することで人材の多国籍化が進んで
いる。事業がグローバルになれば人材もグロ
ーバルになる。日本企業は、事業はグローバ
ルであるが人材はいまだに日本人が中心であ
る。日本人のグローバルリーダー育成で間に
合えばもちろんそれがベストであるが、事業
の広がりに対応して増加する海外ポストの数
を日本人だけで埋め合わせることは無理であ
る。そうであれば、リーダー育成と組織運営
を多国籍の人材が担うことを前提に改革を進

めなければならない。日本企業にとってのビ
ジネス上の課題が、先進国よりもとりわけ新
興国にあるならば、中国、インド、あるいは
東南アジアでの現地リーダー育成と人材マネ
ジメントシステムの刷新が求められる。

ドイツ、米国という先進国が奇しくも製造
業強化に取り組んでいる実態、さらにこれか
らの主戦場である新興国の代表例として中国
とインドでの戦い方について議論を進めてき
た。ドイツ企業は技術開発を先進国（母国）
と新興国とで分担するという発想で、両者の
ビジネスを複線的に運営しグローバルな事業
を伸ばしている。米国は、得意とする高度な
ICTをハードウエアと融合させる新たなビジ
ネスモデルへの取り組みで成長を図ってい
る。その狭間で日本企業はどのような活路を
見出すべきか。一つ共通して取り組まなけれ
ばならないのは、本章で述べたグローバルリ
ーダー人材の育成であろう。これからのグロ
ーバル競争は、世界の各地域の持つ優位性を
どう取り込むかの競争である。そのために
は、相当数のグローバルリーダーを育てなけ
ればならない。

円安により足元の業績は一気に回復してき
ているが、これまで取り組んできた改革がこ
こで中途半端に終わることだけは避けなけれ
ばならない。危機感をしっかり持って、グロ
ーバル市場への対応に、今一度、取り組みた
い。

著 者

此本臣吾（このもとしんご）

常務執行役員コンサルティング事業本部長、システ
ムコンサルティング事業本部長
専門はグローバル製造業の戦略立案、中国・アジア
の産業政策立案など
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サービスイノベーション時代のIT

Ⅰ　テクノロジーイノベーションからサービスイノベーションの時代へ
Ⅱ　企業におけるIT活用の変化
Ⅲ　サービスイノベーションを推進するITトレンド
Ⅳ　望まれる顧客視点でのサービス構築
Ⅴ　サービスイノベーション時代に向けた日本企業の課題

綿引達也 古明地正俊

C O N T E N T S

1 イノベーションに関する議論は、従来、研究・開発が企業の成長に重要な役割を果たす
製造業を中心に語られてきた。しかし先進国では、経済活動の約80%がサービス分野と
なり、同分野におけるイノベーションへの注目が高まっている。また、その促進役であ
るIT（情報技術）への期待が高まっている。

2 技術の進化に伴い、企業情報システム（以下、情報システム）はより幅広い経営課題の
解決のために利用されている。企業におけるIT活用は、「人の代替としての情報システ
ム」から「人が使う情報システム」へ、「安定性重視」から「変化対応重視」へと適用
範囲が拡大している。

3 サービスの構築に際しては技術視点のみでなく、「顧客経験価値」を高めるという考え
方が重要である。野村総合研究所（NRI）では、顧客経験価値を高める技術である「エ
クスペリエンス・テクノロジー」への取り組みがサービスイノベーション実現の鍵であ
ると考えている。

4 サービスイノベーション実現に向けた日本企業の課題は、ビジネスとITをつなぐ人材・
組織の不足である。また、技術や人材などのリソース（経営資源）を円滑に調達するた
めには、「オープンイノベーション」への取り組みも重要となる。

要　約

特集  日本の針路を探る
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Ⅰ テクノロジーイノベーション 
 からサービスイノベーション
 の時代へ

イノベーションに関する議論は、従来、研
究・開発が企業の成長に重要な役割を果たす
製造業を中心に語られてきた。しかし先進国
では、経済活動の約80%がサービス分野とな
り、同分野におけるイノベーションへの注目
が高まっている。オープンイノベーションの
先駆的研究者であるヘンリー・チェスブロウ
氏は、「発展を遂げた企業や経済にとってさ
らなる繁栄への道は、知識集約型のサービス
分野にある」としている。

サービス分野でのイノベーション（サービ
スイノベーション）は、従来のイノベーショ
ンの中核であった製造業にも大きな影響を与
え始めている。米国GE（ゼネラル・エレク
トリック）は、ジェットエンジンや鉄道車
両、発電用ガスタービンなど幅広い産業製品
の製造をビジネスの中心とする企業である。
同社は2012年に、「Industrial Internet」によ
って「サービス改革」を推進していくと発表
した。Industrial InternetによりGEは、世界
中に販売している航空、発電、医療関連など
の機器をネットワークでつなぎ、ジェットエ
ンジンや鉄道車両などが「故障する前に修理
する」というサービスを実現するとしてい
る。

Industrial Internetを 適 用 し た 航 空 機 で
は、ジェットエンジンに埋め込まれた複数の
インテリジェントなセンサーが飛行中のエン
ジンの状態を常に監視する。異常が検出され
た場合、その異常を着陸前に整備士に伝える
ことにより、機器のトラブルによる運航の遅

れを事前に減らすことが可能となる。将来的
には、センサーから得られるジェットエンジ
ンのさまざまな部分の状態を個別に監視し、
航空会社が保有する全航空機の情報を共有す
るとともにデータ駆動型の機械学習技術を適
用する。GEは、エンジンが常にほぼ最高の
性能で稼働できるよう支援するだけでなく、

「インテリジェントな航空機」そのものがオ
ペレーターとコミュニケーションすることに
より、エンジンメンテナンスや燃料消費、ス
タッフの配置、スケジューリングなどの効率
化を実現するとしている。

GEの事例は、製造業がIT（情報技術）を
活用してサービス業化するケースであるが、
既存のサービス事業者がITを活用すること
によりサービスの付加価値を高めるケースも
多い。

プログレッシブは、米国の自動車保険業界
で急速に成長している自動車保険会社である。
同社が提供している従量制の自動車保険サー
ビス　「Pay As You Drive」では、契約者は
保険会社から提供されるデバイスを自動車に
取り付け、同デバイスが運転頻度、運転速
度、走行距離、運転時間（帯）などのデータ
を30日間のトライアル期間中に収集し、それ
を保険会社に無線で送信する。保険会社は送
信されたデータを分析し、最初のディスカウ
ント料率を決定する。最終的な料率はトライ
アル開始から60日後に決定され、契約者の運
転習慣から、リスクに応じて最大30％オフさ
れる。このサービスを実現する鍵が、デバイ
スに組み込まれたセンサー技術と分析技術で
ある。デバイスは、手のひらに収まる程度の
小さなものだが、上述のように、ドライバー
の30日間分の運転記録の保存が可能である。
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Ⅱ 企業におけるIT活用の変化

サービスイノベーションを推進するうえで
不可欠なのが、ITの活用である。企業情報
システム（以下、情報システム）は、従来、
人の作業を代替・自動化し、業務を効率化す
ることを主目的に導入されてきた。しかし、
技術の進化に伴い、情報システムはより幅広
い経営課題の解決のために利用されている。
情報システムにおけるこうしたIT活用の変
化を、野村総合研究所（NRI）は２つの方向
性で捉えている。

１つは、「人の代替としての情報システ
ム」から「人が使う情報システム」への拡大
である。従来の情報システムは、業務効率化
などを目的に、マンパワーの代替として利用
されることが多く、人との接点は少なかっ
た。それに対して最近は、スマートデバイス
をはじめ個人のIT利用が一般的となってい
る。その結果、企業においても、情報システ
ムで得られた情報をスマートデバイス経由で
利用して意思決定や行動をするシーンが増え
てきている。自動化による人が介在しない情
報システムから、人がITを使いこなすとい
う、人が中心の情報システムになってきてい
ると言えよう。

もう１つは、「安定性重視」から「変化対
応重視」への利用範囲の拡大である。従来、
企業におけるITへのニーズは限定的であっ
た。それまでのITの利用範囲は、主として
定型化された変化の少ない業務が対象で、会
計情報のバッチ処理に代表されるように、大
量のデータを正確に処理することが求められ
てきた。そのため情報システムは、システム
ダウンすることなく安定して動作することが

重視されてきた。しかしITの急速な進化に
伴い、近年では、ITを活用した新しいビジ
ネスの創出など、情報システムに対する企業
のニーズは増大するとともに多様化してきて
いる。そのため、情報システムに対する要求
は安定性のみならず、ビジネスや業務の変化
に対する柔軟性を重視するものが増えてきて
いる。
「人の代替としての情報システム」から「人
が使う情報システム」へ、「安定性重視」か
ら「変化対応重視」へ、という２つの方向性
を軸に、現在利用されている情報システムを
４種類に分類したのが図１である。情報シス
テムの利用シーンは、右図左下の「効率化・
安定性」の領域から「時間と空間の圧縮」

「人を知る」「衆知を結する」といった３つの
領域に利用範囲が拡大すると考えられる。以
下では、４つの領域ごとの特徴を述べる。

1	 効率化・安定性
左下の象限は、「人の代替としての情報シ

ステム」で「安定性重視」の領域である。こ
れは、情報システムに対して最初に期待され
てきた活用分野である。この領域の情報シス
テムは、業務効率化・コスト削減などの企業
ニーズに応えるために構築される。

2	 時間と空間の圧縮
左上の象限は、「人の代替としての情報シ

ステム」で「変化対応重視」の領域であり、
企業の迅速なグローバル展開といったニーズ
に対応できる情報システムが要求される。こ
の領域では、ビジネスを展開する際の時間短
縮や、地域的な広がりを意識させない、いわ
ば「時間と空間の圧縮」効果を持つ情報シス
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テムの構築が重要となる。すなわち、この領
域の情報システムは、顧客ニーズに合わせて
迅速に立ち上げるばかりでなく、ニーズの変
化に応じて、直ちに規模を拡大したり縮小し
たりできなければならない。

コストをかけて構築した情報システムは、
これまで、なるべく長期間使うことが是とさ
れてきた。しかし今後は、パブリッククラウ
ドなどのグローバルレディの情報システムや
アジャイル開発手法、リーンスタートアップ
などの手法を活用し、柔軟かつ俊敏性のある
情報システムの構築が求められる。

3	 人を知る
右下の象限は、「人が使う情報システム」

で「安定性重視」の領域である。この情報シ
ステムが担うべき代表的な経営課題に、マー
ケティング力強化があり、それには「人を知
る」ことが基本となる。現在では、Webサ
イトの閲覧履歴やセンサー・情報端末から得
られるデータを利用することにより、人の行
動データを大量に収集できるようになってい
る。そうした大量のデータを分析すること
で、個人ごとに最適化されたレコメンデーシ
ョン（推奨）が可能となる。

米国の大手流通小売業のウォルマート・ス
トアーズは、ソーシャルメディアの分析を得
意とするベンチャー企業Kosmix（コズミッ
クス）を買収し、マーケティング力の強化を
図った。具体的には、顧客の直近の「Twitter

（ツイッター）」の「つぶやき」や「Facebook
（フェイスブック）」の「タイムライン」への
投稿をベースに、顧客が関心を持ちそうな商
品やイベントをレコメンデーションしてい
る。また、位置情報サービスの「foursquare

（フォースクエア）」を活用することにより、
地域ごとに異なる顧客の嗜好を反映した商品
を開発したり、店舗ごとに商品の品揃えを変
えたりしている。

4	 衆知を結する
右上の象限は、「人が使う情報システム」

で「変化対応重視」の領域である。この領域
の情報システムが担うべき代表的な経営課題
に、「イノベーション創出」がある。この経
営課題に対するITからのアプローチは「衆
知を結する」ことである。

最近では、消費者主導で活用が進むソーシ
ャルメディアの技術を企業が積極的に取り入
れ始めており、このITチャネルを活用した

図1　企業におけるIT活用の分類
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企業と顧客とによるイノベーション共創に注
目が集まっている。

SaaS（ソフトウエア・アズ・ア・サービ
ス）型のCRM（顧客関係管理）ソリューシ
ョンを提供しているSalesforce.com（セール
スフォース・ドットコム）は、「IdeaExchange

（アイデアエクスチェンジ）」というサービス
によって、同社製品の新機能への評価や機能
追加の要望に関する、ユーザーと同社スタッ
フとの双方向のやり取りを実現している。こ
れまでも、アンケートやヒアリングなどによ
り、限定された顧客から新製品に対する意見
を得ることはできたが、現在ではITを活用
すれば、自社製品に対する意見を集める仕組
みを容易に構築できる。

最近では、こうした企業と顧客の間のみな
らず、企業内部と外部の企業・組織のアイデ
アとを組み合わせることで革新的な価値を創
り出す「オープンイノベーション」への取り
組みが盛んになっている。オープンイノベー
ションを促進するには、社内や既存のビジネ
スパートナー以外からの技術やソリューショ
ンの調達が必要になる。しかし、適切なパー
トナーをスピード感を持って調達しようとし
ても、一企業がこのような機能を社内に保有
するのは困難である。そこでこうした調達機
能を専門に提供する企業が出現した。中でも
イノセンティブやナインシグマは、技術の外
部調達を支援する代表的企業である。こうし
た企業は顧客企業が望む技術の提供者の調達
のみならず、オープンイノベーションの効果
的な活用法を提案するコンサルティングや、
外部組織との提携交渉業務など、顧客企業の
オープンイノベーションを包括的に支援して
いる。

Ⅲ サービスイノベーションを
 推進するITトレンド

これまで、サービスイノベーションの実現
に向けて、企業のIT利用やニーズの変化に
ついて述べたが、本章では、こうしたニーズ
の変化に対応するために今後重要となる４つ
のITトレンドについて論じる。

1	「産消逆転」現象
先進的な技術は、従来、国家プロジェクト

などで開発され、やがて民生化されるという
流れが主流であった。しかし、消費者のIT
活用が活発になり、企業よりも個人のIT利
活用環境のほうが高度化する現象が多く見ら
れるようになってきた。NRIではこれを「産
消逆転」現象と呼んでいる。

2000年代の初頭、ITの進化に伴う産消逆
転現象は、主としてネットワークや端末とい
ったシステム基盤で顕著であったが、その後

「Web2.0」や「ソーシャルコンピューティン
グ」というトレンドの影響もあって、検索技
術やSNS（ソーシャル・ネットワーキング・
サービス）など、情報活用の分野でも産消逆
転が起きている。

近年では、スマートフォンやタブレット端
末などに代表されるコンシューマーデバイス
を情報システムに活用したり、企業が顧客接
点として利用したりするケースも増加してい
る。欧米では顧客向けのITチャネルとして、
Webサイトよりもスマートフォンなどのモ
バイル機器への対応を優先する「モバイルフ
ァースト」という考え方も広まってきてい
る。モバイルファーストとすることにより、
企業は個人の行動や嗜好に関するより詳細な
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情報を手に入れることが可能となる。

2	 デジタル化（Digitalization）
消費者が生み出すインターネット上の膨大

なテキスト情報は、企業のマーケティングな
どにすでに利用されているが、最近では人以
外から得られる実世界を「デジタル化」した
情報の利用が活発化している。

欧米では、「オープンデータ」と呼ばれる
国や地方自治体が公開したデータを活用する
ことによる新事業創造の事例も次第に増加し
ており、日本も政府が国家戦略として、2012
年に「電子行政オープンデータ戦略」を掲
げ、政府だけでなく、都道府県や市区町村と
いった地方公共団体も含めて、公共データの
洗い出しとオープンデータ推進のための環境
整備を進めている。

センサー技術の発達に伴い、今後は、実世
界をデジタル化したデータが爆発的に増える
と予想される。特に、センサーから得られる
データをリアルタイムで処理することで生み
出される価値も多いため、情報システムのあ
り方に大きな影響を与えることになる。

3	 ビッグデータ
「ビッグデータ」とは、一般的に「既存の技
術では管理するのが困難な大量のデータ群」
と定義されることが多い。たとえば、現在の
企業データベースの主流であるリレーショナ
ルデータベースでは管理ができない複雑な構
造のデータや、ボリュームが増大した結果、
データに対するクエリ（問い合わせ）の応答
時間が許容範囲を超えてしまう状態を招く膨
大なデータなどを意味する。実世界をデジタ
ル化したデータの進展に伴い、ビッグデータ

の分析の重要性はますます高まってきてい
る。

GEのIndustrial Internetによるサービス改
革も、ネットワークに接続された機器から得
られる膨大なデータを解析し、それをいかに
活用するかが鍵となっている。GEは2012年
６月に米国カリフォルニア州のシリコンバレ
ーにグローバルソフトウエア開発センターを
設立し、解析ソフトやサービスの開発を推進
している。同センターは今後、コンピュータ
ーサイエンスの専門家を400人雇用する予定
である。同社の2011年のサービス分野の売上
高は420億ドルであったが、今後20種類の新
サービスを投入するなどして、15年には500
億〜600億ドルを売り上げる予定である。

4	 クラウドコンピューティング
「クラウドコンピューティング」とは、高度
にスケーラブル（拡張可能）で抽象化された
巨大なITリソースを、インターネットを通
じてサービスとして提供（利用）するという
コンピューターの形態である。

現在のところ、SaaSやIaaS（インフラス
トラクチャー・アズ・ア・サービス）などの
クラウドコンピューティングの日本国内での
利用は、セキュリティを懸念する企業が多
く、依然として限定的であるが、中長期的に
は、ITサービスとしての利用は確実なもの
となっている。従来、企業が情報システムを
構築する場合、サーバーやストレージデバイ
スなどのITリソースを、アプリケーション
ごとに固定的に割り当てるケースが一般的で
あった。しかし仮想化技術の導入により、そ
うしたITリソースをプールしておき適宜利
用する形態はすでに一般化しており、ITリ
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ソースをベンダーのサービスとして利用する
クラウドコンピューティングも次第に増加し
ていくであろう。

ITのこのようなユーティリティ化やサービ
ス化は、ITリソースにとどまらない。ソフ
トウエアをサービスとして提供するSaaSのよ
うな動きや、業務の一部やビジネスプロセス
をアウトソーシングする動きは、今後ますま
す活発化すると予想される。また、日本国内
ではクラウドコンピューティングを主にコス
ト削減策として活用している企業が多いが、
欧米では新しいビジネスの立ち上げなど俊敏
性が要求される分野での利用が増加している。

図２は、以上の４つのITトレンドを踏ま
え、サービスイノベーション時代の情報シス
テムの構成を示したものである。今後の産消
逆転現象の進展に伴い、情報システムの基盤
には、多様化するセンサーや端末が接続さ
れ、社内外からの膨大な情報を取り扱うよう
になる。得られた情報はビッグデータ関連の

技術を利用して分析され、企業の意思決定支
援などに活用されることになる。

Ⅳ 望まれる顧客視点での
 サービス構築

これまで紹介してきた、企業におけるIT
活用の変化やITトレンドへの着目は、サー
ビスのサプライサイド（供給側）からの視点
である。しかし、サービスイノベーションを
実現するには、サプライサイドだけではな
く、デマンドサイド（需要側）にも目を向け
る必要がある。NRIでは、顧客がITを使う過
程で感じる「顧客経験価値」を高めるという
考え方が、デマンドサイドの視点として重要
であると考えている。

顧客経験価値とは2000年ごろに台頭したマ
ーケティングのコンセプトで、商品やサービ
スの機能・性能といった物理的な価値ではな
く、「商品やサービスを購入したり使用した
りする時の経験」という感情的な価値を訴求

図2　サービスイノベーション時代の情報システム
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することで他社との差別化を図る、という考
え方である。日本ではあまり聞き慣れない
が、NRIが2012年に実施した「企業情報シス
テムとITキーワードに関する調査」では、
米国のユーザー企業の情報システム部門が最
も重視しているITが、「ユーザーエクスペリ
エンス（顧客経験）の向上」であった。

欧米では顧客経験価値の向上に戦略的に取
り組む企業が少なくない。たとえば金融機関
では、米国シアトルに本社のある地方銀行ア
ンプクアバンクが、商品力や価格で大手金融
機関と勝負しても勝てないことから、雰囲気
の良い店舗づくりや、行員によるコンシェル
ジュのような接客などによって顧客経験価値
を向上させる戦略を2003年から開始した結
果、預かり資産を５年間で約３倍に増加させ
たという事例がある。

NRIは2007年から、顧客経験価値を高める
技術の総称として「エクスペリエンス・テク
ノロジー」という概念を提唱している。顧客
経験価値は、顧客と企業の接点で生まれる。
しかし現在は、顧客接点の多くがIT化され
ており、そのITチャネルにおける顧客経験
価値の向上が企業にとって大きな課題となり
始めている。そのため、今後IT化がさらに

進む顧客接点において、エクスペリエンス・
テクノロジーの適用がますます重要になるで
あろう。NRIでは、エクスペリエンス・テク
ノロジーには、以下の３つの要素が必要であ
ると考えている（図３）。

①人と会話しているようなインターフェース
②人に代わって最適な経験を考える技術
③顧客経験を中心とした開発手法
①を実現するには、スマートフォンやタブ

レット端末など消費者向けITの活用が不可
欠である。

②としては、ビッグデータが重要な役割を
果たすであろう。技術面から見たエクスペリ
エンス・テクノロジーの出現は、従来と比べ
て顧客接点にITが多用されるという企業側
の事業環境の変化への対応と、産消逆転現象
やビッグデータの活用というIT環境の変化
の時流に沿ったものと考えられる。

③は、顧客を理解したり、最適な経験を創
出したりするために必要となる。NRIではこ
れらの手法を総称して「エクスペリエンス・
デザイン」と呼んでいる。エクスペリエン
ス・デザインには、「ペルソナ」「エスノグラ
フィ」「エモーショナル・デザイン」などの
手法があり、日本でも注目されている。

図3　エクスペリエンス・テクノロジーの全体像
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NRIは、エクスペリエンス・デザインへの
取り組みが企業のサービスイノベーション創
出プロセスの初期において重要な手段になる
と考えている。しかし、サービスイノベーシ
ョンを継続的に創出するには、他にも取り組
むべき課題がある。

製品とは異なりサービスは、一般に顧客に
提供される瞬間のみ存在する。そのためサー
ビスの価値を検証するには顧客の評価が不可
欠である。ただし、サービスの価値はそのサ
ービスが提供された瞬間に生まれるだけとは
かぎらない。たとえば医療や金融・保険など
は、サービス提供後に顧客にとっての価値や
効果が得られる場合も少なくない。そのため
評価するタイミングによっては、その評価結
果が大きく異なる可能性がある。

このため、サービスの価値への評価は、顧
客に実際にサービスを提供した後に適切なタ
イミングで実施する必要がある。このこと
は、サービスを開発・改善していく際の大き
な課題となる。製品を開発・改善するプロセ
スについては、実験など科学的に体系化され
た方法論が確立されている。しかしサービス
の開発・改善については、そのプロセスの構

築自体がチャレンジである。最近、ITサー
ビスの評価を目的とする実証実験が多い。こ
れは上述の背景を踏まえたものである。しか
し、実験室内の製品評価と異なり、サービス
の実験は顧客を巻き込むため、不適切なサー
ビス設計は顧客との関係悪化やブランド毀損
などのリスクを伴う。新サービスの実験には
適切な実験計画が不可欠である。

　
Ⅴ サービスイノベーション時代に
 向けた日本企業の課題

1	 IT活用が遅れる日本企業
これまで、サービスイノベーション時代の

IT活用とその課題について述べてきたが、
課題には日本固有のものも少なくない。その
一つに、日本企業のIT活用の遅れがある。

前述の「企業情報システムとITキーワー
ドに関する調査」によると、米国や中国と比
べ、日本のIT活用は多くの技術分野で遅れ
ていることが明らかとなった。本調査は、日
本、米国、中国のユーザー企業における先進
的技術の利用状況をアンケート調査したもの
で、調査対象は、クラウドコンピューティン

図4　パブリック・クラウドの利用状況（日米中）

日本日本

出所）野村総合研究所「企業情報システムとITキーワードに関する調査」 
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グやスマートデバイス、分析技術など、今後
重要度が高まると予想した技術である。

図４は日本、米国、中国におけるパブリッ
ククラウドへの取り組み状況である。日本で
は「利用している」が21.5%と、米国の27.6%、
中国の14.8%と大きな差はない。しかし、「ク
ラウドを知らない」「以前は利用していたが、
現在は利用していない」「よく知っているが
利用予定はない」、それに「情報収集段階」
を合わせると、日本は64.6%となり、米国の
35.2%、中国の36.9%を大きく上回っており、
今後の利用増加に差がつくと予想される。
NRIは本調査を継続的に実施しており、他の
技術に関しても同様の傾向が認められ、経時
変化からは、米国と比べ新技術への着手の遅
れと普及率の低さが課題として挙げられる。

2	 望まれる組織の変革と
	 オープンイノベーション戦略

日本における新技術への取り組みの遅れの
要因として、ビジネス部門とIT部門の連携
が不十分であり、解決すべきビジネス課題を
IT部門がきちんと理解できていないケース
や、ビジネス変化にIT部門がスピード感を
持って対応できていないことが考えられる。

米国では、ビジネス部門・IT部門の人材
を１つの組織やチームにすることで、ITの
ビジネス価値を高めたり新サービスを短時間
で市場に投入したりする試みが増えている。

代表的な例としては、ビッグデータ分析の
推進を目的とした組織BICC（Business Intelli-
gence Competency Center）の設立がある。
BICCは、ビジネス部門の人材とデータサイ
エンティストを１つにした組織で、ビッグデ
ータを利用したビジネス仮説の立案から実際

のデータを利用した分析を１つの組織で行う。
また、ビジネス部門、開発部門、運用部

門、評価部門が１つのチームになって情報シ
ステムを開発する「DevOps」という取り組
みも欧米で注目されている。米国での先進的
な取り組みによれば、DevOpsにより、情報
システム開発期間の短縮や品質の向上が達成
されるケースが出始めている。

BICCとDevOpsの例では、社内における
ビジネス部門とIT部門の壁を壊し、新しい
組織をつくることがIT活用の推進剤となっ
ている。欧米では、社内だけでなく社外の組
織との壁を越えて連携するオープンイノベー
ションに取り組む企業も増えている。GEは、
前述したIndustrial Internetに取り組むに当
たり、アマゾン・ウェブ・サービスとアクセ
ン チ ュ ア、 お よ びEMCのPivotal（ ピ ボ タ
ル）など複数の企業と提携することで、IT
を活用した新しいサービスの提供を加速しよ
うとしている。ITを活用したサービスは、
人が提供するサービスと異なりグローバル対
応が容易である。サービスイノベーション時
代に突入した今、日本企業もオープンイノベ
ーションの考え方を積極的に取り込み、IT
を活用した新しいサービス創出に取り組むこ
とが望まれる。

　

著 者
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大波と多波
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■

井上純一

上げ潮の米国

米国の景気が回復しているとい
う評価がある一方で、依然として
懐疑的な意見も少なくない。悪い
ことにねじれ議会のなかで予算成
立が困難な事態が表面化したた
め、景気への影響を懸念する声が
聞かれる。金融における量的緩和
策の行方も不透明である。しかし、
ここでの生活実感からすると、こ
れら個々の事案の結末を案じてい
ても意味は薄いように思える。政
治も経済も心配事を挙げれば切り
がないのがこの国であり、あら探
しのネタが尽きないという状況は
ずっと前から変わっていないから
である。決してネガティブな意味
ではない。経済的な明るさが増す
なかではそれらの重要度は低下し
てきているというのが正直なとこ
ろである。

2014年、むしろ米国は上げ潮を
とらえて速度を上げていくという
前提に立ってその行方を読み解く
のが妥当であるように思う。誰も
知らないような産業再生のマジッ
クが存在するわけではないが、こ
こ数年に蓄積された技術、周到な

準備を重ねてきた産業、これらを
支える広義のインフラ、それらが
うまく噛み合ってきており、盛り
上がりを見せているのである。街
をゆく市民もすでにどこかでその
予兆を感じているように思う。

先進国型エネルギー革命の行方

シェールガスに代表されるエネ
ルギーの獲得が一つのキーワード
となっていることは間違いない。
今や米国が世界最大のエネルギー
産出国となったことは、政治・経
済上の覇権に大きく関係するから
である。安価なエネルギー供給が
可能となり、これをベースに製造
業回帰のシナリオが着実に進んで
いくと言われるが、これは抽象的
なプロパガンダではない。需要国
に向かって資源を輸出するのでは
なく、産業立地としての優位性を
表明して海外からの直接投資を呼
び込んでおり、実際にこれが功を
奏し始めている。世界最大級の化
学プラントの建設が進み、近い将
来、米国は世界の化学産業基地へ
と変貌する可能性をも持ってい
る。ほんの数年前には考えられな
かったことが現実のものになろう

としているのである。
言うまでもなくこれだけの速度

で産業が興っていく背景には、豊
富な人材、IT（情報技術）をは
じめとする広大な技術基盤、多様
な資金調達を可能とする金融シス
テムが機能していることがある。
従来は資源といえば新興国という
構図であったが、いま米国で起こ
っているのはそれらとは明らかに
違う先進国型エネルギー革命なの
である。

新産業経済スキームへの発展

この先進国型エネルギー革命の
最中、筆者は温室効果ガスに関す
る技術進歩に期待している。一般
的には天然ガスは環境負荷が低い
といわれているが、それでも資源
の大量消費に対する懸念は払拭で
きないであろう。しかし、このエ
ネルギー革命が米国で起こったこ
とで、環境技術分野でも新しい進
歩が生まれてくる可能性があるの
ではないか。あまり知られていな
いが、米国は世界有数の環境技術
保有国でもある。これまでに多く
の環境ベンチャーが名乗りを上げ
ている。最近では、排出される

G L O B A L  V I E W
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CO2（二酸化炭素）を捕捉してそ
れを原料にした化学品を製造し産
業利用を図ろうとするスカイオニ
ックのように、ユニークな成果が
出始めている。

まだ緒についたばかりの技術群
であるが、この分野で先鞭をつけ
る時、米国はエネルギーとCO2排
出削減の双方を手にすることにな
るのである。その結果、CO2排出
削減ルールや排出権取引システム
の再構築などを含む新しい産業経
済スキームを世界に示すことにな
るであろう。今後の注目点の一つ
は米国発の環境分野での技術開発
の進捗である。

愉快なイノベーションは続く

ITの世界で言えば、モバイル、
ソーシャル・ネットワーキング・
サービス（SNS）、クラウドコン
ピューティング、ビッグデータが
今後も注目を集め続けることは間
違いない。しかしこれらを2013年
までのキーワードとすると、14年
のキーワードにはメガネや腕時計
といったデバイスを利用する「ウ
エアラブル」が付加されることは
ほぼ確実である。すでに一部の試
験的な利用が始まっており、稀に
メガネの片隅に小さなディスプレ
イを装着した人を見かけることが
ある。いまだ高額であることや一

般消費者向けの用途が定まってい
ないといった課題はあるものの、
2014年にはその普及期がやってく
る。人を虜にする用途を開発する
のはこの国のエンジニアの得意と
するところだからである。

一方、同じくすでに注目を集め
ている３Dプリンターであるが、
比較的廉価で入手できるレベルと
なったため急速に普及している。
ところが米国ではさらに一歩進ん
で、この技術を使って食品を製作
しようとする研究が行われてい
る。NASAの支援を受け、「３D
フードプリンター」を使って、た
んぱく質、炭水化物などを原料に
ピザをつくろうというプロジェク
トが動いている。一般人に訴求し
やすい狙いどころを設定したもの
である。そう遠くない将来には寿
司もプリントされる時代がくるの
であろうかと首をひねるような話
であるが、想像するだけで愉快で
はないだろうか。

わくわく感があふれる社会を 
参考に

電子図書だけの図書館がサービ
スを開始し、カードレスでATM

（現金自動預け払い機）を利用で
きるモバイルキャッシュが始ま
り、会員制乗り放題の航空会社が
生まれるなど、ここに紹介した動

き以外にも無数といってよいほど
のチャレンジが繰り広げられてい
る。ちょっと目を離すと、いつの
間にか知らないものが生まれ、広
く話題になっている。発想が生ま
れる素地があり、その実現に向け
た実行力があるのが米国なのだと
つくづく感じさせられる。

昨今の米国の明るさの背景は、
製造業回帰というトップダウンの
大波が寄せるなか、アイデアをベ
ースにしたイノベーションという
ボトムアップの多数の波が合成さ
れようとしていることではない
か。この国が持つ多様性がなせる
業なのかもしれない。
「アベノミクス」のなか、明るい
兆しが見えてきた日本経済であ
る。経済政策が牽引して（トップ
ダウンで）波がつくられているが、
これを一時的なもので収束させる
ことなく社会広範（ボトムアップ）
からたくさんの波がつくられ、そ
れらを合成していくことが求めら
れている。そのために必要な要素
を探すのは、国としても企業とし
ても大切なことである。その参考
になる事例が今の米国には少なく
ない。ほんの少しの間も目を離す
べきではない。

井上純一（いのうえじゅんいち）
NRIアメリカ社長
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欧州・英国金融機関の
回復に向けた動き

■

橋本浩二

金融恐慌後の回復

戦後最悪の不況と言われた金融
恐慌から６年ほどが経過する。英
国の経済は2013年を通して回復傾
向にあると言われてきた。まれに
見る低金利に支えられて一般消費
が伸びている。また、サービス産
業の業績や不動産価格を見るかぎ
りはピーク時の水準に戻ってい
る。さらに株式市場も、指数は
2007年秋につけた近年でのピーク
値をすでに超えている。

しかし、全業種を通した GDP
（国内総生産）で見ると、英国お
よび欧州各国の経済の回復はまだ
これからと言える。特に、恐慌の
引き金となった金融業界において
は、いまだにコストカットやリス
トラといった悲観的な動きが継続
している 。

振り返れば、当初は金融機関同
士の取引で問題が表面化した。ス
ペインやアイルランドなどでは不
動産を含む資産の暴落が引き金で
国家財政が危機に陥り、連鎖的に
欧州通貨全体、そして地域経済が
低迷した。好転させるには、まず
金融機関の回復が不可欠である。

金融システムが安定せずには企業
投資も伸び悩み、不況からの出口
は遠ざかる。

批判を浴びる 
金融機関と監督政府

金融恐慌を通じて金融業界に対
する世間の見方は悪化した。もっ
とも、恐慌抜きにしても、一般に
おける金融機関への信頼は失われ
る一方である。英国意識調査の結
果を見ても信頼の凋落は著しい。
以前は、銀行員と言えば信頼のお
ける存在であった。1980年代には
常に90%以上の英国民が銀行の運
営を評価していたが、近年その割
合は20%を割り込み、いまだに回
復しない（図１）。 

大手銀行の破綻の影響は今でも
大きい。米国の金融機関の破綻で
あっても、その取引相手や出資元
は欧州の金融機関が多かった。破
綻機関においては今でも資産処理
が淡々と続けられている。破綻を
促した政府を批判する声も残る。
一方で、「大きすぎてつぶせない」
として救われた銀行も、汚名を残
した。英国政府は金融システムの
安定を図り公的資金を投入した

が、皆が満足する結果ではなかっ
た。

また 、 銀行員は報酬が高いと
言われるが、危機的状況を経ても
まだ他業種と乖離している高給は
批判を浴びる。富が一部の層に集
中することを批判する米国の社会
運動は欧州でも同時に広まり、銀
行に対する不満も目立った。さら
に同時期に、マネーロンダリング、
銀行間取引金利（LIBOR）不正
操作、不正融資など社会的に影響
のある事件が続いた。これらの事
件は現在も尾を引き、業界の根本
的な浄化が求められる。

政府と企業の施策

金融機関を監督する立場の各国
政府や欧州機関は世間からの批判
を浴びたが、事態の改善に向けた
施策も図っている。

第１に、金融恐慌の原因である
不良資産を含む不透明な資産を明
らかにすることである。また過剰
投資や不正が可能となる抜け穴を
埋める必要がある。リスクに対す
る防御策は、規制という形で各国
政府や欧州機関から次々と立案さ
れた。派生証券など投資商品の評
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価の厳格化、運用管理を他社に再
委託している資産の主体的管理、
そして社内管理体制の強化が重点
項目となる。規制に対応すべく各
金融機関ではリスク評価や報告の
仕組み改善に労力を費やしてい
る。ECB（欧州中央銀行）では、
2014年に欧州各国の銀行の資産チ
ェックを実施する。不良債権をあ
ぶり出して、リスクのある銀行に
対して資本増強を促すものであ
る。しかし、これは政府主導の保
護をも意味しており、企業の自浄
に任せるべきとする反対の声もあ
る。賛否両論がある中で、最適な
リスク管理を実践することが金融
機関、政府双方の課題である。

第２に、銀行に対する優遇の改
革がある。金融恐慌を通じ、政府
は金融機関の合併を促すことがあ
った。企業力を強めることの一方
で、それは大手金融機関への集約、
そして競争力の低下につながっ
た。そこで最近では、逆の流れも
一部に出てきた。公的資金が投入
された英国のある銀行は、2013年、
欧州委員会によって２社に分割さ
せられたのである。これは受け身
的な動きであり、また新規参入の
障壁が低くなったわけではない
が、手数料の競争など一般預金者
への還元が期待される動きである。

銀行員の高待遇にも監督機関が
規制に乗り出している。EBA（欧

州銀行監督局）では銀行員の賞与
に上限をもたせるといった規制を
行っている。

これら監督機関からの規制、制
度への対応に加えて、自主的なリ
スク管理も必要である。金融恐慌
では、投資先や取引相手の信用リ
スクが複雑であることが問題とな
った。また、相次ぐ不祥事によっ
て、事故が発生した際の損失が、
実損に加えて、数百億円規模の罰
金、法的責任、何より社会的信用
の低下を招くことを金融機関は経
験してきた。自浄努力は業績に直
結するだけに、各社とも前向きに
取り組みつつある。ただし、前述
の規制、制度への対応に追われて、
企業価値の向上にまで行き着かな
いのが現状ではある。

今後に向けた信頼回復への期待

経済の社会的な安定には金融機

関の信頼回復は必須である。果た
して、欧州機関や各国政府が進め
る規制が手段として最適かどうか
はわからない。しかし、現時点で
は、金融機関が意識を持って対応
を進めることが業界の信頼回復、
そして各国経済の安定化成長への
必須条件となる。

これまでに制定されてきた制度
は徐々に施行へと移る。2014年は
まだ対応に追われるだろうが、今
後その成果が見られることが期待
される。

これらの規制は日本の金融機関
にも影響する。不動産バブル崩壊
から長く続く不良債権処理など、
不況を経験してきた日本において
も状況は同じであり、一層のリス
ク管理が求められる。

橋本浩二（はしもとこうじ）
NRIヨーロッパ社長

図1　回復も見受けられる経済指数と対照的に失墜する銀行の信頼
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2014年に向けた
中国証券IT業界の動き

「光大証券の巨額の誤発注」と中国証券IT業界の変革
■

山本明雄／孫  錫寧

光大証券の巨額の誤発注

2013年８月16日、上海証券取引
所総合指数は突如上昇を始め、上
昇幅は最大5.62％まで達した。

報道注1、2によると、大手証券
会社の光大証券が自己売買部門の
システム設計の欠陥から、誤って
234億元（約3700億円）の買い注
文を出し、そのうち72億7000万元
の取引が成立したのが上昇の原因
とされている。

また、同月30日、光大証券が誤
発注を公表しないまま、誤発注の
損失を相殺するために株価指数先
物を空売りした取引がインサイダ
ー取引と認定され、同社に約５億
元（約80億円）の罰金が科せられ
た。同社の自己売買取引の責任者
など４人にも罰金と証券市場勤務
の終身禁止処分が科せられた。

このニュースは中国証券業界を
震撼させるとともに、中国証券
IT業界にとっては、現在のシス
テム開発におけるITベンダー（以
下、ベンダー）のリスクを再認識
させることになった。システム開
発におけるユーザーとベンダーと

の契約および役割、また、証券シ
ステムのあり方をどう変革させて
いくかを、業界を挙げて検討する
動きが始まった。

「合作開発」

中国の証券システム開発方式は、
一般的に４つのステップを踏む。

第１段階は「考察段階」である。
ユーザーは関連ソリューションを
調査し、社内の業務ニーズを検討
する。ベンダーは、ソリューショ
ン紹介と同時に、ユーザーニーズ
を理解し、業務要件をまとめる。
この段階ではユーザーニーズは不
確定なため、ベンダーがすべての
業務要件を把握するのは極めて困
難で、実際はユーザーへのヒアリ
ング事項をまとめるにとどまる。

第２段階は、「入札・着手段階」
である。ユーザーが提案依頼書

（Request For Proposal）を提示
しベンダーが応札する。落札した
ベンダーは、業務要件・システム
要件が不確定でも、いかに早く開
発に着手できるかが求められる。

第３段階は、「開発・契約段階」
である。ユーザーはシステム開発

場所を提供し、ベンダーに開発要
員の派遣を要求する。ユーザーと
ベンダーが一堂に会し、ユーザー
主導でシステム開発内容を整理・
確認しながら開発を進める。しか
し、業務要件が不確定であるため
システム要件が変更されることも
多く、システム開発規模、開発ス
ケジュールなども変化する。

第４段階は「完了・検収（支払
い）段階」である。契約に定めら
れていなかった機能追加などが原
因で支払いが滞るのは常識となっ
ている。業務要件、開発内容確認
などのシステム開発範囲が最後ま
で曖昧であるがゆえに、リスク、
責任、役割も不明確なままシステ
ムのカットオーバーとなる。中国
ではこのようなシステム開発方式
を「合作開発」と名づけ、ほとん
どの業務系システム開発はこの方
式で進められている。

ベンダーはパッケージをユーザ
ーに提供してカスタマイズ開発を
行うが、成果物（システム）の所
有（著作）権は、ユーザーが独占
するか、ユーザーとベンダーの共
有となることが多い。また、シス
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テムのソースコードはユーザーに
開示され、ユーザーによる改変が
可能となっているケースも多い。

光大証券の件は、ベンダーが保
有するパッケージをユーザー主導
で改修した結果、不具合をつくり
込み、システム障害を起こしてし
まったようである。

「合作開発」に対する課題認識

中国独特の「合作開発」方式は、
複雑で多様な現場のニーズを満足
させる手法として有効な一面もあ
る。一方で、ベンダーのノウハウ
やパッケージの利点を活かしきれ
ず、コストやスピードの観点から
は合理的でない面もある。

また、合作開発は要求の品質レ
ベルも不明確となりやすい。納品
したシステムのユーザーによる検
収も個々のシステムの機能確認に
とどまり、システムのどこにリス
クがあるのかなど、システム全体
からの視点は抜けやすい。

合作開発の「合作」とは、上述
のとおりユーザーとベンダーが協
力して開発することであり、成果
物やサービスに対する責任を示し
ているのではないが、ベンダーは、
所有（著作）権を共有する以上、
責任、リスクを負うと考えている。

中国証券IT業界の変革に向けて

証券会社のシステムは社会イン

フラとして、信頼性・安全性が重
要であり、光大証券の件を契機に、

「品質」は証券業界全体として取
り組む必要のある課題であると認
識された。

中国証券監督管理委員会は、各
証券会社に対し、潜在するシステ
ムリスクの調査および防止策を講
ずるよう要請した。また、中国証
券業協会は2013年９月12日、各証
券会社、投信会社のIT責任者を
集め、データセンターの利用、ク
ラウドコンピューティングの利
用、ITサービスのアウトソース
利用などのテーマで、システム開
発、システムサービスのあり方を
検討するセミナーを開催した。野
村綜研（北京）系統集成有限公司
も協会からの要請を受け、日本に
おける証券業界のシステム共同利
用型サービスを紹介した。

証券会社のシステムには、今、
社会インフラとしての信頼性・安
全性が要求されている。日米欧の
各国がたどったように、中国も各
社の内部リソースに依存するので
はなく、外部リソースの活用（IT
アウトソーシングの活用）に向か
うものと考える。従来の個社ごと
の「パッケージ導入＋カスタマイ
ズ」という方法に加え、「ITアウ
トソーシングサービスの活用」が
増え、「システムの所有からITサ
ービスの利用へ」といった動きが

出てくると考える。
中国証券会社の外部リソース活

用では、すでに次のような動きも
始まっている。

大手証券会社では、業務コンサ
ルティング、またはシステムコン
サルティングなどを外部ベンダー
に委託する動きが見られる。また、
中国証券登記結算有限公司が「中
国証券業バックオフィスサービス
基地」を進めており、深圳証券取
引所は「中国金融データセンター
サービス基地」というインフラア
ウトソーシング提供基地を進めて
いる。これはバックオフィス業務
のアウトソースサービスやデータ
センター、およびシステム運用業
務のアウトソースサービスの展開
を可能とする環境整備が進展して
いることを意味している。

現在の「システムの所有」に基
づくユーザーとベンダーによる合
作開発は、今後は「ITサービス
の利用へ」に基づく業界全体の「合
作」へと変わるのではなかろうか。
2014年、中国証券業界のITは新
たな道に進んでいく。

山本明雄（やまもとあきお）
NRI北京総経理

孫  錫寧（Sun Xining）
NRI北京金融システム事業部上級コン
サルタント

注1 『日本経済新聞』2013年8月18日（web版 http://www.nikkei.
com/article/DGXNASGM18013_Y3A810C1FF8000/）

注2 『日本経済新聞』2013年8月30日（web版 http://www.nikkei.
com/article/DGXNASGM3003P_Q3A830C1FF2000/）
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改革開放の「而立之年」に立った
中国の新たなインパクト

■

葉  華

中国には「三十而立（三十にし
て立つ）」というよく知られる言葉
がある。原典は『論語（為政編）』
で、その意味は時代とともに広く
なってきているが、「30年の努力を
重ねてようやく、自信がつく、自
立ができる、自分らしさが出る、
そして自己責任が効く」という意
味合いである。

中国の改革開放は1978年（中国
共産党第11期中央委員会第３次総
会）にスタートし、初期の試行錯
誤や路線調整を経て30年以上が経
った。2013年11月に開かれた第18
期中央委員会第３次総会（以下、
総会）による「全面深化改革に関
する若干重大問題の決定」（以下、

「決定」）は、中国の改革開放も「而
立」の新たな段階に入った宣言と
言えよう。

「全面」「深化」とは何か

習近平総書記が自ら作成・執筆
チームの責任者を務め骨子を説明
した、「決定」の「全面深化改革」
という言葉に注目してほしい。

これは、政府報告や五カ年計画
と違い、中国共産党の執政要綱で

あり、社会経済制度・政策の中長
期的な方向性を決める性格を持つ。

本来、「決定」は基調を示すも
のにとどまるが、今回の内容は、
15分野の60にも及ぶ具体的アクシ
ョンが盛り込まれている。分野・
アクションとも、経済成長の促進
にとどまらず、中長期的な成長基
盤の安定化と健全化を支える社会
制度や行政制度、国家安全制度に
関する内容が半分以上を占めた。

市場メカニズムの役割、国有企
業のポジション、都市と農村の関
係、サービス業の開放、行政改革
の突破口、人口政策の見直しなど、
これまで改革の方針が示されて
も、既得権益集団の抵抗でアクシ
ョンになかなかつながらなかった
領域を掘り下げ、目標を2020年と
設定することで、改革の本気度と
スピード感を強調した。
「全面」「深化」を謳う中国の新
たな改革開放の潮流は世界にイン
パクトを与えると同時に、日本企
業の中国・アジア事業経営にも大
きな影響を与えるだろう。以下に、
注目すべき政策転換の２つのポイ
ントを簡単に説明したい。

市場主導の経済基盤構築

これまでの中国改革開放の象徴
とも言える経済制度改革は、「社
会主義計画経済」から「社会主義
市場経済」への転換であった。社
会主義市場経済の基本的メカニズ
ムは、リソース配分において市場
は「基礎的」な役割を果たすこと
とされる。つまり、市場の力は十
分に認めるものの、「主導的」役
割を果たすには至っていなかった。

そのため、中国の市場経済化は
実際かなりのスピードで進行した
が、一部の産業領域では依然とし
て政治・行政主導のリソース傾斜
配分や価格統制が機能している。
その結果は鉄鋼業などの生産過剰
をもたらしただけでなく、競争環
境を損ない、産業の高度化や産業
構造転換の足枷となっている。
「決定」は、リソースの配分に市
場が「決定的」役割を果たすこと
を強調し、社会主義市場経済にお
ける市場の主導的な役割を初めて
確立させたと言える。また、価格
統制に関しても、市場によって決
めるべき（決められる）価格はす

G L O B A L  V I E W

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。
CopyrightⒸ2013 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.



通巻 2 0 0 号記念特別版

85改革開放の「而立之年」に立った中国の新たなインパクト

べて市場に委ね、政府は適切でな
い干渉はしないと明記した。

市場メカニズムをより重視する
ことは、今後、企業の経営に以下
のようなプラスの効果を与えると
思われる。
● 内国企業が独占する領域の開放

による投資対象（登録分野や経
営範囲）、投資規模（出資比率）
の拡大。総会に先立って上海で
試行運用が開始された「自由貿
易試験区」に象徴されるように、
今後、金融、文化、医療・介護、
教育、物流、EC（電子商取引）
などのサービス業、および自動
車などの大型製造業への参入基
準が緩和される

● 価格競争原理に基づく基礎生産
資源（電力、通信など）のコス
トダウン

● 行政管理・管制の緩和による企
業運営の効率化の向上（内外企
業の適用法規の統一、許認可や
手続きの簡素化など）

● 社会サービスの市場化拡大によ
る需要喚起で、きめ細かいサー
ビスの商機増大

● 経済合作の規制緩和による経営
パートナーの選択肢拡大とビジ
ネスモデルの多様化

「三農価値」づくり

中国社会は格差社会と言われて
いる。中でも最大の格差は都市と
農村の間にある。近年、国策の一

環として進められてきた「都市化」
の狙いの一つも、都市と農村の格
差解消にある。両者の格差の本質
は「価値づくり」における能力差
で、その根底にあるのは身分制度

（戸籍制度注1）と土地制度である。
中国の土地は国家所有である。

都市の土地は国有であるが、開発
権や使用権は転売可能である。一
方、農村の土地は集団所有で、開
発権や使用権は転売不可である。
すなわち都市の土地は、所有でき
なくても、土地開発や使用権転換
などで誰でも価値上昇の恩沢を享
受できる。しかし、農村の土地は
個人が一部所有しているにもかか
わらず、開発・転売による価値上
昇のメリットを受けにくい。
「決定」は農村土地制度改革の方
向づけを明確に打ち出した。これ
までの土地制度では売却ができな
い農村の土地市場を立ち上げるこ
とで、今後の国土計画や都市計画
制度の改革と整合させながら、農
民の資産価値と価値づくりの能力
を抜本的に引き上げる狙いである。

中国では、農民・農村・農業の
問題を合わせて「三農問題」と称
す。同時に、農民の消費力、農村
の都市化、農業の高付加価値化は
持続成長の最大のポテンシャルと
もされている。農村土地制度改革
は、三農問題から「三農価値」へ
の転換の突破口になる公算が高い。
● 土地権益の明確化により農民が

持つ資産価値は飛躍的に向上
● 資産価値の具現化・流動化で消

費のボリュームゾーンが拡大
● 農村社会サービスの向上に伴っ

て農民の自立能力や価値創造能
力が底上げ

● より強い農民、より健全な都市・
農村の関係が生まれることで、
農業の大規模化や精緻化が進
み、新たな経営モデルやビジネ
スモデル革新が出現

● 農村地域や農業生産と密接な関
係を有する観光、健康、エコロ
ジー産業などへの波及効果

「決定」で示された新たな改革開
放策の成果目標年次は2020年であ
る。これは基本方針から計画づく
り、さらには実施方策・試行運営
までの時間軸を意味している。１、
２年でやり遂げることではない
が、さらに30年を費やし徐々に浸
透させてやることでも決してない。

日本企業では、国内外の情勢を
勘案した新たなグローバル戦略、
特にアジア戦略の再構築が開始さ
れたばかりだと思う。中国のこの
ような大きな転換期と重ねて考え
ると、「而立の中国経済社会」と
これからどう付き合っていくか
は、目前に迫る課題と言えよう。

葉  華（YE Hua）
野村総研（上海）諮詢有限公司（NRI
上海）董事長、工学博士

注1 葉華 「『都市化成長』から『都市型成長』への転換の時代に移行
する中国」『知的資産創造』2012年9月号、野村総合研究所
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ASEAN共同体設立と
域内日本企業の対応

■

小竹  敏

ASEAN（東南アジア諸国連合）
は、2015年末を目標に「ASEAN
共同体」を設立する。同共同体は、
安全保障共同体、社会・文化共同
体、経済共同体の３つの共同体構
想からなる。

ASEAN経済共同体（AEC）は、
外国投資誘致を目的に1993年に発
足した域内自由貿易協定（AFTA）
を軸とした、質の高い経済統合を
目指すものである。急成長を遂げ
る中国やインドなどの大国にも負
けない、ASEAN加盟10カ国で人
口６億人規模の巨大経済圏を形成
し、国際社会の中でその地位を確
立することを目指している。

AEC発足によりASEAN域内 
経済は何がどう変わるのか

①ヒト：労働力が国境を越えて自
由に流通できるようになるの
で、他国人材を国の内外で活用
する機会が増し、他国で製品を
つくって売ることが自由にでき
るようになる。資格の相互承認
やビジネス関係者のビザ免除等
が適用されることで、熟練労働
者の域内の往来が活発化・広域
化し、域内のサービス品質が向

上する
②モノ：域内関税が撤廃され、通

関手続きが簡素化されるので、
加盟国間の貿易がより円滑にな
る。また、陸海路のインフラが
整備されるため、モノの輸送が
円滑になり、生産拠点、部品供
給拠点等の再編も加速する

③カネ：株式・債券市場のインフ
ラを調和させることで、域内資
本を相互に取引（クロスボーダ
ー取引）できるようになる

AECの発足によってこのよう
な単一市場ができれば、競争は激
しくなるが、高い成長が見込める
巨大市場が出現することになる。
多民族・多宗教であることに加え、
社会組織・制度やインフラ、所得
水準の格差が大きいなどのダイバ
ーシティにより実践の難度の高さ
は依然残るものの、AECの発足
によって制度的な自由度が高ま
り、ASEAN全体の経済活動の活
性化につながることは間違いない。

加速度を増す日本企業の 
ASEAN諸国への進出

日本企業のASEAN進出が本格

化している。また、中国リスクに
伴うASEANシフトも進んでいる。
最近では、古くから日本の製造業
が集積するタイにおける労働力不
足や賃金の上昇、さらに大洪水へ
のリスク対策のため、ASEAN域
内の他国に子工場を設置・活用し
て分散生産体制を構築する、いわ
ゆる「タイプラスワン」を採る製
造業も多く出始めた。今後も、
ASEAN域内での広域運営体制を
整備する企業が増えていくと考え
られる。AECの発足は、この動
きを後押しするものとしても、そ
の重要性は非常に高い。

ASEAN域内の事業連携・統合
が進むことで、域内グループ会社
を統括する「地域統括会社」の役
割が重要となってくる。ASEAN
市場における事業拡大に伴い、近
年、シンガポールに地域統括会社
を設立する日本企業が増えてい
る。2013年だけでも、旭硝子、住
友化学、ニコン、LIXILなどの大
手企業がシンガポールに地域統括
会社を設立している。また、既存
の地域統括会社はより一層の統括
機能強化を図っている。本社専務・
常務クラスの役員が地域統括担当
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に据えられるなど、本腰を入れて
機能強化を進めている企業もあ
る。三菱商事は2013年に、金属部
門の本社機能を日本からシンガポ
ールに全面移管した。パナソニッ
クも、調達物流の本部機能を2012
年に移転・集約している。目的は、
いずれも迅速かつ効率的な意思決
定を行う体制構築と、域内オペレ
ーション品質の向上および機能集
約・統合による効率化などである。

AECが日本企業にもたらす影響

２年後の2015年末のAEC発足
に向けて、在シンガポールの日本
企業、特に地域統括会社は、その
影響の度合いを探っている段階の
ようである。筆者が現地日本企業
にヒアリングした中から、AEC
発足が事業や地域統括機能に何ら
かの好影響を及ぼすと考えられる
点に関して、課題認識を示した
方々の声を紹介する。

①製造業Ａ社：生産機能がタイに
集中しているため、タイに開発・
製造等の統括拠点を設けるとい
う議論をしている。シンガポー
ルとタイ拠点の機能分担をどう
進めていくかが現在の課題とな
っている

②製造業Ｂ社：日本の生産品質を
理解するシンガポールのベテラ
ン社員を他国拠点に出向かせ、
彼らがトレーニングを実施して
いる

③製造業Ｃ社：域内の統一人事制
度がないので現状は個別対応に
なっており、大きな課題となっ
ているが、域内の人材の横展開
はすでに行っている

④サービス業Ｄ社：日本的なホス
ピタリティのあるサービスを提
供するには、現地人材にノウハ
ウを移転する必要があるが、ヒ
トの流れの制約によって実施が
困難な状況である

⑤製造業Ｅ社：現地で売れる商品
の開発は日本では困難だと考え
る。商品開発やマーケティング
機能を地域統括会社に移管すべ
きである

⑥建設業Ｆ社：既存顧客の他国プ
ロジェクトは、従来は各国対応
だったが、同担当者を異動させ
てサービスが提供できるように
人事制度を整備している

日本企業が抱えているこれらの
課題は、ヒト、モノ、カネの流れ
に対する制約がなくなることによ
って、軽減あるいは解消されるこ
とが期待され、結果として、各企
業の経営者が期待する域内オペレ
ーションの効率化、品質の向上が
進むものと考えられる。

共同体構想の行方と 
日本企業の今後の対応

2013年10月24日にアジア開発銀
行（ADB）が発表したアジア経
済統合の現状に関する最新の報告

書（http://www.adb.org/sites/
default/files/pub/2013/aeim-
oct-2013.pdf）で、「AECを2015年
中に創設する目標を完全な形で達
成するのは極めて困難」との見解
が示された。

ADBは理由の一つとして、米
国の量的緩和でASEANに流入し
た資本が、同緩和の縮小・終了を
見越して、インドネシアやタイ、
マレーシアなどから逆流出してい
る点を挙げ、「金融面のリスクや
不確実性を増している最近の動向
が進捗を遅らせている」ことを指
摘した。また、「ダイバーシティ
によって各国の進捗も異なってく
るだろう」「AECの成否は、最終
的には実装を担当する国家の意思
決定者の手の中にある」との見通
しも報告しており、統合の困難さ
を示した形となっている。逆に、
共同体への取り組みはより魅力的
な市場への脱皮の一歩とも言える。

日本企業にとってASEAN市場
は、今後ますます極めて重要な戦
略地域となる。この巨大単一市場
の誕生に向けて、十分な戦略策定、
体制構築を的確に進め、日本企業
ならではの強みを活かしながら、
有望市場における欧米や中韓企業
との陣取り競争に圧倒的勝利を挙
げることを期待する。

小竹  敏（おたけさとし）
NRIアジア・パシフィック社長
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変貌しながら発展する
香港

■

澤井啓義

社会サービスインフラが 
高度に発達した都市、香港

香港と言えば、アジアの熱気を
象徴する活気あふれるビジネスと
観光の街というイメージをお持ち
の方が多いだろう。狭い土地に新
旧の高層ビルが建ち並び、ビルか
らせり出した大きな看板の下には
昔ながらの市場や商店街、飲食店
が密集する人口密度が異常に高い
この光景から、ここを訪れる人々
は香港のエネルギーを感じること
だろう。

1997年の中国への返還から2013
年で16年を経た香港は、少なくと
も表面上は過度に中国化すること
なく、返還前と同様に自由都市と
しての活力を維持し、柔軟に変貌
しながらも発展を続けるアジアを
代表する都市の一つとして、世界
中のビジネスマンや観光客を魅了
している。

香港のこの数年のトピックス
を、筆者独自の「バイアス」を少々
かけて挙げてみると、
● 充実した食文化の形成と高度な

医療サービスの発達により、こ
こ数年は男女とも長寿世界第

１、２位を日本と争っている
● 食にうるさい香港は、日本の食

材の輸入量が２位以下を大きく
引き離して世界第１位で、街に
は日本食があふれている。日本
からの外食などの小規模事業投
資が増加していることから、外
資系企業数で日本が第１位にな
った。顧客の大半は現地の人た
ちである

● ワインにかかる税金が撤廃さ
れ、アジアでワインが一番安い
都市になった

● スイスと米国マイアミでしか開
催されていなかった歴史ある世
界最大の現代アートフェア「ア
ート・バーゼル」が、アジアで
初めて香港で開催されたことに
より、アジアのアート市場の中
心としての地位を確立した

● 中国本土企業を中心に、香港株
式市場に上場する企業が世界中
から増えたこと、人民元の国際
化への実験場として新しい試み
をまず香港で始めるといった動
きもあること──などにより、
世界中の金融機関が香港に集積
している。また、欧米の大手金
融機関が一部部門のアジアの地

域統括拠点を日本から香港に移
すという、日本としては少し寂
しい事例も出てきている

● 香港で観光客と言えばかつては
日本人が一番のお得意さまであ
ったが、今やその面影はなく、
中国本土からの大量の観光客の
消費に支えられた観光立脚都市
の側面もある。また、中国本土
からの資金の流入により不動産
価格がひときわ高いことでも知
られている
これらのことからも、香港は文

化、医療、金融といった社会サー
ビスのインフラが高度に発展した
都市であることがおわかりいただ
けるだろう。

金融・物流・ITサービスにおける 
アジアのハブへ

ビジネスの面では、香港には古
くから多くの日系企業が進出して
おり、初めてのアジア拠点が香港
という企業も多い。

日本と東南アジアの中間地点に
位置し、中国華南のゲートウェイ
である香港は、アジアの主要都市
に２～４時間前後で行ける交通の
要衝でもある。
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日系企業における香港の位置づ
けは、生産拠点であったかつての
時代から、華南の生産拠点と一体
的なオペレーションを行う貿易拠
点へ、さらに昨今は、金融やIT
をはじめとするサービス産業化の
急速な流れの中でのアジアのハブ
的な役割へと、時代とともに変化
してきている。

日系の製造業が、香港にサービ
ス部門および貿易とファイナンス
の機能だけを残して、残りの大半
を華南地区に移行して久しいが、
人件費の高騰により、その華南地
区のオペレーションも内陸部もし
くは周辺国へ移行する動きが出て
きている。ただし、今後の中国内
市場の拡大を考慮すると、輸出を
メインに「世界の工場」として君
臨してきた華南地区の圧倒的な生
産ボリュームが、そう簡単に減る
ことはないだろうとも言われてい
る。

香港で活躍している日系企業の
事業モデルには、以下のような特
色が見られる。
①華南地区と連携した貿易または

物流サービス業
②サービス業として香港のローカ

ル市場でプレゼンス確立
③香港をハブにして華南や周辺国

も巻き込んだサービス型の事業

モデル構築
②は消費者金融、リース、OA

機器サービス、外食など、③は、
金融サービス、IT、各種コンサ
ルティングサービスなどがある。

とはいえ、香港の日系企業また
は日本人市場だけを対象にする戦
略では、市場規模が限られている
ため量が伴わず、しかも現地企業
との競争が激しいこともあって、
相当な付加価値を提供できなけれ
ば苦戦を強いられる。

香港には金融やITをはじめと
する高度な社会インフラがあり、
高学歴で優秀な人材を確保でき
る。これらの経営資源を上手に活
用し高付加価値な事業モデルを構
築することが、香港での事業を成
功に導くポイントであろう。

金融や物流サービスに加え、香
港はITインフラの充実にも力を
入れており、アジアのITハブと
しての地位の確立を目指しシンガ
ポールと競争している。中でもデ
ータセンター事業は花盛りで、日
系の大手通信事業者も大規模なデ
ータセンター投資を継続している。

同通信事業者の主要顧客はもは
や日系企業ではなく、海外進出の
足がかりとして香港を利用する中
国のIT企業であったり、アジア
のオペレーションの中心を香港に

据える欧米企業であったりすると
いう。

今後もサービス業を中心に発展

野村総合研究所（NRI）も、ア
ジアの最初の拠点として、野村證
券 の リ サ ー チ・IT支 援 の た め
1976年に香港に進出して以来、さ
まざまな事業の変遷を経て、現在
は香港をハブとするグローバルな
ITサービスを展開している。具
体的には、アジア全域に展開する
主に日系製造業・商社への、ERP

（統合業務パッケージ）のクラウ
ドサービス提供が主力事業となっ
ている。

NRI香港は、アジア各拠点の現
地人材との横の連携に加え、最近
は、アジアグローバルでの活躍の
場を目指す日本の若く優秀な人材
も続々と集まってきており、アジ
アを面で捉えた事業推進体制固め
を進めている。

時代に翻弄されながらも、柔軟
かつスピーディに変化に対応して
きた香港は、今後も高度な社会イ
ンフラを基盤としたサービス業を
中心に発展していくであろう。

澤井啓義（さわいひろよし）
NRI香港社長
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低成長・成熟社会に直面した 
韓国企業の主要課題と対応戦略

■

崔  創喜

低成長・成熟社会に 
突入している韓国経済

2013年、韓国の経済成長率は
３%を下回ることが確実となって
いる。OECD（経済協力開発機構）
も韓国の2013年の経済成長率を
2.6%と予想している。そのとおり
であれば、韓国経済は2011年の
3.6%をピークに、以降、３年連続
で２〜３%台と、これまでにない
低成長となる。経済成長率の推移
を10年単位で眺めると、1980年代
には年平均8.6%、90年代には同
6.7%、2000年代には同4.4%と減少
してきているのがわかる。

もちろん直近のこの低い経済成
長率は、2008年のリーマン・ショ
ック以降の、先進国および中国市
場の景気回復が遅れたのが一つの
要因かもしれない。しかし、これ
まで高成長を続けてきた韓国経済
が、今や低成長・成熟社会に移行
したとの分析もあり、この考えは
ますます優勢になっている。

全国経済人連合会が2013年９月
に民間の経済専門家を対象に実施
したアンケートにおいて、92.5%が

「韓国経済の低成長が深刻な状況」

と答えていることがその証拠であ
る。また、低成長は一時的なもの
ではなく、企業の投資不振、家計
の消費不振とともに少子・高齢化
による構造的な問題であるという
認識も一般的になってきている。
さらに、消費者物価が14年ぶりに
最低水準を記録している点は、デ
フレーションまでも危惧させている。

現時点の韓国は、持続成長社会
から低成長・成熟社会に移る「変
曲点」に位置していると判断され
る。これは、従来の時間短縮型の
量的成長から質的成長への変化の
瞬間であると同時に、真の意味で
先進国にアップグレードすべき岐
路に立たされている状況でもある。

企業の立場では、世界経済の回
復の遅れによる市場成長の低迷に
対する戦略はもちろん、ウォン高
による価格競争力の低下および中
国など新興国企業の追撃に対応し
なければならない。

このような危機的状況を克服す
るために優先されるべきは「新し
い成長動力」を探すことである。
それには、韓国企業に最近まで成
功をもたらしてきた既存の動力か
ら一歩踏み出す新しい動力を探索

すべきであり、韓国にとって新し
い挑戦になる。それでは、韓国企
業がその新しい成長動力を見つけ
出すには、どのような努力が必要
であろうか。

韓国企業が新成長動力を 
見つけ出すための前提条件 

①Fast Following型新規事業
 からの脱却

新規事業を模索しなければなら
ない背景には、韓国企業が新たな
課題に直面していることがある。
それらを理解するには、まず５大
グループのそれまでの事業成功の
パターン（成功の方程式）を紐解
く必要がある。

５大グループの圧倒的な競争力
は「Fast Followingに適した事業・
組織構造」という言葉に要約でき
る。すなわち、 以下の「３段階」
を短期に集中的に遂行することに
より、競争優位性を獲得してきた
のである。 
「第１段階」は、ターゲットとす
る市場や製品、技術、競争状況に
対して戦略的かつ明確な目標を設
定する。「第２段階」では、経営
資源の集中的な投下により、技術
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力と量産能力を同時並行的に極大
化させる。こうして最短時間内に
有意義な市場シェアを獲得した
後、「第３段階」で、同市場にお
ける支配的地位を維持するために
経営資源をさらに集中させる。

従来のこのような徹底的かつ継
続的なFast Following戦略は、結
果として同一バリューチェーン内
におけるアップストリーム事業領
域や隣接事業領域への進出につな
がった。ところが、近年はこうし
た事業の成功パターンが機能しに
くくなっており、５大グループの
中には以下の２つの課題に直面す
る企業が増えてきている。

第１は魅力的な市場の枯渇であ
る。５大グループの場合、それぞ
れが得意とする事業領域における
大型市場へは、すでに進出済みの
場合がほとんどである。たとえば
主力業種である情報電子分野で、
韓国企業が進出していない１兆ウ
ォン規模の市場を見つけるのは難
しい。

第２は、ベンチマーク対象企業
の不在である。Fast Following型
のビジネスモデルは、先行企業の
失敗を分析することで、より短期

間で効率的に事業化を進めること
に特徴がある。すなわち、韓国企
業が参考とする価値のあるベンチ
マーク対象企業が存在しなけれ
ば、このモデルは成立しない。こ
れまでベンチマークの対象として
きた、米国・欧州・日本の主要企
業が相対的に競争力を弱めている
現状では、従来のFast Following
型モデルは色あせる。

②新事業推進のための
 新たなアプローチ

このような壁を乗り越えて、５
大グループが新事業を推進してい
くには、これまで蓄積してきた経
験を超えた新しいアプローチをし
なければならない。

それは第１に、新事業の探索範
囲の拡大である。従来の事業領域
を脱し、未経験の産業セクターま
で検討範囲を拡大する。ただし、
実質的な成果につなげるには、失
敗が許容される評価制度の導入が
不可欠である。失敗が許容されに
くい成果中心の評価制度では、新
事業に必要な人材の参加が困難に
なるからである。

第２に、新事業を探索するため

のスタンスの見直しである。従来
は、既存顧客とロードマップを共
有し、製品の進化を予測すること
で具体的なアイテムを導出する

「Inside-out方式」が主流であった。
しかしながら、真の新規事業を発
掘するには、将来の成長性に基づ
いた戦略的な意味を持つアイテム
を探索する「Outside-in方式」を
検討することが重要である。

最後に、持続的かつ恒常的なマ
ーケットインテリジェンスの確保
である。新規事業を検討する際に
は、タスクフォースを組成し、調
査・分析を集中的に進めることが
多い。しかし、隣接業種あるいは
異業種からの参入によって事業を
取り巻く環境変化が急速に進んで
いる現状では、定期的な観察が欠
かせない。

また、技術や製品の急激な変化
に対応するためには、幅広い分野
において先行的な R&D（研究・
開発）を継続しなければならない
のも言うまでもない。

崔  創喜（Changhee Choi）
NRIソウル社長
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「フルーガル・エンジニアリング」 
によるインド発ものづくり

■

中島久雄／坂本遼平

ホンダ「アメイズ」投入 
による復活

停滞するインド自動車業界にお
いて、売り上げを飛躍的に伸ばし
ている車種がある。ホンダの小型
セダン「アメイズ（Amaze）」で
ある。2013年４月に発売されて以
来、10月までの累計で４万5000台
に達した。インドの乗用車市場（商
用車を除く代理店への卸販売数）
にとって2013年は、高金利と燃料
高で12年11月をピークに実質11カ
月前年度割れ、４〜10月で前年比
５%減という、悪夢の年であった。
各社が値下げ競争や生産調整を行
うなか、ホンダだけは４〜10月で
前年比63％増と、2012年までの不
振から驚異的な復活を遂げたので
ある。

アメイズ成功の要因は、従来、
外資系のメーカー各社が、他国で
設計開発した製品をインドで生産
しているなか、ホンダが、インド
の消費者ニーズに合わせて、設計
開発段階から本格的に「インド発
ものづくり」に取り組んできたこ
とにある。まずは、ホンダとして
はインド初となるディーゼルエン

ジンを投入。しかも業界最高の
25.8km／ℓの燃費を実現した。

さらに、アメイズのアッパーボ
ディを、インドをターゲット市場
として開発、インドの優遇税制を
受けられる車長４mと短く収めな
がらも、セダンとしての広いキャ
ビンスペースを実現した。さらに
は、後部座席のドア内部に設置さ
れたボトルラックには、インドで
主流の１ℓのペットボトルが置け
るように工夫されている。しかも、
価格は日本円にして100万円を切
る。インド向けのこの製品開発の
ために、ホンダは、2011年から現
地にエンジニアを配置して準備を
進めてきた。

 「フルーガル・エンジニアリング」 
によるインド発ものづくりの 

重要性

最近のインドにおいては、「フ
ルーガル・エンジニアリング（倹
約志向の設計開発）」と呼ばれる、

「限られた経営リソースの中で、
現地発想の製品を低コストでスピ
ーディに設計開発」することが注
目されている。自動車業界では
2006年に、日産自動車のカルロス・

ゴーン社長（ルノー会長）が初め
て引用した。

インドの強みである、①「ジュ
ガード」と呼ばれる革新的な現地
発想、 ②豊富なエンジニアリング
人材、 ③最先端ITとエンジニアリ
ング・サービス・アウトソーシン
グ（ESO）業界──が、このフル
ーガル・エンジニアリングを可能
にしている。

ジュガードとは、もとはインド
北部のパンジャブ地方の言葉で、

「資源が限られる中にあっても、革
新的な発想転換で、必要とされる
価値を生み出そう」とする考え方
であり、「安かろう・悪かろう」
という考え方では決してない。

ホンダ同様に、ルノー日産もイ
ンド現地発の設計開発を進めてお
り、2014年より新興国向けブラン
ド「ダットサン（Datsun）」で「ゴ
ー（Go）」という小型車をインド
市場に投入する。
「ノーモア・ノーレス（No more, 
No less）」というコンセプトのも
と、インドに適した機能の選択と
集中を図りながら、40万ルピー（64
万円、１ルピー1.6円で換算）の
低価格を実現。インドニーズに応
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えるため、アッパーボディは、イ
ンドの設計開発拠点が中心的な役
割を果たして開発された。市場の
反応が期待される。

専門家集団ESOを効果的に活用

ダットサン・ゴーの開発に際し
てルノー日産は、チェンナイの
R&Dセンター（総勢約3000人）
を活用するとともに、インドの
ESO事業者に、一部の設計開発を
アウトソースしたと報道されてい
る。

ESOとは、設計開発のエンジニ
アリングの専門家集団であり、イ
ンドに複数存在する。ESO専門も
あれば、IT系企業が事業多角化
の一環で始めた事業者もある。設
計開発作業やシミュレーション
を、単にデスクトップ上で行うだ
けでなく、物理的な試験設備を持
つ事業者まで出現している。

当初はCAD・CAEなどの詳細
作業の請け負いからスタートした
が、現在では、コンポーネント（部
品）レベルの上流からの設計開発、
さらには製品１台すべて設計開発
する事例も出てきている。自動車
だけでなく、航空機や精密機器、
家電機器にも活用事例が多数ある。

自動車メーカーは、自社の最先
端のITを駆使したシミュレーシ
ョン環境を活用することで試作金

型の作製回数を減らし、開発コス
トを大幅に削減するとともに、開
発のスピードを上げることができ
る。日本企業は従来、個々のエン
ジニアや企業同士の高度な「すり
合わせ」をベースとする効率的な
開発プロセスを誇ってきた。さら
にこのようなアウトソーサーの
ITの能力をフル活用していけば、
一層の効率化を実現できる可能性
がある。

設計開発のグローバル最適化に 
対応する日系企業の課題

ルノー日産、ホンダなどは、フ
ルーガル・エンジニアリングを率
先して体現しようとしているよう
に見られるが、日系企業の中には、
設計開発のこうした現地化に抵抗
感のある企業も多いと思われる。
中国への生産移管に続き、設計開
発までインドに任せてしまって
は、日本のエンジニアは何をやる
のか。設計開発は日本のノウハウ
の固まりであり、流出リスクを考
えるととても国外に出せない。当
然の考え方である。また、そもそ
も、ノウハウは人について回り
個々人の力量に依存する日本の開
発プロセスのどこをどう切り出せ
ばよいのか、切り出してしまえば
逆にコストが増してしまうのでは
ないかという懸念もある。

しかし、日本の優秀なエンジニ
アの数は常に不足している状態で
あり、それがボトルネックとなっ
て新興国での多様化ニーズには対
応しきれていない。そもそも日本
にいる日本人が、背景も含めて現
地ニーズを理解することには限界
もある。

こうした環境で競争していくに
は、付加価値が低く日本以外でも
任せられるプロセスについては、
現地拠点やアウトソーサーを積極
的に活用していくべきである。一
方で、高コストで数も限られる日
本人エンジニアは、高付加価値・
先端的イノベーションに集中させ
るべきである。アウトソーサーの
活用は、すでに欧米企業ではごく
普通となっている。いつまでも自
前主義で何から何までハンズオン
で、という姿勢では取り残されて
しまう。

グローバル最適を目指して設計
開発プロセスを変革するととも
に、今後は、日本の設計開発リソ
ースの役割も再定義が必要となっ
てこよう。今、日本のエンジニア
の付加価値が再度問われている。

　
中島久雄　（なかじまひさお）
NRIインド社長

坂本遼平（さかもとりょうへい）
NRIインドグループマネージャー
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インドソフトウエア製品の
将来

■

渡邉  徹

インドIT企業の巨大な存在感

筆者がNRI Financial Technol-
ogy, India（NRI FT, India）のあ
る西ベンガル州の州都コルカタで
オフショア･ソフトウエア開発を
始めたのは、同地がまだカルカッ
タと呼ばれていた1995年である。

そのころは、インドと聞いてIT
を思い浮かべる人はごく少数であ
った。当時まだ黎明期であったイ
ンドIT企業はメインフレームか
らUNIXへのダウンサイジング等
の機械的なマイグレーションサー
ビスなどが主で、アプリケーショ
ンの業務を深く理解しているエン
ジニアはほとんどいなかったし、
プロジェクトマネジメントができ
る人材さえ限られていた。1991年
の経済自由化を契機にインドIT
産業は離陸し、まさに発展を始め
ようとしていたが、人材育成はま
だまだ追いついていない状況であ
った。マネージャーと呼べる人材
は、IBMが1978年にインドから撤
退する前に同社で仕事をしていた
人材が多く、中堅のマネージャー
層が圧倒的に不足していた。

それから20年近くが経ち、イン

ドIT産業はまばゆいばかりの発
展を遂げた。インドがIT大国で
あることは誰もが知る事実とな
り、世界のソフトウエアの60%以
上がインド人によって作成されて
いるとも言われる。インド企業の
時価総額トップ20を見ると、コン
グロマリットのリライアンス・イ
ンダストリーズを抑えてトップの
タタ・コンサルタンシー・サービ
シズをはじめ、IT・ソフトウエア
企業４社が名を連ねている。イン
ド経済にとってITが重要な産業
に成長したことはあらためて言う
までもない。

インドソフトウエア製品の存在感

インドIT企業の巨大な存在感
の一方で、インド企業のソフトウ
エア製品を知っている方はどれく
らいいるであろうか。なじみのあ
る製品の多くはインド人技術者に
よって開発されているはずだが、
そのほとんどが米国企業の製品で
ある。インド企業によるソフトウ
エア製品はインドIT企業ほどの
存在感はない。これはなぜであろ
うか。

もちろん世界のソフトウエア製

品は、ドイツのSAPなどの例外を
除いてほとんどが米国企業の製品
であるので、米国企業が飛び抜け
ていると言ってしまえばそれまで
かもしれない。しかしインドIT
企業はソフトウエアのIP（知的所
有権）を持たないITサービスに
特化しているからだと筆者は考え
ている。

インドの大手IT企業は欧米の
ソフトウエア企業から開発業務を
受託したり、ソフトウエア製品を
活用している金融機関などから業
務のアウトソーシングを受託した
りしている。委託企業は自社製品
のコピーが開発されることを恐れ、
類似の製品を開発しないと誓約さ
せることもある。すなわち、イン
ド大手IT企業自らがIPを持つソ
フトウエアを開発すると、既存の
顧客の利益と相反する恐れがあ
る。インド大手IT企業には、「顧
客の利益を守るため、ソフトウエ
アのIPを獲得しない」と言い切る
マネージャーもいるほどである。

発展する 
インド国内ソフトウエア製品市場

それではインド製のソフトウエ
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ア製品がインドIT企業のような
存在感を獲得する時代は来ないの
であろうか。インド大手IT企業
が海外のソフトウエア製品の受託
開発に注力しているのに対して、
中小のインドIT企業は国内市場
向けに多くのソフトウエア製品を
提供し、こうした製品は急速に成
長している。この成長を促進して
いるのが中小企業のニーズであ
る。欧米の企業向けソフトウエア
製品はインドの中小企業が利用す
るには高額であり、インドのロー
カル要件を満たさないことも多
い。ローカル要件を満たすにはカ
スタマイズが必要であり、その開
発コストがソフト導入価格をさら
に高額なものにする。筆者は社内
オペレーション改善のため、イン
ド製ソフトウエア製品を評価・導
入する機会を得たので、以下に２
つの製品を紹介したい。

まず人事関連ソフトウエアを導
入した。着任直後に驚いたのは
NRI FT, Indiaには給与テーブル
なるものが存在しないことであ
る。昇給率は評価ごとに０〜20%
程度の範囲で決まり、現在の給与
に昇給率が適用されて翌年の給与
が決まる。そのため数年すると、
同期入社でも給料はばらばらとな
る。インド大手IT企業でよく採
用されている方式である。インド
の人事関連ソフトウエア製品はこ
のような方式を標準サポートして

いる。社員属性管理に加え、各種
費用の精算、人事評価の目標設定、
評価入力、給与支払いなど人事に
通常必要な機能はもちろん、イン
ド独特の年金システム、健康保険
などの機能もサポートされる。移
行のための手続きもしっかりとし
ている。

サピエンスアナリティクス（以
下、サピエンス）（http://www.
sapience.net/）の、いかにもイン
ド的なソフトウエア製品も導入し
た。インドには、日本ではあまり
考えられない10万人もの従業員数
を抱えるIT・BPO企業が存在す
る。そのような企業では従業員の
生産性が非常に大きな課題とな
る。オフィスに来て「ユーチュー
ブ」を見て、「フェイスブック」
や「ツイッター」に投稿ばかりさ
れていては困るのである。そこで、
オフィスで何をして忙しかったの
かを分析し、本人およびマネージ
ャーに情報提供し、生産性を改善
するニーズが自然と出てくる。

問題は実現方法である。このよ
うな企業の従業員は、ほとんどす
べての成果物をパソコンで作成す
る。サピエンスはこのパソコンの
利用状況をモニターすることによ
って従業員の作業ログを記録する
ことを思いついた。使用したソフ
トウエア、アクセスしたURLなど
をすべて記録し、その内容によっ
て、それが業務かプライベートか

を判断し、業務の種別も分類する。
ログの記録以上にログの分析が大
変である。日本でも多くの企業が
インターネットのアクセスログを
記録しているが、それを入念に分
析している企業は少ないであろう。
社名のアナリティクスが示すとお
り、サピエンスはビッグデータよ
ろしく分析に注力し、従業員の活
動の分析結果をダッシュボードや
各種のチャートに表示し、生産性
の改善に活用できるようにした。

2013年10月25日の『エコノミッ
ク・タイムズ』紙は、NASSCOM

（インドソフトウエア・サービス
協会）がサピエンスを2013年の新
興ソフトウエア製品企業のトップ
10の１社に選んだと報じている。

インド製ソフトウエア製品は 
選択肢の一つ

世界第２位の英語ソフトウエア
開発人材を抱えるインドの製品が、
今後、米国製のソフトウエアに次
ぐ存在感を持つ可能性は高い。イ
ンドに進出する日系企業はインド
市場で勝つために、インドのニー
ズを満たしたITソリューション
を、インドプライスかつ日本品質
で実装することが求められる。そ
の時にインド製ソフトウエア製品
は選択肢の一つとなるであろう。

渡邉  徹（わたなべとおる）
NRI FT インディア社長
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変化するタイの事業環境と
タイ政府の新政策

■

水野兼悟

拡大する 
ASEANの製造拠点

タイはASEAN（東南アジア諸
国連合）における直接投資誘致の
優等生として、外資を積極的に導
入して経済成長を遂げてきた。特
に日系企業は1985年のプラザ合意
による円高以降、1997～98年のア
ジア通貨危機を乗り越え、主に自
動車産業やエレクトロニクス産業
など製造業の生産拠点としてタイ
に積極的に進出してきた。日本は
タイに対する直接投資国として累
計で第１位であり、2011年のタイ
中央部における洪水被害以降もそ
の地位は変わっていない。

しかし、これまでASEANの工
場集積地として機能してきたタイ
の地位、そして日系企業から見た
タイの位置づけは、2010年代の半
ばからはタイとその周辺国を広域
的に一体として捉えたものに変化
していくと見込まれ、すでにその
萌芽も出始めている。

タイとその周辺国をめぐるこの
ような事業環境変化の背景として
は、以下の３点が挙げられる。

①タイの少子高齢化と
　労働力不足
タイの合計特殊出生率はすでに

1.4（2011年）注1と日本と同じ水
準にまで低下している。人口の年
齢中央値は35歳（2012年）注2と日
本より10歳ほど若いものの、人口
ピラミッドはすでに「釣り鐘型」
となっている。

一方、2000年代から平均４％強
の経済成長を遂げ、ASEAN地域
屈指の工場集積地として発展して
きたこともあって、特に近年では
労働力不足が顕著になっている。
失業率が0.6%（2013年10月）注3と、
ほぼ完全雇用に達していることが
それを示唆している。

タイにはすでに、カンボジアや
ラオス、ミャンマーなど周辺国か
らの出稼ぎ労働者が、少なくとも
300万人はいると見込まれる。こ
うした出稼ぎ労働者は、日系企業
を含むタイの工場や建設現場、生
鮮品市場などで重要な労働力とな
っている。

②賃金上昇とバーツ高による
　タイの国際競争力低下
ジェトロ（日本貿易振興機構）

の調査（2013年５月）注4によれば、
タイ（バンコク）のワーカー（一
般工職）の月額給与は345ドルと、
ASEAN調査対象国・地域におい
て、シンガポールに続いて２番目
に高い水準となっている。これは、
ベトナム・ハノイ（145ドル）の
２倍強である。なお同調査による
と、タイの日系企業におけるベー
スアップ率は10.9%であった。

また、現政権の政策の一環とし
て、2013年１月から最低賃金が全
国一律に日給300バーツ（約1000
円）と定められた。これによって、
たとえばタイ北部のパヤオ県で
は、2012年３月時点で159バーツ
であった日給が１年足らずで300
バーツとなり、短期間でほぼ２倍
近い上昇となった。

加えてここ10年ほどで、バーツ
はASEANのうち対ドルで最も強
くなった通貨であり、このことが、
賃金や輸出価格におけるタイの国
際競争力を低下させている。

③タイ周辺国で進む投資環境の
整備

タイと国境を接するカンボジア
やラオスでは、港湾や工業団地、
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国境を越える架橋、メコン諸国域
内を横断する道路網などの整備が
進んでいる。また、メコン諸国域
内の送電網の整備も計画されてお
り、域内での電力融通および安定
的な電力供給が図られていく見通
しである。加えて、これらタイ周
辺国の賃金はタイの数分の１で、
かつ労働力の余剰にも恵まれてい
る。

これを受けて、すでに日系企業
の中には、従来ならばタイが担っ
たであろう生産機能の一部や拡張
を、カンボジアやラオスで展開す
る動きが出始めている。

そうした企業には、たとえば、
カンボジアに進出した矢崎総業や
日本電産、ラオスに進出するニコ
ンやトヨタ紡織などが挙げられ
る。これら企業の工場はタイ国境
に隣接した工業団地に立地してお
り、タイの物流・サプライチェー
ン（供給網）とつながっているこ
とが特徴である。

また、2010年代後半にかけては、
同じくタイの隣国であるミャンマ
ーでも、経済開放とインフラ整備
が進むと見込まれる。

2015年のASEAN経済共同体
（AEC）の本格始動

2015年にはASEAN経済共同体
（AEC）が本格始動する。具体的
には、ラオスやカンボジア、ベト
ナム、ミャンマーなどのASEAN
後発加盟国においても、ASEAN
自由貿易協定（AFTA）が発効
する。つまり、タイから見ると、
陸続きの周辺国との関税が段階的
に引き下げられることになる。

今後、タイでは労働力不足や賃
金上昇などにより、労働集約的も
しくは低付加価値な製造工程を残
しておくことは難しくなり、その
役割はタイ周辺国に徐々に移管さ
れていくと見込まれる。AECの
本格始動はその大きな契機となろ
う。

タイ政府の新投資奨励策

タイ政府の投資委員会（BOI）
は、2015年１月から新しい投資奨
励策を施行すると公表している。
その現行案によると、従来まで投
資奨励（税制優遇など）の対象で
あった衣料品やワイヤーハーネ
ス、家具などが対象外となり、よ
り付加価値の高い10産業（表１）
の誘致・育成にタイ政府は注力す
る方針である。

新投資奨励策は新規進出だけで
なく事業拡張にも適用されるた
め、これからタイに進出する日系
企業はもちろん、すでに進出して
いる日系企業も、その動向を注視
する必要がある。

水野兼悟（みずのけんご）
NRIタイ社長

注1  World Bank, “World Development Indicators 2013”
注2 United Nations, “World Population Prospects, the 2012 

Revision”
注3 National Statistical Office of Thailand, “The Labour Force 

Survey: October 2013”
注4 日本貿易振興機構「第23回アジア・オセアニア主要都市・地域

の投資関連コスト比較」、2013年5月

表1　タイ政府の新投資奨励対象の10産業（現行案）

1 インフラと物流 6 高度基盤技術

2 基幹産業 7 食品と農産物加工

3 医療・科学用機器 8 ホスピタリティ、ウェルネス

4 再生可能エネルギーと環境サービス 9 自動車およびその他輸送機器

5 ビジネスサポートサービス 10 電子・電化製品

出所）タイ投資委員会（BOI）
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野村総合研究所（NRI）は、大阪に続き東京で
「NRI未来創発フォーラム2013」を開催した。「い
ま、未来を創るために。」をテーマに、世界が直面
する課題を乗り越えるための新たな発見と未来への
行動を生み出すべく、多様な分野で自ら「挑戦」を
実践している専門家を招き、講演とパネルディスカ
ッションを行った。

■講演１「挑戦する心──人生はいつも『今から』」
（プロスキーヤー　三浦雄一郎氏）
プロスキーヤーの三浦雄一郎氏が「挑戦する心 

──人生はいつも『今から』」と題して講演した。
３度目のエベレスト登頂に世界最高齢の80歳で成功
した時の迫力ある映像をまじえ、エベレスト登頂と
いう挑戦を思い立った理由や、重度の骨折からの回
復など、目標達成に至るまでの自身を取り巻くさま
ざまな経験について説明した。
「人は何歳になってもできることがあり、目標に向
かって積み重ねていくことが大切である」と参加者
にエールを送った。

■講演２「掘り起こせ 『日本の底力』」（NRI未来創
発センター長　谷川史郎）
NRIの谷川は、「掘り起こせ『日本の底力』」と題

して講演した。高齢化が進む日本を再生するために
は産業構造の転換が必要である、と日本が直面する
課題について説明。この課題に対し、現在あらゆる
分野で、新しい切り口で事業を立ち上げ、付加価値
を生み出している「革新者」が出現しつつあると述
べ、「金融」「流通小売り」「静脈産業」「農業」の４
つの領域での事例を紹介した。

また、「日本には、人、モノ、金のいずれにおい
ても、優良な未稼働資産がまだ豊富に存在してお
り、それらを連携させること（新結合）によって掘
り起こすことができる。そのためには、夢をもった
革新者のようなタマゴを育てていかなければいけな
い」と締めくくった。

■パネルディスカッション「実践、そして新たな挑
戦！──いま、未来を創るために」
モデレーターは、大阪と同じく村上輝康氏（産業

戦略研究所代表）に務めていただいた。パネリスト
には、佐々木芽生氏（映画監督・プロデューサー）、
島朗氏（将棋棋士）、長沼毅氏（生物学者）を迎
え、NRIからは小池純司が加わった。各パネリスト
が自身の挑戦の概要について説明した後、挑戦に至
る経緯、挑戦する際に感じたことなどについて、さ
まざまな議論がかわされた。

また、質問カードに寄せられた「実践、そして新
たな挑戦」に関する質問について、各パネリストが
自身の経験をもとに答えた。最後にモデレーターの
村上氏が、「今、情熱をもって挑戦したいことがあ
りますか」と来場者に対して問いかけると、参加者
のほとんどが「挑戦したいことがある」と答えた。

村上氏は、「挑戦する人が多ければ、それだけ活
力ある社会になる。一人ひとりの挑戦によって未来
は創られていく」と締めくくった。

F O R U M  &  S E M I N A R

未来創発フォーラム2013・東京

いま、未来を創るために。

主催：野村総合研究所　2013年10月28日　会場：東京国際フォーラム（ホールA）

本フォーラムについてのお問い合わせは下記へ
　　コーポレートコミュニケーション部　坂智一、潘翠玲
　　電話：03−6270−8100 
　　電子メール：mirai-forum@nri.co.jp
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